
 

 

 

 

 

独立行政法人国立青少年教育振興機構の 

第２期中期目標期間の終了時に見込まれる 

業務の実績に関する評価 

 

 

 

 
平成２７年８月 

文部科学大臣 

  



1 

 

様式１－１－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 評価の概要 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人国立青少年教育振興機構 

評価対象中期目

標期間 

見込評価 第 2期中期目標期間（最終年度の実績見込を含む。） 

中期目標期間 平成 23～27 年度（第 2期） 
 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 スポーツ・青少年局 担当課、責任者 青少年課、泉 潤一 

 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 政策課 柳 孝 
 

３．評価の実施に関する事項 

政策評価に関する有識者会議 国立青少年教育振興機構ワーキングチームに評価結果案を諮り、意見を聴取した。 

手順は以下のとおり 

① ワーキングチーム委員を機構の行うべき業務５項目（教育事業、研修支援、調査研究、関係団体等との連携促進、助成事業）に委員が持っている専門性を考慮しながら割り振り、担当制とした。 

② 機構が作成した自己評価書をワーキングチーム委員に送付。事前に機構に確認したい点や追加資料要望等を提出いただき、機構に送付。 

③ 法人ヒアリングの開催 

・第 1回法人ヒアリングの開催（平成 27 年 7 月 16 日（木）） 

担当分野①（教育事業、研修支援、関係団体等との連携促進）の担当委員及び機構の担当理事・部長で質疑応答が行われた後、意見を聴取 

・第 2回法人ヒアリングの開催（平成 27 年 7 月 23 日（木）） 

担当分野②（調査研究、助成事業）の担当委員及び機構の担当理事・部長で質疑応答が行われた後、意見を聴取 

・第 3回法人ヒアリングの開催（平成 27 年 7 月 28 日（火）） 

○理事長とワーキングチーム委員 4名による意見交換会を実施 

○監事とワーキングチーム委員 4名による意見交換会を実施 

④ 全ての法人ヒアリング実施後、評価書の自己評価欄にワーキングチーム委員の意見を反映させ作成。 

作成後、ワーキングチーム委員にはメールで作成した評価書を送付し、さらにご意見をいただき、評価書に反映させた。 
 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし 
 

５．国立青少年教育振興機構ワーキングチーム 委員名簿 

主査：古川 和  NPO 法人体験型科学教育研究所専務理事、国立大学法人東京学芸大学監事 

青木 富造 公益財団法人修養団理事・青年部長 

   片岡 麻里 公益社団法人ガールスカウト日本連盟事務局次長 

北村 信彦 公認会計士 

   中西 茂  読売新聞東京本社調査研究本部主任研究員 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 総合評定 
 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ｂ：全体としておおむね、中期目標における所期の目標を達成していると認められる。 

評定に至った理由 中期計画期間中のうち平成２２年度から２６年度の間、中期計画上、それぞれ定めた「参加者からのプラス評価」、「青少年人口の１割程度の研修利用者数」、「関係機関・団体

等との連携促進」、「ナショナルセンターとしての調査研究の実施及び成果の普及」、「子供の体験活動等の裾野の拡大」等の目標を達成するため、各業務が着実に実施され、所期

の目標が概ね達成されている。 

特に、国の政策課題への対応として、平成２３年３月に発生した東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故を受け、平成２３年度当初から宿泊施設や体験活動プログラム

の提供などの取組を実施してきた。 

また、「子供の貧困対策に関する大綱」（平成２６年８月２９日閣議決定）を踏まえ、経済的に困難な状況にある青少年の生活や自立を支援する取組が着実に実施されている。 

一方で、開発したモデルプログラムの公立青少年教育施設等への普及状況は増加しているものの、全体に占める割合は未だ低調であるとともに、宿泊利用者の減少、一部の調査

研究の検討状況などを踏まえ、総合的に判断し、Ｂ評定とした。 
 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 ・平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災及び福島第一原子力発電所の事故に伴い、複数の教育施設が被災者や自衛隊等の受入を行ったほか、被災地を中心とした青少年に体験

活動の場と機会を提供する事業や防災に関する事業等を、民間団体からの寄附の活用などにより複数実施しており、高く評価できる。 

・また、国における喫緊の課題として「子供の貧困対策に関する大綱」（平成 26 年 8 月 29 日閣議決定）を踏まえた取組として、「青少年の自立する力応援プロジェクト」を立ち

上げ、機構全体で経済的に困難な状況にある子供を対象とした生活・自立支援キャンプの実施、「子どもゆめ基金」による支援、学生サポーター制度の創設を行っていること

は評価できる。 

・自己収入の確保については、施設使用料や活動プログラムにかかる費用等の見直しを進めた。また、「子どもゆめ基金」に関する広報活動等を継続的に実施してきた結果、平

成 26 年度において、これまでの機構の業務について評価をいただいたことから、過去最大規模の大口の民間出えん金（800,000,000 円）及び寄附金（200,000,000 円）を受け

入れることができたことは評価できる。 

・総利用者数について、平成 23 年度は東日本大震災の影響等により 500 万人を上回らなかったものの、青少年人口が減少する中、平成 24～26 年度においては 3年連続で 500 万

人を上回っており、現中期目標期間の宿泊室稼働率も、全教育施設において「独立行政法人整理合理化計画」（平成 19 年 12 月 24 日閣議決定）において示された稼働率 5割を

上回る実績を確保している。 

・青少年及び青少年教育指導者等を対象とする研修等の推進については、我が国の青少年教育のナショナルセンターとしての役割を果たす各種取組を実施しており、中期計画で

定める満足度 90%の目標値を毎年度上回っている。 

・青少年及び青少年教育指導者等を対象とする研修に対する支援については、中期計画で定める利用者満足度 80%の目標値を、毎年度大きく上回っているほか、中期計画に示し

ている「青少年人口の 1割程度の研修利用者を確保する」としている目標についても、毎年度達成しており評価できる。 

・青少年教育に関する関係機関・団体等との連携促進については、「体験の風をおこそう」運動や「早寝早起き朝ごはん」国民運動を通じた関係機関・団体等とのネットワーク

の構築が進捗しており、そのネットワークを活かした事業も実施されている。また、ドイツや韓国、アセアン各国等の関係機関等と連携した取組も行われており、特に、韓国

の国立青少年活動振興院とは交流協定を締結し、各種取組が行われている。 

・「今後の国立青少年教育施設の在り方について」（平成 23 年 2 月 国立青少年教育施設の在り方に関する検討会）を踏まえ、平成 23 年 4 月に青少年教育研究センターを設置す

るなど、調査及び研究体制の強化が図られているとともに、幼児期から青年までの各年齢期の課題に対応した「体験活動カリキュラム」の作成に向けた研究が着実に進められ

ている。 

・青少年団体が行う活動に対する助成については、応募数、採択数、参加人数ともに平成 23～26 年度にかけて増加傾向にあり、全国各地で広く、かつ地域に偏りなく子供の活

動機会が提供されるよう留意しながら助成金を交付するとともに、年 2回の募集の制度化、電子申請の導入など、申請手続きの見直し等に取り組んでいることは評価できる。 

・業務の効率化については、一般管理費及び業務経費ともに毎年度の計画で定める目標値以上の削減を達成しており、中期目標期間終了時には目標以上の削減が見込まれる。ま

た、人件費についても国家公務員の給与水準を充分に考慮し、機構の業務の特殊性を踏まえた上で適正な水準を維持するとともに、人員削減計画を実施し効率化に努めている。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。 

 

３．課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した

課題、改善事項 

【青少年及び青少年教育指導者等を対象とする研修等の推進】（Ｐ８参照） 

公立青少年教育施設等へのモデル的プログラムの普及のためには、具体的なニーズや課題の把握のほか、共催事業の実施や職員の派遣などの取組が重要である。 
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【青少年及び青少年教育指導者等を対象とする研修に対する支援】（Ｐ２０参照） 

近年、利用団体数に減少傾向が見られるため、新規利用団体の開拓や利用団体が目的に応じた研修等が実施できるよう、事前に利用団体のニーズを把握するための事前打合せを徹底するなど、

利用団体が主体的・効果的な研修が実施でき、満足度が更に高まるようなきめ細かい対応が重要である。 

 

【青少年教育に関する関係機関・団体等との連携促進】（Ｐ２７参照） 

今中期目標期間における韓国の青少年教育関係機関との交流の成果を踏まえ、今後は、韓国以外のアジア各国における青少年教育関係機関等とのネットワークを強化し、青少年に関する教育・

人材・情報の交流の充実を図ることが必要である。また、全国的な連絡会・協議会の開催については、引き続き、青少年をめぐる諸課題に関し、参加者のニーズに沿ったテーマを扱うなど、内

容の充実を図ることが重要である。 

 

【青少年教育に関する調査及び研究】（Ｐ３１参照） 

国立青少年教育振興機構における教育事業、研修支援等における活用状況が必ずしも明らかになっていないため、今後は調査及び研究の成果を機構の事業への反映、また、成果を活用し、事業

の検証・改善に役立てることが重要である。 

 

【青少年教育団体が行う活動に対する助成】（Ｐ３８参照） 

新規団体の拡大や、地域に偏りがでないように引き続き、戦略的な広報活動を行っていくことが重要である。 

 

【共通的事項】（Ｐ４７参照） 

青少年教育のナショナルセンターとしての役割を踏まえて、体験活動の重要性及び国立青少年教育振興機構の活動について広く国民に対して周知するため、広報戦略の見直しを行う必要がある。 

 

【業務の効率化】（Ｐ５８参照） 

契約の適正化について、引き続き、監事及び外部有識者の意見も踏まえながら競争性、透明性の確保に努めることが重要である。 

 

【効果的・効率的な組織の運営】（Ｐ６７参照） 

今後も、引き続き同取組を行い、内部統制の充実・強化に努める。監事についても、理事長との定期的な情報共有の機会を設け、業務運営方針や法人が対処すべき課題等について意見を交換し、

理事長との相互認識と信頼関係を深めることが重要である。 

それぞれの教育施設のおかれた地域の実情に即して、地域と連携した効果的・効率的な管理運営に取り組み、期間を限定した非常勤職員の確保方策のみならず、多様な勤務形態や必要な時に必

要な人員を確保できるよう、様々な採用の在り方など、今後検討することが重要である。 

 

【予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画】（P７２参照） 

今後も自己収入の確保等が必要である。引き続き、受益者負担の適正化を図るため、教育施設の施設使用料や活動プログラムに係る料金の見直し等について検討を行うとともに、更なる民間出

えん金や寄附金、受託経費など外部資金等の獲得に努める。加えて、大口寄附金の獲得を見据えて積極的な資金運用についても検討が必要である。 

 

【人事に関する計画】（Ｐ８６参照） 

職員の一人一人の能力を把握し、適材適所となるような人員配置に努めていただきたい。また、人事交流で各教育委員会から来ている職員に対しては、体験活動の重要性を理解していただき、

その後の学校利用が増えるような結果となるよう期待する。 

その他改善事項 特になし 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

特になし 

 
 

４．その他事項 

監事等からの意見 平成 27 年 7 月 28 日（火）に監事２名よりヒアリングを行ったが、特に記載が必要な事項はなし。 

その他特記事項 特になし 

 
※１ Ｓ：中期目標管理法人の活動により、全体として中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる。Ａ：中期目標管理法人の活動により、全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 

Ｂ：全体としておおむね中期計画における所期の目標を達成していると認められる。Ｃ：全体として中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する。Ｄ：全体として中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める。 
※２ 平成 25 年度評価までは、文部科学省独立行政法人評価委員会において総合評定を付しておらず、項目別評価の大項目について段階別評定を行っていたため、この評定を過年度の評定として参考に記載することとする。 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定総括表 
  

中期計画（中期目標） 

年度評価 
中期目標 

期間評価 
項目別 

調書№ 
備考  中期計画（中期目標） 

年度評価 
中期目標 

期間評価 
項目別

調書№ 
備考 

２３

年度 

２４

年度 

２５

年度 

２６

年度 

２７

年度 

見込

評価 

期間

実績

評価 

２３

年度 

２４

年度 

２５

年度 

２６

年度 

２７

年度 

見込

評価 

期間

実績

評価 
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅵ．上記以外の重要な財産の処分等に関する計画 

  

  

  

  

  
  

  

１－１ 青少年及び青少年教育指

導者等を対象とする研修等の推進 
Ｓ Ａ Ａ Ａ   Ｂ   １－１    

 

６ 上記以外の重要な財産の処

分等に関する計画 
－ － － －   －   ６   

１－２ 青少年及び青少年教育指導者

等を対象とする研修に対する支援 
Ａ Ａ Ａ Ｂ   Ｂ   １－２    

 

１－３ 青少年教育に関する関係

機関・団体との連携促進 
Ａ Ａ Ａ Ｂ   Ｂ 

 

 
 １－３ 

 

 
 

１－４ 青少年教育に関する調査

及び研究 
Ａ Ａ Ａ Ｂ   Ｂ   １－４    

１－５ 青少年教育団体が行う活

動に対する助成 
Ａ Ａ Ａ Ａ   Ｂ   １－５    

１－６ 共通的事項 Ａ Ａ Ａ Ｂ   Ｂ   １－６    

項目評定 Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ｂ  －   

Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置  Ⅶ．剰余金の使途 

  

  

  

２－１ 業務の効率化 Ａ Ａ Ａ Ｂ   Ｂ   ２－１    

  

７ 剰余金の使途 Ａ Ａ Ａ Ｂ   Ｂ   ７   

２－２ 効果的・効率的な組織の運営 Ａ Ａ Ａ Ｂ   Ｂ   ２－２    
 

項目評定 Ａ Ａ Ａ Ｂ   Ｂ   －    

Ⅲ．予算、収支計画及び資金計画  Ⅷ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

  
３ 予算（人件費の見積もりを含

む。）、収支計画及び資金計画 
Ａ Ａ Ａ Ａ   Ａ   ３    

  

  

  

  

  

８－１ 施設・設備に関する事項 Ａ Ａ Ａ Ｂ   Ｂ   ８－１   

Ⅳ．短期借入金の限度額  ８－２ 人事に関する計画 Ａ Ａ Ａ Ｂ   Ｂ   ８－２   

  ４ 短期借入金の限度額 － Ａ － －   Ｂ   ４    
８－３ 中期目標期間を超える債

務負担 
Ａ － － －   Ｂ   ８－３   

Ⅴ．不要財産及び不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画  ８－４ 積立金の使途 Ａ Ａ Ａ Ｂ   Ｂ   ８－４   

  
５ 不要財産及び不要財産となること

が見込まれる財産の処分に関する計画 
－ Ａ Ａ Ｂ   Ｂ   ５    項目評定 Ａ Ａ Ａ Ｂ   Ｂ   －   

※平成２５年度評価までの評定は、「文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」（平成１４年３月２２日文部科学省独立行政法人評価委員会）に基づく。 

また、平成２６年度以降の評定は、「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記の通り。 

平成２５年度評価までの評定 平成２６年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず、法人の業務の特性に応じて評定を付す。） 

Ａ：中期計画通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調に、または中期目標を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべき

中期計画の達成度が１００％以上） 

Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目標を達成し得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度

が７０％以上１００％未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満） 

Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設けず、業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を付

す。） 

Ｓ：中期目標管理法人の活動により、中期目標における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期目標値の 120％以上

で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：中期目標管理法人の活動により、中期目標における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期目標値の 120％以上とする。）。 

Ｂ：中期目標における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期目標値の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期目標値の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その

他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 青少年及び青少年教育指導者等を対象とする研修等の推進 
当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人国立青少年教育振興機構法 

第三条 

業務に関連する

政策・施策 

政策目標２  

確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体

の育成と信頼される学校づくり 

施策目標２－３ 青少年の健全育成 

関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 

 

 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

前中期目

標期間最

終年度値 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

参加者

評価満

足度 

計画値 
通年で 90％以

上 
－ 90％ 90％ 90％ 90％ 90％ 決算額（百万円） 621 611 716 710  

実績値 － 98.4％ 98.4％ 98.6％ 98.9％ 99.1％  従事人員数（人） 241 239 251 250  

達成度 － － 109.3％ 109.6％ 109.9％ 110.1％   
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 １．青少年及

び青少年教育

指導者等を対

象とする研修

等の推進 

 

青少年の体験

活動等を活用

した我が国の

青少年教育の

ナショナルセ

ンターが行う

にふさわしい

教育事業を通

じ、青少年の

課題や困難を

有する青少年

の問題等への

対応を総合的

に図るため、

以下のような

事 業 に つ い

て、機構が自

ら企画して取

り組むととも

に、毎年度平

均９０％以上

の事業の参加

者からプラス

の評価を得ら

れるよう、そ

の質の向上を

図る。 

 

１．青少年及び

青少年教育指導

者等を対象とす

る研修等の推進 

 

 

青少年教育のナ

ショナルセンタ

ーとして、機構

が企画して実施

する教育事業と

して、青少年及

び青少年教育指

導者等を対象

に、以下のよう

な事業を積極的

に実施するとと

もに毎年度平均

９０％以上の参

加者からプラス

の評価を得られ

るよう事業の質

の向上を図る。 

 

＜主な定量的指標

＞ 

【教育事業】 

・９０％以上の参

加者からプラスの

評価が得られてい

るか。 

 

＜その他の指標＞ 

【教育事業】 

教育事業の実施状

況 

・青少年教育にお

けるニーズや現状

等を考慮し、青少

年教育の振興及び

青少年の健全育成

を図るための事業

が的確に企画・実

施されているか。 

・モデル的なプロ

グラムが開発さ

れ、そのプログラ

ムが公立施設等で

活用されている

か。 

 

国際交流事業の実

施状況 

・事業が的確に実

施され、十分な成

果が得られている

か。 

 

指導者養成・研修

事業の実施状況 

・事業が的確に実

施され、十分な成

果が得られている

か。 

・受講者のニーズ

を踏まえた取組を

行っているか。 

・修了後の受講者

の活動状況におい

て業務の成果・効

果が出ているか。 

・受益者負担の妥

当性・合理性はあ

るか。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2期中期目標期間（平成 23～27 年度）見込実績自己評価書 

P2-1～2-18（第 2章 1 1～6） 

＜自己評価書参照箇所

＞ 

第 2期中期目標期間（平

成 23～27 年度）見込実

績自己評価書 

P2-18～2-19（第 2 章 1 

7） 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

中期目標に定める目

標値（毎年度平均 90％

以上の参加者からのプ

ラス評価）を毎年度大

きく上回っており、事

業の内容、プログラム

の運営において、利用

者に対して十分に満足

させることが実施でき

ている。 

また、平成 23年 7月

から実施している、被

災地の子供たちを対象

とした、リフレッシュ

キャンプを平成 26 年

度も実施していること

や、国の喫緊の政策課

題とされた子供の貧困

対策に関する取組とし

て、経済的に困難な状

況にある子供の自立に

資する事業を企画・実

施など積極的に対応す

るなど、政府の政策実

現に寄与している。 

しかしながら、モデ

ル的プログラムについ

ては、公立青少年教育

施設等における活用件

数や施設数に増加傾向

があることは見受けら

れるが、低調な状態で

推移している状況にあ

ると言える。 

これらのことから、

当該項目は総合的に勘

案し、中期目標におけ

る所期の目標を達成し

ていると認められるた

め、Ｂ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

公立青少年教育施設

等へのモデル的プログ

ラムの普及のために

は、具体的なニーズや

課題の把握のほか、共

催事業の実施や職員の

＜評定に至った理由

＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

１ 青少年及び青少年教育指導者等を対象とする研修等の推進（表 2-1 参照） 

 

機構においては、青少年教育の振興及び青少年の健全育成を図ることを目的として、「体験活動を通じ

た青少年の自立」をテーマに、機構の主催事業として①青少年教育に関するモデル的プログラム開発事

業、②国際交流事業、③青少年教育指導者等の養成・研修事業、④青少年の体験活動等の重要性の普及・

啓発に関する事業を行うとともに、⑤東日本大震災に対応する事業を実施した。 

主催事業は、「青少年の現状と課題、そして機構が果たすべき役割」（平成 20 年 9月 2日）及び「機構

活性化プラン」（平成 22年 1月 12 日）の具現化、さらに「体験の風をおこそう」運動の一層の推進を図

るため、表 2-1 のとおり事業項目を設定し、平成 23～26 年度は 2,189 事業（平均 547 事業）を実施し、

657,956 人（平均 164,460 人）が参加した。企画段階から関係機関・団体と連携し、地域のニーズや課

題を踏まえながら取り組んだことにより、参加者は増加傾向にあり、より多くの青少年に体験活動を提

供することができた。また、平成 23～26 年度においては、特に東日本大震災という国家規模の緊急事態

に対応するため、災害発生時の被災者の受入を行ったほか、被災地の子供の心身の健康の回復・増進を

図ること等を目的とした教育事業を実施した。 

さらにこれらに加えて、喫緊の政策課題である子供の貧困対策に対応するため、平成 26年 8月に閣議

決定された「子供の貧困対策に関する大綱」を踏まえて、「青少年の 自立する力 応援プロジェクト」を

立ち上げ、平成 26年度から、①児童養護施設に在籍する子供等を対象とした教育事業、②経済的に困難

な状況にある子供の体験活動に参加する負担の軽減、③児童養護施設等を退所後、高等教育機関に進学

した学生の経済的負担の軽減の 3つの取組を始めた。 

なお、中期計画に掲げている「毎年度平均 90％以上の参加者からプラスの評価を得る」という目標に

ついては、平成 23 年度から毎年 98％を上回っており、中期目標期間中全ての年度において達成する見

込みである。 

 

表 2-1 教育事業実施状況 

項目及び区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 総数（平均） 

１．青少年教育に関

するモデル的プロ

グラム開発事業 

件 数 99 114 86 72 371（93） 

参加者数（人） 8,557 8,731 7,186 6,080 30,554（7,639） 

延参加者数（人) 34,058 16,906 20,789 17,365 89,118（22,280） 

満足度（％） 97.3 98.0 98.8 98.4 98.1 

２．国際交流事業 

件 数 23 25 29 31 108（27） 

参加者数(人) 2,268 1,614 1,920 1,821 7,623（1,906） 

延参加者数（人) 15,421 8,977 11,025 11,000 46,423（11,606） 

満足度（％） 99.2 99.5 98.5 99.8 99.2 

３．青少年教育指

導者等の養成・研

修事業 

件 数 133 138 114 118 503（126） 

参加者数(人) 7,334 6,950 5,645 5,641 25,570（6,393） 

延参加者数（人) 22,852 12,371 12,926 12,462 60,611（15,153） 

満足度（％） 99.3 98.9 98.9 99.5 99.1 

４．青少年の体験活

動等の重要性の普

及・啓発に関する事業 

件 数 298 262 282 326 1,168（292） 

参加者数(人) 123,101 152,945 148,805 162,650 586,501（146,875） 

延参加者数（人) 177,565 180,776 179,685 209,887 747,913（186,978） 

満足度（％） 98.0 98.4 98.7 99.0 98.5 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

教育事業については、

我が国の青少年教育の

ナショナルセンターと

しての役割を果たして

いくため、国の政策の

課題や青少年施策等を

踏まえ、青少年教育に

関するモデル的プログ

ラムの開発、国際交流

事業、指導者養成及び

資質の向上について積

極的に事業を展開し

た。 

特に、モデル的プログ

ラムの開発について

は、公立施設での活用

が大きく増加してい

る。 

また、東日本大震災へ

の対応として、青少年

教育のナショナルセン

ターとして、被災した

子供の心身の健康の回

復に資する事業を積極

的に実施した取組は多

くのメディアで取り上

げられ、今後起こりう

る各種の災害時におい

て参考となる取組を示

すことができた。 

さらに、子供の貧困に

ついては、閣議決定踏

まえ、当該課題に早急

に対応すべく新たに

「青少年の自立する力

応援プロジェクト」を

立ち上げ、経済的に困

難な状況にある子供の

自立に資する「生活・

自立支援キャンプ」を
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普及啓発事業の実

施状況 

・事業が的確に実

施され、十分な成

果が得られている

か。 

 

東日本大震災関連

事業の実施状況 

・事業が的確に実

施されているか。 

 

５．東日本大震災対

応事業 

件 数 － 13 17 9 39（13） 

参加者数(人) － 2,924 3,220 564 6,708（2,236） 

延参加者数（人) － 6,714 8,034 2,537 17,285（5,762） 

満足度（％） － 99.4 99.4 98.7 99.2 

合  計 

件 数 553 552 528 556 2,189（547） 

参加者数(人) 141,260 173,164 166,776 176,756 657,956（164,460） 

延参加者数（人) 249,896 225,744 232,459 253,251 961,350（240,251） 

満足度（％） 98.4 98.6 98.9 99.1 98.8 
（注1）延参加者数の合計欄の数値は、出前事業や研修支援利用のための事前・事後訪問指導等を除く。 

（注 2）参加者の満足度については、各教育事業の終了時に参加者に対して行ったアンケート調査の結果。 

事業全体を通しての満足度は、「満足」･「やや満足」･「やや不満」･「不満」の4段階で調査し、本報告書 

中の「満足度」は、「満足」と「やや満足」の合計値。 

 

企画・実施するなど、

積極的に対応したこと

などから、Ａ評定とし

た。 

 

 

【青少年教育に関する

モデル的プログラムの

開発】 

モデル的プログラム

の開発については、平

成 23 年度から 26 年度

までの参加者の満足度

（満足・やや満足）の

平均は、98.1％となり、

中期計画において毎年

度平均 90％以上の参加

者からプラス評価を得

るという目標を達成し

た。 

また、平成 23 年度か

ら26年度までの参加者

数、満足度について、

前中期目標期間中のう

ち平成 18 年度から 21

年度における「先導

的・モデル的な体験活

動」における実績と比

べると、参加者数は約

1,200 人、満足度は 0.4

ポイント増加してい

る。 

さらに、モデル的プロ

グラムの公立施設等で

の活用状況について、

事業の企画段階から公

立施設や関係機関等の

具体的ニーズや課題を

明確にするなどの工夫

をした結果、平成 23 年

度以降、活用実績件数

が毎年増加し、平成 23

年度から26年度までの

合計で 499 件となって

いる。 

加えて、平成 23 年度

から 26 年度において、

機構として、①東日本

大震災及び復興支援に

係る取組として、宿泊

施設や活動プログラム

の提供等による支援や

東日本大震災対応事業

の実施、②経済的に困

派遣などの取組が重要

である。 

 

＜ＷＴ委員からの意見

＞ 

開発したモデルプロ

グラムが公立青少年教

育施設等で活用される

よう、現在行われてい

る公立施設等との試行

事業を強化していただ

きたい。 

 

 （１）青少年

教育に関する

モデル的プロ

グラムの開発 

 

「子ども・若

者ビジョン」

（平成２２年

７月子ども・

若者育成支援

推 進 本 部 決

定）において

示された青少

年の課題や困

難を有する青

少年の問題等

の国の政策課

題に対応した

先導的・モデ

ル的な体験活

動事業を実施

し、公立の青

少年教育施設

等において活

用できるモデ

ル的なプログ

ラムを開発す

る。その際、

公立の青少年

教育施設等に

おける各種事

業の普及状況

等を踏まえ、

事業を厳選・

特化する。 

 

（１）青少年教

育に関するモデ

ル的プログラム

の開発 

 

青少年を対象と

して、「子ども・

若者ビジョン」

（平成２２年７

月子ども・若者

育成支援推進本

部決定）におい

て示された青少

年の課題や困難

を有する青少年

の問題等の国の

政策課題に対応

した以下のよう

な先導的・モデ

ル的事業を実施

する。その際、

公立の青少年教

育施設等におけ

る各種事業の普

及状況等を踏ま

え、対象者や実

施施設も含め

て、事業を厳

選・特化する。 

・青少年の意欲

や社会性、規範

意識など、豊か

な人間性を育む

ための自然体験

活動等のプログ

ラム開発 

・児童養護施設

に入所する子ど

もや不登校・引

きこもりなど、

困難を有する青

１．青少年教育に関するモデル的プログラムの開発 

青少年教育に関するモデル的なプログラム開発を目的として、①豊かな人間性を育むための様々な体

験活動に関する事業、②不登校、引きこもりや児童養護施設の子供等、困難を有する青少年を支援する

事業、及び③その他、青少年の課題や国の政策課題に対応した青少年の体験活動に関する事業を、企画、

実施した。 

平成 23～26 年度に実施した青少年教育に関するモデル的なプログラム開発事業は、年度平均で 93 事

業実施され、7,639人が参加した。 

また、平成 23～26 年度において、計 499 件の機構が開発したプログラムや活動プログラム等が、公立

施設等で活用・実施されている。なお、活動プログラムの開発にあたっては、公立施設等における活用

や普及を目的として、事業の企画段階から公立施設や関係機関等と連携して具体的なニーズや課題を明

確にして取り組んだ。 

 

【参考】表 2-20 公立施設等での活用状況（2-46 頁参照）                                  

成                   果 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

ア 教育施設で開発したプログラム

が、公立施設等で活用・実施された 

教育施設数 11 9 7 9 36 

件数（件） 30 24 13 23 90 

イ 教育施設で開発した活動プログ

ラムが、公立施設等で活用・実施され

た 

教育施設数 4 3 6 6 19 

件数（件） 5 4 38 56 103 

ウ 教育施設で開発した教材・教具

が、公立施設等で活用・実施された 

教育施設数 3 6 7 6 22 

件数（件） 6 17 8 18 49 

エ 教育施設で開発した運営方法が、

公立施設等で活用・実施された 

教育施設数 4 4 7 2 17 

件数（件） 7 7 7 3 24 

オ その他 
教育施設数 2 2 2 5 11 

件数（件） 7 5 2 9 23 

合   計 
教育施設数 24 24 29 28 105 

件数（件） 55  57 68 109 499 

（注）「活動プログラム」とは、登山やオリエンテーリング等の一つ一つの活動内容を指し、これらを組み合わせた一連

のものを「プログラム」という。 

 

（１）豊かな人間性を育むための様々な体験活動に関する事業 

機構においては、青年期までの各年齢期に必要とされる様々な体験活動の機会を提供し、健康な身体、

感性豊かな心、様々な課題にチャレンジする意欲と能力を身につけることを支援している。 

 

【取組事例①】「トライアドベンチャーズキャンプ in大雪」 

大雪においては、中学生、高校生合計 18 人を対象に、手つかずの原生林でのベースキャンプづくりに

始まり、2 泊 3 日の縦走登山や、登った山から流れている川をさかのぼるスプラッシュハイクなど、国

立公園を舞台に、生活体験とチャレンジ体験を融合させた事業である「トライアドベンチャーズキャン

プ in大雪」を平成 23 年度から 25年度まで実施した。この事業は、北海道の豊かで厳しい大自然の中で、

「山」「水」「心」の 3 つのアドベンチャーに挑戦することで、「おおらかな心」と「たくましさ」を

兼ね備えた、次代を担うリーダーを育成することを目的としている。 

  

詳細は上記の参照箇所に

譲り、左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 
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少年への支援を

行う事業 

・その他、環境

教育やボランテ

ィア活動の推進

に関する事業な

ど、国の政策課

題に対応した青

少年の体験活動

事業 

 

実施にあたっては、国立公園内での活動や、国有林の整備・活用のため、上川中部森林管理署と「遊々

の森」制度の協定を締結した。 

参加者の、様々な課題にチャレンジする意欲は、先人や身近な先輩（メンター）に対する「あこがれ」

によって高められると仮説をたて、グルーピングや、ボランティアスタッフの配置、職員やガイドの振

る舞い等を意識した運営をしたところ、活動内容により異なって現れるリーダーの技術やセンスに触発

され、自身にとって困難な活動にも意欲的に取り組む場面が数多く見られた。 

  

【取組事例②】「YES,I CAN IN 信濃川」 
妙高が実施した「YES,I CAN IN 信濃川」（平成 24～26 年度）は、信濃川をステージとした 12泊 13

日の、不登校・いじめ等課題を抱える子供たちと一般募集の子供たちとのキャンプであり、計画の段階

から実施まで、新潟県教育委員会、長岡市教育委員会をはじめ、関係機関と連携し、多くの民間団体や

企業の協賛を得て実施した。 

上越教育大学の協力のもと、当施設で開発したアンケート調査「リーダーシップの 5つの力」を活用

し、参加者の実行力の向上を測定し、結果、意欲や規範意識をはじめ、すべての項目で力の向上がみら

れた。 

なお、平成 27 年度からは、3年間の事業成果を踏まえ、引き続き効果的な支援のあり方や評価のあり

方等を開発する予定である。 

 

（２）不登校、児童養護施設の子供等、困難を有する青少年を支援する事業 

楽しみながら様々な世界の入り口を見せることができる体験活動は、青少年が抱える様々な問題の解

決の一つのアプローチとして有効とされている。機構においては、個々の子供の状況や発達段階を慎重

に見極め、体験活動を中心とした教育の機会を提供している。 

 

【取組事例】「そにっとキャンプ」 

曽爾においては、平成 13 年度に開始した「みんなでリフレッシュ！」の経験と成果を踏まえ、平成

18 年度から注意欠陥・多動性障害（ADHD）又は学習障害（LD）の児童とその家族を対象とし、自然体験

活動、宿泊体験を通して子供の社会性や自己肯定感を養うことや、保護者が子供への適切な支援の在り

方を学ぶことを目的とした「そにっとキャンプ」へ発展させた。本事業では、教育効果の高い事業内容

を検討し、教育効果の検証をするため、奈良県立教育研究所、名張市教育委員会及び名張市子ども発達

支援センター等有識者による「そにっとキャンプ実行委員会」を設置している。 

なお、五条市子どもサポートセンター、小学校及び病院関係者等から本事業に多くの見学者が訪れ、

本事業の教育効果への期待が伺われる。 

 

（３）その他、青少年の課題や国の政策課題に対応した青少年の体験活動に関する事業 

環境教育、ボランティア活用の推進、幼児教育、防災教育、子育て支援等が青少年の課題や国の政策

課題としてあげられている。 

 

【取組事例】「幼小いっしょに！のとまり会」 

中央教育審議会答申「今後の青少年の体験活動の推進について」（平成 25年 1月 21 日）において、幼

児期における、家族や地域、自然の中での豊富な刺激・体験が重要であると指摘されていることや子供

の体験活動においては、幼小の連続性に留意することが望まれていることから、能登においては、平成

22 年度から 26年度にかけて「幼小いっしょに！のとまり会」を実施した。 

本事業を通じて、年長児にとっては、普段と違う仲間の中で過ごすことで、頑張りや我慢する機会と

なり、小学 1･2 年生にとっては、お兄さん、お姉さんという自覚を持たせ、成長への一歩を踏み出す機

会となった。また、保護者にとっては、子育てについて学んだり、保護者同士が情報交換を行ったこと

により、自然体験活動の重要性を感じる機会となり、保護者自身の成長についての感想も多く寄せられ

た。 

 

難な状況にある子供が

規則正しい生活習慣や

自立する力を身につけ

ることができるよう

「生活・自立支援キャ

ンプ」の実施など、国

の重要な政策課題に関

する取組を新たに実施

した。 

なお、東日本大震災対

応事業として実施した

「リフレッシュ・キャ

ンプ」については、平

成 24 年度から 26 年度

までで、6,708 人が参加

し、3年間の平均満足度

が 99.2%となり、中期計

画において毎年度平均

90%以上の参加者から

プラス評価を得るとい

う目標も達成した。 

 

 

【青少年の国際交流の

推進】 

 青少年の国際交流に

ついて、平成 23 年度か

ら26年度までの参加者

の満足度の平均は、

99.2％となり、中期計

画において毎年度平均

90％以上の参加者から

プラス評価を得るとい

う目標を達成した。 

 また、平成 23 年度か

ら26年度までの参加者

数、満足度について、

前中期目標期間中のう

ち平成 18 年度から 21

年度における「国際交

流・異文化理解事業」

における実績と比べる

と、参加者数は約 2,100

人、満足度は 0.5 ポイ

ント増加している。 

 さらに、アジア青少

年交流においては、海

外機関と交流協定を締

結、その他交流事業に

ついては、当該事業に

おける過去の参加者

が、平成 26 年度事業の

企画運営に携わるな

ど、国際交流の効果的

 （２）青少年

の国際交流の

推進 

 

青少年及び青

少年教育関係

（２）青少年の

国際交流の推進 

 

国内外の関係機

関・団体等と連

携して、青少年

２．青少年の国際交流の推進（表 2-2 参照） 

機構においては、青少年及び青少年教育関係者の国際交流を推進するとともに、国内外の青少年の異

文化理解を増進させるため、国際交流事業を実施している。また、この事業の中で、青少年の国際理解

や国際的視野の醸成を図り、青少年のボランティアなどの社会参加を促し、青少年のリーダーを養成す

ることを目的とした取組を行っている。 
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者との国際交

流を推進する

とともに、国

内外の青少年

の異文化理解

を 増 進 さ せ

る。 

 

に対する異文化

理解の増進を図

るため、以下の

ような事業を実

施する。 

・青少年及び青

少年教育関係者

の相互交流等を

行う事業 

・青少年の異文

化理解を促進す

る体験型の交流

事業 

 

表 2-2 国際交流事業の実施状況 

項目及び区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 総数 

１．日独の青年及び青少

年指導者の交流事業 

交流国数 1  1  1  1  4  

事業数 8  8  8  8  32  

参加者数（人) 102  114  115  116  447  

２．アジアの青少年交流

事業 

交流国数 11  10  12  11  44  

事業数 9  11  13  13  46  

参加者数（人) 378  423  390  344  1,535  

３．その他の交流事業 

交流国数 3  15  3  11  32  

事業数 6  6  8  10  30  

参加者数（人) 1,788  1,077  1,415  1,361  5,641  

合  計 

交流国数 15  21  16  21  73  

事業数 23  25  29  31  108  

参加者数（人) 2,268  1,614  1,920  1,821  7,623  
（注）交流国数の合計欄の数値は、項目間で重複する国を除いているため、各項目の合計数とは一致しない場合がある 

 

（１）日独の青年及び青少年指導者の交流事業 

本事業は、日独両国間の理解と親善を深め、青少年交流の発展を図ることを目的として、両国におい

て関係機関・団体等での実地研修、意見交換を行う相互交流事業であり、文部科学省の委託を受けて、

当機構が実施している。 

平成 23～26 年度は、青年を対象とした「日独勤労青年交流事業」や「日独学生青年リーダー交流事業」

及び青少年指導者を対象とした「日独青少年指導者セミナー」を実施している。また、研修プログラム

の充実を図るために、過去の交流事業参加者が、事業の事前研修やドイツ団と日本団との合宿セミナー

への参画、帰国後の取組事例として成果を発表するなど、継続的な交流の機会や活動機会を設けている。 

 

 

（２）アジアの青少年交流事業 

機構は、アジアにおける青少年教育の拠点を目指し、国内外の関係機関・団体等と連携して、青少年

交流事業を実施している。 

平成 23～26 年度は、日本、中国、韓国の小学生を対象にした「日中韓子ども童話交流」、日韓の高校

生を対象にした「日韓高校生交流」、東南アジア各国の中学生を対象にした「アセアン加盟国中学生招

聘交流事業」、タイやマレーシアの高校生を対象にした「タイ王国高校生招聘交流事業」、「ジャパン・

マレーシア交流プロジェクト」、南アジアのスリランカの高校生を対象にした「アジアの架け橋 沖縄

スリランカプロジェクト」を実施している。 

また、韓国国立青少年活動振興院とは、平成 24年に交流協定を結び、両国の青少年指導者交流や大学

生交流等を実施している。（2-28 頁参照） 

 

（３）その他の交流事業 

上記以外にも、ミクロネシア地域との交流や異文化交流を行うことを目的とした交流事業など多くの

国々の青少年を対象とした事業を実施している。例えば、平成 22 年度から開始した「世界の仲間とゆく

年くる年」では、日本に滞在する留学生等約 30の国と地域から 300 人程度の参加者を集めており、平成

26 年度からは、過去の参加者が中心となって企画運営に取り組んでいる。 

 

な実施に係る取組が行

われるなど深化が見ら

れた。 

 

 

【青少年教育指導者等

の養成及び資質の向

上】 

青少年教育指導者等

の養成及び資質の向上

に関する事業につい

て、平成 23 年度から 26

年度までの参加者の満

足度の平均は、99.1%と

なり、中期計画におい

て毎年度平均 90%以上

の参加者からプラス評

価を得るという目標を

達成した。 

また、平成 23 年度か

ら26年度までの参加者

数、満足度について、

前中期目標期間中のう

ち平成 18 年度から 21

年度における「青少年

教育指導者等の研修事

業」における実績と比

べると、参加者数は約

12,000人、満足度は0.7

ポイント増加してい

る。 

さらに、文部科学省の

委託事業で得た成果等

を活用し、平成 25年度

に官民協働で体験活動

に関する新たな指導者

認定制度を創設すると

ともに、自然体験活動

上級指導者（インスト

ラクター）養成事業を

試行的に実施するな

ど、新たな取組を実施

した。 

 

 

【青少年の体験活動等

の重要性についての普

及・啓発】 

青少年に対する体験

活動等の重要性を広く

社会に発信するため

に、毎年月に実施して

いる「体験の風をおこ

そう」運動に関連した

 （３）青少年

教育指導者等

の養成及び資

質の向上 

 

青少年教育団

体等で中核と

なる青少年教

育指導者その

他の青少年教

育関係者（以

（３）青少年教

育指導者等の養

成及び資質の向

上 

 

公立の青少年教

育施設や学校等

の教職員、青少

年教育団体等で

中核となる青少

年教育指導者等

３．青少年教育指導者等の養成及び資質の向上（表 2-3 参照） 

安心安全な青少年の体験活動の充実のため、青少年の体験活動に関わる自然体験活動指導者養成事業

（NEAL）及び青少年の体験活動に関わっている指導者等の研修事業、教員を対象とした研修事業（教員

免許状更新講習を含む）並びにボランティアの養成・研修事業などを実施した。 

体験活動の指導力の向上やボランティア等の資質能力の向上、安心・安全な体験活動の実施など青少

年教育指導者等が求めるニーズを踏まえながら事業を企画立案するとともに、事業後のアンケート結果

を踏まえ、事業の改善にも取り組んでいる。 

平成 23～26 年度に実施した青少年教育指導者等の養成・研修事業の事業は 503 事業（平均 126 事業）

であり、25,570 人（平均 6,393 人）が参加した。 

 

表 2-3 青少年教育指導者等の養成・研修事業の実施状況 
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下「青少年教

育指導者等」

という。）の

研修事業を実

施し、その資

質を向上させ

る。また、新

たな青少年教

育指導者等を

養成する。 

の養成事業や研

修事業を実施す

る。また、関係

機関・団体等と

連携し、全国共

通の指導者養成

カリキュラムを

開発するなど、

体系的な指導者

養成・活用シス

テムを構築す

る。 

 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 総数（平均） 

件 数 133 138 114 118 503(126) 

参加者数(人) 7,334 6,950 5,645 5,641 25,570(6,393) 

延参加者数（人) 22,852 12,371 12,926 12,462 60,611(15,153) 

満足度（％） 99.3 98.9 98.9 99.5 99.1 

 

（１）青少年の体験活動に関わる指導者等の養成及び研修事業 

① 青少年の体験活動に関わる指導者等の養成事業（NEAL） 

平成 20 年度から 24 年度まで文部科学省の委託事業として実施してきた自然体験活動指導者養成事業

を発展させ、官民協働で体験活動に関する新たな指導者認定制度を平成 25年 2 月に創設し、体験活動に

関する正しい知識と経験を有する指導者の養成を開始した。 

指導者の種類は、専門的な知識や経験の程度により自然体験活動指導者（リーダー）、自然体験活動

上級指導者（インストラクター）及び自然体験活動統括指導者（コーディネーター）の 3 資格があり、

「青少年教育における体験活動」など、全 8科目の養成カリキュラムを段階的に修了する必要がある。 

平成 25 年度にリーダーの養成事業を試行実施し、平成 26 年度からはインストラクター養成事業を試

行実施しており、各試行事業を踏まえ、カリキュラム内容や時間数等を見直し、順次本格実施している。

平成 27 年度からはコーディネーター養成事業について試行実施することとしている。 

 

② 青少年の体験活動に関わっている指導者等の研修事業 

青少年の体験活動に関わっている指導者等を対象に、体験活動安全管理研修（山編、水辺編）を平成

21年度から実施している。プログラム内容は、事故事例の研究、事故の法的責任、体験活動における指

導と安全管理の実際などとともに、子供達の体験活動を直接指導する指導者等のニーズも取り入れてい

る。平成26年度事業終了約6か月後に実施した追跡調査の結果、9割程度の参加者が、会議や研修会等を

利用して伝達講習を実施するとともに、安全マニュアル及び活動プログラム集の見直し、装備・備品の

再点検をするなど、講習で得たことを所属している施設又は団体で活かしていることが分かった。 

 

（２）教員を対象とした研修事業（教員免許状更新講習を含む）（表2-4参照） 

現行の学習指導要領においては、小学校では自然体験活動や集団宿泊活動、中学校では職場体験活動、

高等学校では社会奉仕体験活動や就業体験活動の体験活動の必要性が明記されていることを踏まえ、そ

の効果的、効率的な実施に向けて機構では、大学や教育委員会等と連携し、教員免許状更新講習の選択

領域 18 時間の「教科指導、生徒指導その他教育の充実に関する事項」として、体験活動の意義、体験活

動と学習指導要領の関わり及び体験活動の実際と安全管理などの講習内容を宿泊型で実施している。 

平成 23～26 年度においては、計 147 講座を開設し、計 4,640 人が受講、修了した。参加した教員は、

学習指導要領における体験活動の位置づけを理解するとともに、自ら体験活動を行うことで安全に配

慮した指導法や指導技術を身に着け、体験活動の意義や効果について学んだ。 

 

表 2-4 教員を対象とした研修事業実施状況 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

事業数 34 35 33 41 143 

参加者数 1,779 1,450 1,807 1,358 6,394 

 

（３）ボランティアの養成・研修事業（表 2-5・表 2-6 参照） 

青少年教育におけるボランティア活動を一層推進するため、ボランティア養成研修を全教育施設で実

施し、平成 23 年度から 26 年度の 4 年間で、8,138 人のボランティアを養成した。また、教育施設にお

いては、教育事業と研修支援の場において活動の機会を提供し、4年間で延べ 21,087 人が活動した。さ

らに、ボランティア自身が事業を企画、運営する機会を提供するなど、今まで培った知識、技術のアウ

トプットの機会や場の創出、更なるスキルアップに向けた取組も行っている。（2-49 頁参照） 

表 2-5 ボランティアの養成状況 

区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

養成者数 1,835 2,051 1,994 2,258 8,138 

 

表 2-6 ボランティアの活動状況 

事業の参加者数等につ

いて、平成 22 年度（前

中期計画の最終年度）

の実績をはるかに上回

るとともに、平成 23 年

度（本中期計画期間の

初年度）から参加者数

が増加しており、本中

期計画期間中、体験活

動等の重要性が普及さ

れ、体験活動の裾野が

着実に広がった。 

また、平成 25年度、

26 年度においては、体

験活動の普及に関し、

著名人や民間放送事業

者と連携し、効果的な

普及活動を進めてい

る。 

さらに、読書活動の重

要性を普及するため、

絵本のスペシャリスト

を養成する講座を実施

するなど新たな取組を

実施した。 

（参考）「体験の風を

おこそう」運動の参加

者等 

平成 22 年度…参加者

数：40,150 人、参加団

体数：122 団体、関連事

業：174 事業 

平成 23 年度・・・参

加者数：110,050 人、参

加団体数：188 団体、関

連事業：249 事業 

平成 26 年度…参加者

数：201,225 人、参加団

体数：500 団体、関連事

業：889 事業 

 

 

＜課題と対応＞ 

今後は、各事業につい

て、これまでの実績を

踏まえ、また、引き続

き国の政策の動向及び

社会的なニーズの把握

に努めながら、適正な

事業内容及び規模とな

るよう見直しを行い、

事業を実施する。 

また、青少年の国際交

流の推進に当たって
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区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

活動延人数（教育事業） 3,701 4,268 4,840 7,041 19,850 

活動延人数（研修支援） 151 136 345 605 1,237 

活動延総人数 4,450 5,490 5,723 7,646 21,087 

 

（４）その他 

① 絵本専門士の養成 

読書活動の重要性を普及させるため、絵本のスペシャリストの養成を行うことが必要であることから、

本部においては、平成 24 年 10 月に有識者による、絵本の専門家（以下「絵本専門士」という。）の養

成に関する検討会（後に絵本専門士委員会に改称）を立ち上げ、絵本専門士養成講座（以下「養成講座」

という。）開設のために必要なカリキュラムの策定や講師の決定等を行い、平成 26年度から養成講座を

開始した。 

養成講座は、知識・技能・感性の 3分野、30コマ（50.5 時間）のカリキュラムで構成されており、絵

本学者、絵本作家及び編集者等による、絵本の歴史や概論をはじめ、読み聞かせの技術や手法、絵本に

こめられた作家の思いなど、多種多様な授業内容となっている。 

第 1期養成講座は、全国から 800 人近い応募者の中から審査の結果、38人が 5回（10 日間）の講座を

受講し、受講後の審査を経て、平成 27年度に絵本専門士として認定された。 

第 1 期受講者からは、「これだけ広く体系的に絵本の専門知識を学んだことがなかった」など専門的

かつ高度な授業展開に好意的な感想が多かった。その一方で、カリキュラム構成と絵本専門士に「望ま

れる資質・能力」との関連性をより明確に整理する必要があるという課題も指摘されている。 

以上の成果と課題を踏まえ、平成 27 年度の第 2期養成講座については、募集定員を 30 人から 60 人に

増やして募集を行い、500 人近い応募者の中から、62 人が受講する予定である。また、平成 26 年 10 月

に「絵本専門士養成講座カリキュラムに関するガイドライン作成ワーキンググループ」を立ち上げ、平

成 27年秋頃を目途に指導内容を体系的に整理し、指導指針を作成することとしている。 

 

② 全国青少年相談研究集会の開催 

本部においては、青少年の様々な問題に関する協議等を通じて、それぞれの知見を広げ、団体間の連

携協力の促進を図ることを目的に、「全国青少年相談研究集会」を開催しており、青少年教育関係や行

政担当者、教員、首長部局相談担当者、警察関係者、法務関係者、社会福祉関係者、民生委員等多様な

分野で青少年に関わる実務担当者約 200 人（各回平均）が参加し、研鑽に励んだ。 

平成 23～25 年度までは、青少年が抱える課題の中から全体テーマを絞って「子ども・若者の孤独を考

える～新たな絆を考えて～」（平成 23 年度）、「青少年を取り巻く『いじめ』の本質を考える」（平成 24

年度）、「青少年の地域における居場所と絆づくり」（平成 25 年度）を設定してきたが、課題が多様化・

深刻化している現代社会の背景を踏まえ、1 つの事象に対して多様な分野の専門家や諸機関が連携・協

力して課題に取り組む体制づくりに資するため、第 31回大会である平成 26 年度は、「青少年をとりまく

課題に対する様々な機関との連携」を全体テーマとして、「若者の孤独」「ネット依存とひきこもり・不

登校」「児童虐待と問題行動」等、基調講演や分科会、シンポジウムなどにおいて、事例研究や研究協議

を行った。 

 

は、日独青少年指導者

セミナーについても参

加者の帰国後の取り組

みをまとめる予定であ

る。 

さらに、「体験の風を

おこそう」運動につい

ては、「体験の風をおこ

そう推進月間関連事

業」及び「子ども体験

遊びリンピック」の参

加団体数、事業数、参

加者数の増加につなが

るよう、「体験の風 ナ

ビゲーション」の内容

を周知し、一層の活用

を図るとともに、幅広

い層の国民に対しても

普及啓発を図れるよ

う、「体験の風をおこそ

う」運動応援団の任命

やキャラバン隊派遣な

ど応援団の活用を図る

ことで、体験活動が身

近なものとなるよう積

極的な広報に努めてい

く。 

 （４）青少年

の体験活動等

の重要性につ

いての普及・

啓発 

 

青少年の自然

体験活動等の

体験活動や読

書活動等の重

要性に関する

普及・啓発を

図る。 

（４）青少年の

体験活動等の重

要性についての

普及・啓発 

 

青少年の体験活

動や読書活動、

基本的な生活習

慣等の重要性を

社会に発信する

ための事業を実

施する。 

４．青少年の体験活動等の重要性についての普及・啓発 

平成 23～26 年度に実施した青少年の体験活動等の重要性についての普及・啓発事業は、合計 1,168 事

業であり 587,501 人が参加した。 

 

（１）「体験の風をおこそう」運動の取組 

「体験の風をおこそう」運動とは、近年、社会が豊かで便利になる中で、子供たちの自然体験、社会

体験、生活体験などの体験が減少している状況を踏まえ、子供たちの健やかな成長にとって体験がいか

に重要であるかを広く家庭や社会に伝え、様々な体験の機会や場の拡充など体験活動の推進について社

会的機運の醸成を図る運動である。機構においては、平成 22 年から青少年育成に関わる複数の団体と連

携して、「体験の風をおこそう運動推進委員会」（以下「推進委員会」という。）を立ち上げ、同運動の推

進に努めている。また、平成 25 年から、各地域においても同運動を推進する組織作りを進めている。 

 

① 機構本部での取組 

推進委員会においては、子供たちの体験の機会と場を広く提供するとともに、青少年に対する体験活

動の必要性・重要性を広く社会に発信するため、10 月を「体験の風をおこそう推進月間」と定め、「体
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験の風をおこそう」運動に賛同して実施する事業を募集している。推進月間関連事業の参加者数は、年々

増加傾向にあり、平成 22 年度実績（参加者数 40,150 人、122 団体、174 事業）に対して、平成 26 年度

実績（参加者数 201,225 人、500 団体、889 事業）は、参加者数 161,075 人、378 団体、715 事業増加し

ている。 

 

ア．「体験の風をおこそう推進月間」中に各団体等で行われる事業のうち、特に競技性の高い体験活動を

種目にして行う事業を「子ども体験遊びリンピック」として実施しており、参加者は、平成 22 年度

実績（参加者数 24,330 人、99 団体、107 事業）に対して平成 26年度実績（参加者数 53,224 人、223

団体、336 事業）は、参加者数 28,894 人、124 団体、229 事業増加しており、増加傾向にある。成績

優秀な参加者には、推進委員会委員長松本零士氏（漫画家）のデザインによる金銀銅メダルやイラス

ト入り賞状を贈呈した。 

 

イ．「体験の風をおこそうフォーラム」を毎年実施し、青少年教育指導者等に対する  普及啓発を行っ

た。 

 

ウ．民間団体の連携・協力の下、競技性のある体験活動や子供たちが楽しめる様々な体験活動などを提

供する「キッズフェスタ」を年 2 回実施し、毎回 2,000 人以上が参加した。加えて、平成 24 年度か

らは、毎月第 4土曜日にセンターを会場に家族で様々な体験を楽しむキッズフェスタクラブを実施し

ており、平成 24 年度は 154 家族 453 名、平成 25年度は 152 家族 501 人、平成 26年度は 189 家族 592

人が参加した。平成 23～24 年度には、国公立青少年教育施設、関係機関・団体と連携して、各年度 5

～6 教育施設で「青少年体験活動フォーラム」を実施し、青少年教育関係者を対象とした講義や事例

研究、実技演習などを通じて青少年教育関係者の情報交換・交流を行った。 

 

エ．平成 25 年度からは、同運動に賛同する著名人を「体験の風をおこそう」運動応援団として任命して

いる。これまで、9 人を任命しており、普及啓発事業での活用等を通じて、積極的に体験活動に取り

組む気運の醸成に努めた。 

 

オ．平成 26 年度には、当機構が発行している「体験・遊びナビゲーター」に掲載している活動例を広く

かつ分かりやすく周知し、活動時の参考としてもらうことを目的に、株式会社フジテレビ KIDS と連

携し、BS フジで放送されている「be ポンキッキーズ」の１コーナーとして、子供たちと一緒に様々

なことにチャレンジする企画として「ガチャピン・ムックの体験ナビ」を、計 22回（平成 26年 4～7

月（計 13回）、平成 27年１～3月（計 9回））にわたって放送した。 

 

カ．平成 22 年から毎年「全国青少年書初め大会」を実施し、日本における書の伝統と文化を通して、生

涯にわたり書を愛好する心情を育むとともに、全国の青少年の交流を促進しており、毎年 500 人前後

の参加があった。 

 

② 地域での取組（表 2－7参照） 

平成 25 年度から「地域ぐるみで体験の風をおこそう運動推進事業」を実施し、各地域において青少年

教育に関わる複数の団体が連携して実行委員会を立ち上げ、市町村と協働して体験の重要性を啓発する

活動、小学校と連携して地域を清掃する活動などに取り組み、地域一体となった運動を推進することを

支援している。 

平成 26 年度には、31 の実行委員会が立ち上がり、全国の 28 都道府県（約 6割）に広がった。 

 

 表 2-7 「地域ぐるみで体験の風をおこそう運動推進事業」の実施による実行委員会一覧 

都道府県 実行委員会名 

北海道 ”足寄から吹かそう！”地域ぐるみで「体験の風をおこそう」運動推進事業実行委員会 

北海道 イランカラプテを合い言葉に体験の風をおこそう運動実行委員会 

北海道 きたそらち「体験の風をおこそう」運動推進協議会 

北海道 北海道「体験の風をおこそう」運動推進協議会 

岩手県 アウトドアチャレンジ岩手県実行委員会 

岩手県 みちのく「体験の風をおこそう」運動推進協議会 

宮城県 栗原市立花山小学校協働教育推進委員会 
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福島県 「体験の風をおこそう」運動西郷村地域推進協議会 

福島県 磐梯山麓体験の風推進事業実行委員会 

栃木県 だいすきましこ！実行委員会 

千葉県 青少年おもてなしカレッジ実行委員会 

新潟県 体験の風をおこそう運動「はね馬プロジェクト」推進実行委員会 

富山県 富山県青少年教育施設協議会「体験の風をおこそう」推進事業実行委員会 

石川県 親子でつくろう体験の和実行委員会 

長野県 「信州 体験の風をおこそう」運動推進実行委員会 

岐阜県 世界遺産白川郷体験プロジェクト委員会 

静岡県 静岡県「体験の風をおこそう」運動推進実行委員会 

愛知県 地域ぐるみで「体験の風をおこそう」運動愛知県西尾市実行委員会 

三重県 みえ四日市「体験の風をおこそう」運動実行委員会 

奈良県 体験の風をおこそう from うだ実行委員会 

兵庫県 淡路島から体験の風をおこそう実行委員会 

和歌山県 白崎青少年の家「体験の風をおこそう」実行委員会 

岡山県 岡山市立少年自然の家シェアリングネイチャーキャンプ実行委員会 

広島県 よしわ体験の風実行委員会 

愛媛県 大洲から「体験の風をおこそう」運動推進事業実行委員会 

福岡県 

・佐賀県 
福岡県・佐賀県「体験の風をおこそう」運動推進実行委員会 

大分県 大分県「体験の風をおこそう」運動推進事業実行委員会 

長崎県 「長崎・地域ぐるみで体験の風をおこそう運動推進事業」実行委員会 

熊本県 熊本体験活動ネットワーク事業実行委員会 

鹿児島県 

・宮崎県 
鹿児島・宮崎「体験の風をおこそう」運動実行委員会 

沖縄県 沖縄県体験の風をおこそう運動推進協議会 

 

（２）「早寝早起き朝ごはん」国民運動の取組 

機構では、青少年の基本的な生活習慣の確立と定着を図るため、「早寝早起き朝ごはん」全国協議会と

協力し、以下の事業を実施してきた。 

 

① 「早寝早起き朝ごはん」国民運動を積極的かつ効果的に普及し、より多くの国民に認識・実践して

もらうため、啓発用資料として、ポスター、チラシ、ガイドブック、データ集、朝ごはんポケットレ

シピ集を作成・配布するとともに全国協議会ホームページに掲載しダウンロードできるようにした。 

また、「早寝早起き朝ごはん」に関する最新の情報や全国各地の取組等を掲載した「早寝早起き朝ご

はんニュースレター」を四半期ごとに発行しており、直近では平成 27 年 4 月に第 11 号を発行した。

「早寝早起き朝ごはん」キャラバン隊を編成し、全国各地の学校、地域の行事等へ出向き、PR活動を

行った。平成 23 年度は 11 か所、平成 24 年度は 18 か所、平成 25 年度は 21 か所、平成 26 年度は 12

か所で実施した。 

 

② 「土曜朝塾支援事業」として、生活習慣が乱れやすくなる土曜日の午前中に小中学生の学習の機会

を設け基本的な生活習慣の確立とともに学力の向上を図る事業に対し、支援を行った。平成 23 年度

は 9 か所、平成 24年度は 14か所、平成 25年度は 16か所、平成 26年度は 19か所で実施した。 

平成 24 年度から 26 年度まで「早寝早起き朝ごはん」都道府県フォーラムに対する支援を行い、平

成 24年度は 8件、平成 25 年は 4件、平成 26 年度は 7件に助成した。 

 

③ 平成 26 年度は、子供の基本的な生活習慣及び「早寝早起き朝ごはん」国民運動に  関する基礎的

な知識や実際に普及啓発を行う手法を身に付けることを目的に、「早寝早起き朝ごはん」ボランティ

ア研修を実施し、社会人・大学生など 20 人が参加した。 

また、「早寝早起き朝ごはん」全国フォーラムを毎年開催し、専門家による講演やトークセッション

等を通じて、子供の生活リズムの重要性に対する知識や理解を深める機会とした。 

 

なお、「早寝早起き朝ごはん」国民運動は平成 18年から実施されており、これまでの取組を通じて、

以下のような成果が出ている。 
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・ 子供の朝食摂取率について、平成 15 年度と平成 26 年度を比べると、朝食を毎日食べる割合は小

学 6 年生で 12.7 ポイント（75.4％→88.1％）、中学 3 年生で 14.0 ポイント（69.9％→83.9％）増

加した。（出典：文部科学省全国学力・学習状況調査）  

・ 夜 10 時以降に寝る幼児の割合について、平成 12 年度と平成 22 年度を比べると、5 歳児で 15 ポ

イント（40％→25％）減少した。（出典：ベネッセ教育総合研究所 第 3 回子育て生活基本調査報

告書（幼児版）） 

・ 規則正しい生活をしつけている保護者の割合について、平成 15 年度と平成 20 年度を比べると、

15 ポイント（56％→71％）増加した。（出典：（公社）日本小児保健協会 幼児健康度調査報告書） 

 

また、自治体や NPO 等においても様々な取組が行われている。たとえば、青森県三戸町の小中学校で

は、子供の睡眠時間をチェックして学校で指導を行う取組が実施されている。慢性的な睡眠不足が体内

時計を狂わせて不登校となるケースもあることから、この取組は不登校を予防する試みとしても注目さ

れている。 

 

（３）少年の主張全国大会 

少年の主張全国大会には、毎年度全国の中学生の 15％前後に当たる 50 万人を超える応募がある。都

道府県大会等を経て選ばれた 12 人が全国大会にて日頃自らが感じていることを口頭にて発表している。 

発表後、審査が行われ、優秀発表には内閣総理大臣賞等が受賞される。内閣総理大臣賞を受賞した発

表には、「震災を乗り越えて」（平成 23 年度）、「リアルに人とつながるということ」（平成 24 年度）、「忘

れないために」（平成 25 年度）、「子は宝～自分の命より大切なもの」（平成 26 年度）と、現代社会が抱

えている課題をテーマとした発表が多い。 

なお、全国大会では中学生や一般の方々等毎年約 500 人（平均）の来場者があり、秋篠宮妃殿下、眞

子内親王殿下及び佳子内親王殿下にご臨席頂いている。 

 

（４）読書活動の推進 

絵本の読み聞かせをはじめ、子供の読書活動の大切さを認識し、国を挙げて読書に関する活動を推進

するため、平成 12 年を「子ども読書年」とする決議がなされたことを契機に、「子どもの未来を考える

議員連盟」が中心となった「子どもの読書活動の推進に関する法律」の制定（平成 13 年 12 月）、「子ど

もの読書活動の推進に関する基本計画」（平成 14 年 8 月 2 日閣議決定）の策定など、子供たちの読書活

動を推進するための様々な施策が展開されている。 

平成 25 年 5 月に閣議決定された第三次「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」では、今後

10 年間で 1か月に 1冊も読まない子供の割合を半減することを目標として掲げているが、子供の読書活

動及びその推進体制に関しては、「子ども読書活動推進計画」の策定状況や公立図書館の設置状況等の自

治体における取組に関する地域間の差が顕著であるなど、未だ課題も多く身まれるところである。 

 

このような子供の読書に係る現状等を踏まえ、本部においては以下の事業を実施している。 

 

① 4 月 23 日の「子ども読書の日」を記念して、読書活動の優れた取り組みに対する文部科学大臣表彰

や、著名人の講演などのプログラムからなる「子どもの読書活動推進フォーラム」を平成 14 年度よ

り実施し、毎年約 470 人（平均）の参加者が来場している。 

 

② 平成 20 年度より実施している「読書と体験の子どもキャンプ」には、全国の小学校の 5・6 年生約

100 人（平均）が参加している。平成 25 年度からは、それまでの読書活動に加え、野外炊事等の体験

活動をプログラムに盛り込み、より交流を深めながら読書の楽しさや大切さを学べるようにしてい

る。 

 

③ 平成 23 年度に青少年教育情報センターに設置した「キッズコーナー」において「絵本おはなし会」

を実施している。主に未就学児をもつ親子を対象に、大学生やボランティアによる絵本の読み聞かせ

を行っており、毎年延べ 220 人（平均）が参加している。 

 

④ 平成 23 年度より、全国を巡回しながら親子で楽しむ読書と体験の連携事業として、「よむよむ・も

ぐもぐ広場」（平成 23 年度）、「よむよむ・わくわく広場」をそれぞれ実施した。平成 25 年度は当機

構が行った「子どもの読書活動と人材育成に関する調査研究」（平成 25 年 6 月）の調査結果等を踏ま
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え、名称と内容を一部変更し、「地域読書活動の推進と人の礎づくり～人生をひらく読書の力～」（平

成 25 年度）、「伝えよう日本語の美しさ」（平成 26 年度）と題し、著名人による朗読などのプログラ

ムを実施した。毎年 3,800 人（平均）が参加した。 

 

⑤ 読書活動の重要性を普及させるため、絵本のスペシャリストの養成を行うことが必要であるとして、

平成 26 年度より絵本専門士養成講座を実施した（2-7 頁参照）。 

 

さらに、20 代から 60 代の成人及び中学生、高校生を対象に、読書活動の実態や現在の意識・能力を

把握し、子供の読書活動の推進に資する資料を収集することを目的に「子どもの読書活動の実態とその

影響・効果に関する調査研究」を実施し、平成 25年 2 月にその結果を公表した。 

 

 

５．東日本大震災及び復興支援に係る取組 

 機構は、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に対して、宿泊施設等の提供や活動プログラム

の提供等による支援を展開した。 

 また、東日本大震災の影響を受け、岩手県・宮城県の沿岸地域及び福島県全域の青少年を対象に、様々

な体験活動の機会と場の提供などの支援や、防災に関する事業等の取組を行っている。 

 

（１）宿泊施設や活動プログラムの提供等による支援 

① 被災者等の受入 

磐梯、花山、那須甲子、妙高においては、福島県災害対策本部等関係自治体からの要請に基づき、平

成 23年度において延べ 55,640 人の被災者を受け入れた。上記 4教育施設では、非日常の環境において、

被災者の方々が安心して避難生活を送ることができるよう、生活時間の設定、自治組織の構築、館内清

掃等環境整備の分担等の生活面のサポートをはじめ、様々な活動プログラムの提供など、被災者の方々

の近くに寄り添い最大限の支援を実施した。 

その他、能登、乗鞍、阿蘇、沖縄、曽爾、夜須高原、大隅の 7教育施設においても、平成 23年度にお

いて延べ 527 人の自主避難者を受け入れた。 

 

② 自衛隊の受入 

岩手山においては、自衛隊からの要請に基づき、被災地支援に要する燃料補給や隊員の休息基地とし

て対応し、平成 23年 3月 19 日から 5月 21 日（5月 22 日撤退）までの間に、1日当たり最大 1,090 人、

延べ 25,927 人の自衛隊員を受け入れた。 

 

③ 帰宅困難者等の受入 

国立オリンピック記念青少年総合センター（以下センター）においては、震災発生当初に生じた都心

部の帰宅困難者を延べ 705 人受け入れるとともに、福島県からの人工透析患者やそのスタッフ 460 人を

受け入れた。 

④ 首都圏で就職活動を行う被災地の学生・生徒の受入 

センターにおいては、首都圏で就職活動を行う被災地の学生・生徒に対し、宿泊施設を無償で提供し、

平成 23 年 4 月 28 日から平成 25 年 3 月 31 日までの間に、延べ 9,291 人を受け入れた。 

 

⑤ 被災地で活動するボランティアの活動拠点の提供 

花山においては、被災地で活動するボランティア団体との連携により、ボランティアの休息拠点とし

て対応するとともに、平成 23年 4月 25 日から 26日にボランティア団体が主催する「災害救助活動のた

めのリーダー研修会」が開催され、その会場として施設を提供した。また、岩手山、磐梯及び妙高にお

いては、被災地で活動する大学生のボランティア等に、宿泊施設等を提供した。 

 

⑥ その他の受入 

センターにおいては、大相撲の技量審査場所に招待された被災者の方々に宿泊施設を無償で提供し、

平成 23 年 5 月 8 日から 9日、15 日から 16 日及び 22 日から 23 日の 3回の日程で、延べ 1,076 人を受け

入れた。 

 

⑦ 活動プログラムの提供等による支援 

ア．被災者に対する活動プログラムの提供による支援 
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磐梯、那須甲子においては、施設に避難されている被災者の方々に対して、ボランティア団体等と連

携し、様々な活動プログラムを提供するとともに、全国ラジオ体操連盟と連携し、被災者の方々に対し

て朝のつどいの際にラジオ体操の指導を実施し、両施設で計 144 人が参加した。 

    

 

イ．職員の派遣 

機構においては、被災者を受け入れている那須甲子の避難所の運営支援要員として、3 人の本部職員

を派遣した（平成 23年 3月 17 日～26 日：2名、3月 26 日～4月 3日：1名）。また、岩手山においては、

岩手県宮古市社会福祉協議会からの要請に基づき、宮古市の避難所の運営支援要員として、4月 22日か

ら 5月 26 日まで 2人ずつ交代で職員を派遣した。さらに、磐梯と那須甲子においては、福島県いわき市

小名浜地区災害ボランティアセンターからの要請に基づき、5 月 30 日から 6 月 28 日まで両施設各 2 人

ずつ交代で職員を同センターに派遣し、避難所の運営支援や復旧作業に協力した。 

 

 

（２）東日本大震災対応事業の実施 

① 「リフレッシュ・キャンプ」の実施 

機構においては、文部科学省とともに、磐梯及び那須甲子において、福島県の児童生徒の心身の健康

やリフレッシュを図るため、福島県内の小中学生等を対象にした「リフレッシュ・キャンプ」（3泊 4日）

を平成 23年 7月 21 日から 8月 31 日の間に計 18回実施し、3,823 人が参加した。「リフレッシュ・キャ

ンプ」の開催情報及び実施中の様子は、新聞、ネットニュース等複数のメディアで報道された。 

その後、「リフレッシュ・キャンプ」の成果を踏まえ、岩手県・宮城県の沿岸地域及び福島県全域の小・

中学生、家族を対象として、岩手山、磐梯、花山、那須甲子の東北 4教育施設で平成 23～26 年度におい

て継続実施している（平成 23 年度に実施した「リフレッシュ・キャンプ（ウインター）」は、センター

でも実施）。 

 

② 福島こども力プロジェクト ふみだす探検隊・福島こども未来塾 

平成 24 年度から、公益財団法人東日本大震災復興支援財団の協賛を受け、福島県の小学生を対象にふ

みだす探検隊事業を実施した。平成 26年度からは、プログラムの内容をより充実させるとともに、参加

対象の拡大、期間の延長を行い、実施施設も拡充させた。 

 

③ その他の事業 

中央においては、福島県の中学生と御殿場市の中学生、南三陸町の小学生と御殿場市等の小学生が富

士山登山に挑戦するなどの事業を平成 23 年度に実施した。また、江田島においては、宮城県立気仙沼高

等学校の生徒と広島県の高等学校の生徒との交流事業を実施した。 

 

（３）その他、防災に関する事業等の実施 

防災意識と社会参加意識の更なる向上を目的として、東日本大震災で被災した東北地方の学校や、防

災教育の実践に取り組む学校の生徒が一堂に会する機会を提供するため、平成 23～26 年度にかけて「高

校生による全国防災ミーティング 2012」(平成 24年 2 月淡路)、「中学生・高校生による全国防災ミーテ

ィング in東北」(平成 24年 12 月花山)及び「中学生・高校生による全国防災会議」（平成 26年 1 月セン

ター）を段階的に発展させながら実施した。 

事業成果として、1年目に「世界防災宣言」の取りまとめ、2年目に「東北発 中学生・高校生による

共同防災宣言」の採択、3年目に「世界に笑顔と安全を届けるためのメッセージ」を作成し、3年目にお

いては、後日、代表の生徒らが文部科学省を訪問し、提言としてまとめたものを提出した。 

 

 

６．子供の貧困対策に係る取組 

子供の貧困対策については、国における喫緊の課題として平成 26 年 8 月に「子供の貧困対策に関する

大綱」が閣議決定され、総合的な取組が推進されているところ、このような国の動向を踏まえて、機構

においては、平成 26 年度に「青少年の自立する力応援プロジェクト」を立ち上げ、経済的に困難な状況

にある子供を対象に、主に、「生活・自立支援キャンプ」の実施、「子どもゆめ基金」による支援、「学生

サポーター―制度」の創設を行った。教育事業としては、以下の取組があげられる。 
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表 2-8 子供の貧困対策に関する大綱（抄）（平成 26年 8月 29 日閣議決定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）生活・自立支援キャンプ 

ひとり親家庭や児童養護施設、母子生活支援施設など、経済的に困難な状況にある子供が規則正しい

生活習慣や自立する力を身につけることができるよう、「生活・自立支援キャンプ」を主に冬季休暇及び

春季休暇中に実施した。平成 26 年度は、44 事業を実施し、1,174 人が参加した。平成 27 年度において

は、91 事業を実施し、2,710 人が参加する見込みである。 

本キャンプでは、自然体験や交流体験などの様々な体験活動を提供したり、「早寝早起き朝ごはん」国

民運動の啓発資料を活用しながら料理体験をしたり、つどいの実施や標準生活時間での集団宿泊体験を

通して基本的生活習慣の確立と定着を図るなど、体験活動のノウハウを活かすとともに、関係機関と連

携して実施した。 

 

（２）児童養護施設に在籍する児童の招待 

大型絵本による読み語りやサヌカイト演奏、子守唄を通して、子供たちの情操を育む機会とするとと

もに、保護者の子育て意識の向上をはかるため、センターを会場に、平成 26 年 11 月 30 日（日）に「ふ

れあいキッズコンサート」を開催し、都内の児童養護施設 1園に在籍する児童等 38名を招待した。 

また、平成 27 年 2 月 28 日（土）に開催した「冬のキッズフェスタ」において、都内の児童養護施設 2

園に在籍する児童 37 名を招待した。平成 27 年度においても、「春のキッズフェスタ」「秋のキッズフェ

スタ」に児童養護施設に在籍する児童を招待する予定である。 

 

４．その他参考情報 

 

  

第４ 指標の改善に向けた当面の重点施策 

１ 教育の支援 

（６）その他の教育支援 

（多様な体験活動の機会の提供）  

独立行政法人国立青少年教育振興機構が設置する国立青少年教育施設において、児童養護施設等の

子供を対象に、自己肯定感の向上、生活習慣の改善等につながる多様な体験活動の場を提供するとと

もに、その成果を広く全国に周知することを通じて、各地域における取組を促進する。  

また、「子どもゆめ基金」事業により、貧困の状況にある子供を支援している民間団体が行う体験

活動への助成を行う。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ 青少年及び青少年教育指導者等を対象とする研修に対する支援 
当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人国立青少年教育振興機構法 

第三条 

業務に関連する

政策・施策 

政策目標２  

確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体

の育成と信頼される学校づくり 

施策目標２－３ 青少年の健全育成 

関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 

 

 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

前中期目

標期間最

終年度値 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

利用団

体評価

満足度 

計画値 
通年で 80％以

上 
－ 80％ 80％ 80％ 80％ 80％ 決算額（百万円） 126 126 126 127  

実績値 － 98.7％ 98.7％ 99.0％ 99.1％ 99.1％  従事人員数（人） 55 57 52 52  

達成度 － － 123.4％ 123.8％ 123.9％ 123.9％  

 

人口に

対する

利用者

比率 

計画値 
通年で 1 割程

度 
－ 

3,644,700

人 

3,619,788 

人 

3,668,599 

人 

3,621,002 

人 
 

実績値 － 
3,910,909 

人 

3,714,850 

人 

3,946,352 

人 

3,934,895 

人 

3,878,096 

人 
 

達成度 － － 
 

101.9% 

 

109.0% 

 

107.3% 

 

107.1% 
 

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ２．青少年及

び青少年教育

指導者等を対

象とする研修

に対する支援 

 

青少年及び青

少年教育指導

者 等 に 対 し

て、広く学習

の場や機会、

情報を提供す

るとともに、

指導・助言す

る等の教育的

支援を行うこ

とにより、研

修利用者の多

様で主体的・

効果的な学習

活動を促進す

るとともに、

毎年度平均８

０％以上の利

用団体からプ

ラスの評価を

得 ら れ る よ

う、その質の

向上を図る。 

 

２．青少年及

び青少年教育

指導者等を対

象とする研修

に対する支援 

 

青少年及び青

少年教育指導

者等の多様で

主体的・効果

的な学習活動

を促進するた

め、広く学習

の場や機会、

情 報 を 提 供

し、指導・助

言等の教育的

支援を行うと

ともに、毎年

度平均８０％

以上の利用団

体からプラス

の評価が得ら

れるよう、研

修目的達成に

向けた教育機

能の充実を図

る。 

 

＜主な定量的指標＞ 

【研修に対する支援】 

・８０％以上の利用団

体からプラスの評価が

得られているか。 

・直近の青少年人口の

１割程度の研修利用者

が確保されているか。 

 

＜その他の指標＞ 

【研修に対する支援】 

研修利用の促進状況 

・利用団体数の増減の

原因を分析し、利用団

体数増加に向けた取り

組みは適切に行われて

いるか。 

・利用団体数は増加し

ているか。 

 

研修に対する支援状況 

・研修計画の作成・実

施に対する指導・助言

等が的確に実施され、

十分な成果が得られて

いるか。 

・教育的な観点に立っ

た活動プログラムの開

発・充実がなされてい

るか。 

・学習指導要領と連携

したプログラムが開発

されているか。また、

そのプログラムは提

供・普及されているか。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2 期中期目標期間（平成 23～27 年度）見込実績自己評価書 

P2-20～2-25（第 2章 2 1～2） 

＜自己評価書参照箇所＞ 

第 2期中期目標期間（平成 23

～27 年度）見込実績自己評価

書 

P2-25～2-26（第 2章 2 3） 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

中期目標に定める目標

値（毎年度平均 80％以上

の利用団体からのプラ

ス評価）を毎年度大きく

上回り、平成 23 年度か

ら 26 年度の平均は 99％

となっている。これは、

利用団体の研修目的を

達成するために必要な

指導・助言等が的確に行

わている証拠である。 

以上のことから、中期目

標における所期の目標

を達成していると認め

られるためＢ評定とし

た。 

 

＜今後の課題＞ 

近年、利用団体数に減少

傾向が見られるため、新

規利用団体の開拓や利

用団体が目的に応じた

研修等が実施できるよ

う、事前に利用団体のニ

ーズを把握するための

事前打合せを徹底する

など、利用団体が主体

的・効果的な研修が実施

でき、満足度が更に高ま

るようなきめ細かい対

応が重要である。 

 

＜WT 委員からの助言＞ 

施設を利用する学校数

や宿泊日数が増えるよ

う、作成した「学校教育

における集団宿泊活動

の手引き」をうまく活用

しながら、学校関係者

へ、施設における教育的

効果が理解されるよう

取組を強化していただ

きたい。 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

２ 青少年及び青少年教育指導者等を対象とする研修に対する支援 

 

機構においては、青少年及び青少年教育指導者等の利用団体に対して、学習目的に応じた

主体的で効果的な活動ができるよう、様々な体験活動の場と機会及び情報を提供するととも

に、教育効果の高い活動プログラムの提案など積極的な相談及び学習指導等の研修支援を行

っている。 

また、本部から教育施設に対して、年度計画を踏まえ「事業方針」などを示し、教育機能

の充実を図るとともに安心安全な教育環境の整備に努めている。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

研修支援に関しては、年度

計画及び事業計画を企画立

案するための指針となる事

業方針並びに「稼働率向上

（利用者増加）のための対

策」（平成20年度 12月 26日）

を踏まえ、本部及び教育施設

が連携し、青少年及び青少年

教育指導者等の体験活動の

場と機会の拡充を図るため、

利用促進に取り組んだこと

から、Ｂ評定とした。 

 

 

【研修利用の促進】 

各教育施設において、施設

の日々の様子や教育事業の

案内を自治体、大学、民間企

業等に対し、きめ細かく広報

等を行った結果、平成 23 年

度から 26 年度までの全ての

年度において、中期計画で掲

げた毎年度、青少年人口の１

割程度の研修利用者を確保

するという目的を達成した。 

一方、利用団体数やその内

の新規利用団体数について

は、平成 24 年度以降、減少

傾向が見られるため、その要

因について、機構本部の主導

で、各施設に対し分析を徹底

するとともに、利用者数が増

加している施設の取組事例

等を施設間で共有するなど、

継続的に検証、改善を行っ

た。 

 

 

【研修に対する支援の推進】 

平成23年度から26年度ま

での期間において、利用団体

からのプラス評価は、毎年度

 （１）研修利

用の促進 

 

青少年及び青

少年教育指導

者等に対する

研修のための

利 用 を 促 進

し、毎年度、

青 少 年 人 口

（０歳～２９

歳）の１割程

度の利用実績

を確保する。 

 

（１）研修利

用の促進 

 

青少年及び青

少年教育指導

者等の利用の

促進を図るた

め、新規の利

用団体の受入

れに必要な方

策を講じ、利

用団体数を増

加させる。こ

のような取り

組みにより、

毎年度、青少

年人口（０～

２９歳）の１

割程度の研修

利用者を確保

１．研修利用の促進（表 2-9 参照） 

平成 23～26 年度の利用者数（教育事業を除く）は、計 18,433,168 人であり、宿泊・日帰

り別では、宿泊利用者数は計 10,781,918 人、日帰り利用者は計 7,651,250 人である。 

なお、アンケート調査による利用団体の満足度の平成 23～26 年度における平均は 99.0％

である。中期計画に掲げられた「毎年度平均 80％以上の利用団体からプラスの評価を得る」

という目標値を各年度上回っており、中期目標期間中全ての年度において達成する見込みで

ある。（2-48 頁，表 2-21 参照） 

 

（１）青少年及び青少年教育指導者等の利用者数（表 2-9･表 2-10 参照） 

平成23～26 年度における利用者数のうち、青少年及び青少年教育指導者等の「青少年利用」は

計15,474,193 人である。 

表 2-8 のとおり、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（毎年 3月

31 日現在）の年齢階級別人口のうち、青少年（0歳～29 歳）人口と比較すると、                         

各年度上回っており、中期計画に示している「青少年人口の 1 割程度の研修利用者を確保す

る」としている目標については、中期目標期間中全ての年度において達成する見込みである。 

 

（２）利用団体数（表 2-9・表 2-11 参照） 

平成 23～26 年度における利用団体数については、計 277,133 団体であった。宿泊・日帰り

別では、宿泊利用数は計 84,178 団体、日帰り利用数は計 192,955 団体であった。 

また、青少年・一般別では、青少年利用団体数は計210,953団体、一般利用団体数は計66,180

詳細は上記の参照箇所に

譲り、左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 
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する。 

 

団体となっている。 

なお、新規利用団体は、各年度全体比率で約 15％前後を占めている。 

 

表 2-9 利用状況（教育事業を除く） 

区   分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

青

少

年

利

用 

宿 泊 

団体数 18,418 19,251 19,005 18,633 75,307 

利用者数(人) 2,403,830 
2,559,95

1 
2,572,983 2,533,346 10,070,110 

日帰り 

団体数 33,192 35,684 34,190 32,580 135,646 

利用者数(人) 1,311,020 
1,386,40

1 
1,361,912 1,344,750 5,404,083 

合 計 

団体数 51,610 54,935 53,195 51,213 210,953 

利用者数(人) 3,714,850 
3,946,35

2 
3,934,895 3,878,096 15,474,193 

一

般

利

用 

宿 泊 
団体数 2,317 2,284 2,165 2,105 8,871 

利用者数(人) 182,051 192,644 168,546 168,567 711,808 

日帰り 
団体数 14,770 14,827 14,248 13,464 57,309 

利用者数(人) 568,472 586,499 571,576 520,620 2,247,167 

合 計 
団体数 17,087 17,111 16,413 15,569 66,180 

利用者数(人) 750,523 779,143 740,122 689,187 2,958,975 

合 

計 

宿 泊 

団体数 20,735 21,535 21,170 20,738 84,178 

利用者数(人) 2,585,881 
2,752,59

5 
2,741,529 2,701,913 10,781,918 

日帰り 

団体数 47,962 50,511 48,438 46,044 192,955 

利用者数(人) 1,879,492 
1,972,90

0 
1,933,488 1,865,370 7,651,250 

合 計 

団体数 68,697 72,046 69,608 66,782 277,133 

利用者数(人) 4,465,373 
4,725,49

5 
4,675,017 4,567,283 18,433,168 

（注 1）「青少年利用」とは、青少年及び青少年教育指導者等の研修利用である。 

（注 2）「一般利用」とは、青少年以外のグループや団体等の一般の研修利用である。 

 
表 2-10 青少年及び青少年教育指導者等の利用状況 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

青少年利用 3,714,850 3,946,352 3,934,895 3,878,096 

青少年（0歳～29歳）人口の1割 3,644,700 3,619,788 3,668,599 3,621,002 

(青少年（0歳～29歳）人口) 36,447,009 36,197,884 36,685,991 36,210,026 

（注）総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（毎年 3月 31 日現在）の年齢階級別人口

による。 

 

表 2-11 新規利用団体の利用状況 

区 分 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率 

新規利用団体 11,665 17.0% 11,897 16.5% 10,098 14.5% 9,461 14.2% 43,121 15.6% 

継続利用団体 57,032 83.0% 60,149 83.5% 59,510 85.5% 57,321 85.8% 234,012 84.4% 

合  計 68,697 100.0% 72,046 100.0% 69,608 100.0% 66,782 100.0% 277,133 100.0%  

 

（３）宿泊日数別の利用状況（表 2-12-1･2 参照） 

平成 23～26 年度における宿泊日数別の利用団体数について、1泊 2日及び 2泊 3日が全体

比率で 85.4％を占めている。 

また、センターを除く 27教育施設では、1泊 2日及び 2泊 3日が全体比率で 87.4％を占め、

3泊 4日以上が全体比率で 12.6％となっている。 

 

 

平均 99.0%となり、中期計画

で掲げた毎年度平均 80%以上

を得るという目標を大きく

上回った。 

また、学校教育における各

教科に体験的な学習を取り

入れられるようなプログラ

ムを開発するとともに、特

に、学校教育における集団宿

泊活動の手引については、教

育委員会や教員からの追加

配付希望を受けるなど、十分

な成果を得ることができた。 

 

＜課題と対応＞ 

今後、学校利用も含めた宿

泊利用泊者数増加のために、

発達段階に応じた活動プロ

グラムの整備の推進、自然体

験や長期集団宿泊体験など

の様々な体験活動の教育効

果の普及に努める。 
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表 2-12-1 宿泊日数別の利用状況 

宿泊数 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率 

1泊2日  11,660 56.2% 12,025 55.8% 11,892 56.2% 11,672 56.3% 47,249 56.0% 

2泊3日  5,996 28.9% 6,392 29.7% 6,254 29.5% 6,042 29.1% 24,684 29.4% 

3泊4日  1,534 7.4% 1,598 7.4% 1,601 7.5% 1,620 7.8% 6,353 7.5% 

4泊5日  633 3.1% 638 3.0% 644 3.0% 594 2.9% 2,509 3.0% 

5泊6日  309 1.5% 277 1.3% 266 1.3% 277 1.3% 1,129 1.4% 

6泊7日  163 0.8% 166 0.8% 141 0.7% 139 0.7% 609 0.8% 

7泊8日  90 0.4% 108 0.5% 76 0.4% 96 0.5% 370 0.5% 

8泊以上  350 1.7% 331 1.5% 296 1.4% 298 1.4% 1,275 1.5% 

合 計  20,735 100.0% 21,535 100.0% 21,170 100.0% 20,738 100.0% 84,178 100.0% 

 

表 2-12-2 センターを除く 27 教育施設の宿泊日数別の利用状況 

宿泊数 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率 

1泊2日  9,655 57.2% 9,916 57.1% 9,761 57.1% 9,576 57.7% 38,908 57.3% 

2泊3日  5,028 29.8% 5,268 30.3% 5,208 30.5% 4,948 29.8% 20,452 30.1% 

3泊4日  1,175 6.9% 1,190 6.8% 1,216 7.1% 1,215 7.3% 4,796 7.0% 

4泊5日  469 2.8% 473 2.7% 454 2.6% 424 2.5% 1,820 2.7% 

5泊6日  200 1.2% 188 1.1% 168 1.0% 155 0.9% 711 1.1% 

6泊7日  109 0.6% 102 0.6% 92 0.5% 94 0.6% 397 0.6% 

7泊8日  45 0.3% 46 0.3% 35 0.2% 33 0.2% 159 0.3% 

8泊以上  203 1.2% 188 1.1% 169 1.0% 163 1.0% 723 1.1% 

合 計  16,884 100.0% 17,371 100.0% 17,103 100.0% 16,608 100.0% 67,966 100.0% 

 

（４）学校種別の利用状況（表 2-13-1･2 参照） 

平成23～26 年度の学校種別による小学校、中学校及び特別支援学校の利用団体数について、全

体比率で61.5％を占めている。 

また、センターを除く 27 教育施設の小学校、中学校及び特別支援学校の利用団体数につい

ては、全体比率で 66.6％であり、高等学校及び中等教育学校を加えると、全体比率で 79.2％

となる。 

 
表 2-13-1 学校種別の利用状況 

学 校 種 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率 団体数 比率 

保育園・幼稚園 909 7.9% 992 8.2% 1,108 9.1% 991 8.6% 4,000 8.5% 
小学校 4,256 37.1% 4,381 36.2% 4,332 35.7% 4,048 35.1% 17,017 36.0% 
中学校 2,603 22.7% 2,777 22.9% 2,697 22.2% 2,590 22.5% 10,667 22.6% 
高等学校 1,612 14.0% 1,704 14.1% 1,611 13.3% 1,560 13.5% 6,487 13.7% 

中等教育学校 78 0.7% 96 0.8% 128 1.1% 119 1.0% 421 0.9% 
特別支援学校 329 2.9% 321 2.6% 356 2.9% 347 3.0% 1,353 2.9% 
大学・短大・ 

高等専門学校 
1,188 10.4% 1,228 10.1% 1,285 10.6% 1,241 10.8% 4,942 10.5% 

その他の学校 495 4.3% 615 5.1% 619 5.1% 638 5.5% 2,367 5.0% 

合    計 11,470 100.0% 12,114 100.0% 12,136 100.0% 11,534 100.0% 47,254 100.0% 
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表 2-13-2 センターを除く 27 教育施設の学校種別の利用状況 

学 校 種 

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

団体

数 
比率 

団体

数 
比率 

団体

数 
比率 

団体

数 
比率 団体数 比率 

保育園・幼稚園 903 8.7% 984 9.1% 1,101 10.1% 982 9.6% 3,970 9.4% 
小学校 4,197 40.5% 4,300 39.8% 4,249 39.1% 3,980 38.9% 16,726 39.6% 
中学校 2,492 24.1% 2,667 24.7% 2,599 23.9% 2,499 24.4% 10,257 24.3% 

高等学校 1,304 12.6% 1,346 12.4% 1,305 12.0% 1,207 11.8% 5,162 12.2% 
中等教育学校 41 0.4% 43 0.4% 50 0.5% 41 0.4% 175 0.4% 
特別支援学校 258 2.5% 267 2.5% 290 2.7% 292 2.9% 1,107 2.7% 
大学・短大・ 

高等専門学校 
851 8.2% 853 7.9% 918 8.5% 852 8.3% 3,474 8.2% 

その他の学校 311 3.0% 344 3.2% 351 3.2% 381 3.7% 1,387 3.3% 

合    計 10,35

7 

100.0

% 

10,80

4 

100.0

% 

10,86

3 

100.0

% 

10,23

4 
100.0% 42,258 100.0% 

 

表 2-14 広域利用団体の利用状況 

区  分 

平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

団体

数 
比率 

団体

数 
比率 

団体

数 
比率 

団体

数 
比率 団体数 比率 

広域利用団体 

13,59

2 
19.8% 

13,94

9 
19.4% 

13,57

5 
19.5% 

13,60

0 
20.4% 54,716 19.8% 

利用教育施設の 

設置都道県団体 

55,10

5 
80.2% 

58,09

7 
80.6% 

56,03

3 
80.5% 

53,18

2 
79.6% 

222,41

7 
80.2% 

合  計 
68,69

7 

100.0

% 

72,04

6 

100.0

% 

69,60

8 

100.0

% 

66,78

2 

100.0

% 

277,13

3 

100.0

% 

 

各教育施設では、青少年の成長に欠かせない多様な体験活動の機会を拡充することや、非

日常的な場において団体宿泊訓練により培われる基本的生活習慣、連帯感及び協調性を身に

付けさせる場を提供するため、研修利用促進及び利用者サービスの向上のための様々な取組

を行っている。 

また、本部においては、平成 24 年度以降、各施設が四半期ごとに提出している広報・利用

促進の取組について、機構全体として特に共有すべき取組について取りまとめ、全教育施設

に情報提供している。併せて、四半期ごとに提出しているアンケートの不満足の要因とその

対策についても、全教育施設に情報提供している。このように、機構全体で情報を共有する

仕組みを整備し、研修利用の促進に活かした。 

その他、施設の日々の様子や教育事業の案内、状況をリアルタイムに発信するため、SNS

（Facebook や Twitter）等を活用している。 

 （２）研修に

対する支援の

推進 

 

指導・助言等

の教育的支援

を行い、青少

年及び青少年

教育指導者等

の研修目的達

成への支援を

推進する。特

に、学校教育

との緊密な連

携 を 図 る た

め、平成２３

（２）研修に

対する支援の

推進 

 

青少年及び青

少年教育指導

者等が各施設

を利用して行

う 研 修 に 対

し、以下のよ

うに、研修目

的を達成する

ために必要な

指導・助言等

を行う。 

①利用団体の

 ２．研修に対する支援の推進 

 

（１）研修に対する指導助言の状況 

全ての教育施設において、利用団体が教育施設を利用する前に、教育施設職員が利用団体

の指導者・引率者に対して、研修計画や活動プログラムの指導・助言を実施している。 

 

【取組事例①】 

信州高遠においては、平成 25 年度以降、東海市教育委員会の依頼を受け、東海市内 12 校

の小学校の林間学校担当者に事前指導を行い、子供たちに豊かな体験を育む活動プログラム

を紹介するとともに、山での活動時における防災教育の充実を望む意向を受け、「もし、山で

雷・地震・大雨にあったら」の想定のもと、避難方法についての指導や避難訓練を行った。 

 

【取組事例②】 

日高においては、特別支援学校高等部の生徒が宿泊研修を実施するあたり、コミュニケー

ションに関する指導依頼があった。そこで、事前に学校に出向き、生徒の様子や実態を聞き、

プログラムに関する打合せを行った。研修初日には、集団で課題解決する活動を通して仲間
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年度から順次

全面実施され

る新学習指導

要領を踏まえ

た支援を推進

する。 

研修目的に応

じ、より効果

的に研修を実

施 で き る よ

う、研修計画

の作成・実施

に対する教育

的な狙いを踏

まえた指導・

助 言 等 を 行

う。 

②利用者のニ

ーズや施設の

立地条件等を

活かした教育

的な観点に立

った活動プロ

グラムの開発

を行い、その

内容を充実す

る。特に、学

校教育との緊

密な連携の観

点から、新学

習指導要領の

各教科などの

目標・内容等

に沿ったプロ

グ ラ ム の 開

発・提供等に

取り組む。 

 

の大切さを理解することなどをねらいとした指導を行った。 

 

（２）活動プログラムの開発・充実に向けた取組 

① 教育的視点に立った活動プログラム 

青少年や青少年教育指導者等の研修を支援し、教育効果が高く充実した研修とするため、

安心安全を基本に利用者の要望や実施上の課題に対応しながら、体験活動プログラムの開発

や改善に取り組んでいる。 

 

【取組事例】 

日高においては、アイヌ文化を体験し、アイヌの人々の価値観、考え方を知り、アイヌの

人々の伝統や文化に興味を持たせる目的として、「アイヌ文様切り絵」を新たに活動プログ

ラムとして開発した。公立施設と連携した体験イベントを開催し、約 150 人の親子を対象に

プログラムを提供するなど、公立施設への普及や活用も念頭に入れた取組となった。平成 27

年度においては、学校の宿泊研修等でのプログラムとして提供する予定である。 

 

② 学習指導要領と連携したプログラムの開発・提供等の取組 

現行の学習指導要領において「体験」の重要性が指摘されていることから、特別活動や総

合的な学習の時間に限らず、各教科に体験的な学習を取り入れる際には、学校の利用目的を

的確に把握し、各活動と指導要領の関連を具体的に学校団体に提示し、教育課程へ適切に位

置づけられるよう取り組んでいる。 

 

【取組事例①】 

平成 23 年度から全面実施された小学校学習指導要領等を踏まえ、学校向けの研修支援のた

めの活動プログラムに関する情報提供に、青少年教育研究センターと中央が共同で取り組ん

だ。平成 25年度には、教科毎の学習指導案について「学習指導要領」との対応関係を示すな

ど、集団宿泊活動を担当する教員の参考となる「学校教育における集団宿泊活動の手引き」

を作成し、全教育施設及び都道府県・政令指定都市教育委員会（学校教育・青少年教育担当

部署）等へ送付した。 

その後、教育委員会や教員からの追加配付希望を受け、平成 26年度において 5,000 冊増刷

し、全国 1,720 の市区町村教育委員会に配付するとともに、希望のあった小中学校に対して

も配付した。各教育施設においても、学校利用に関する事前の指導・助言において、当手引

きを活用している。 

 

【取組事例②】 

三瓶においては、教科の内容に即した活動を地域の教育的資源を活用し展開できるよう、

地域連携プログラムを施設がコーディネーターとなり試行的に導入した。 

小学校 5 年生の社会科における「食料生産」の学習を近隣の牧場での見学や酪農体験で実

施することにより、教科学習を集団宿泊活動に取り込み、授業時数の確保につなげるととも

に、実体験をともなった学習活動に資することができた。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―３ 青少年教育に関する関係機関・団体等との連携促進 
当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人国立青少年教育振興機構法 

第三条 

業務に関連する

政策・施策 

政策目標２  

確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体

の育成と信頼される学校づくり 

施策目標２－３ 青少年の健全育成 

関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 

 

 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

前中期目

標期間最

終年度値 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

― 

計画値 ― ― ― ― ― ― ― 決算額（百万円） 6 12 6 3  

実績値 ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数（人） 2 5 4 3  

達成度 ― ― ― ― ― ― ―  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ３．青少年教育に

関 す る 関 係 機

関・団体等との連

携促進 

 

我が国の青少年

教育の発展・充実

を目指し、青少年

教育に関する国

内 外 の 関 係 機

関・団体等との連

携を促進し、関係

機関等によるネ

ットワークを構

築するとともに、

構築されたネッ

トワークを活用

した情報共有等

を推進する。    

３．青少年教育に

関する関係機関・

団体等との連携促

進 

 

（１）関係機関・

団体等とのネット

ワークの構築 

 

青少年をめぐる諸

課題への円滑な対

応を図るため、青

少年教育に関する

国内外の関係機

関・団体等との連

携を促進し、関係

機関等とのネット

ワークを構築す

る。 

＜その他の指標＞ 

【青少年教育に関する

関係機関・団体等との

連携促進】 

 

ネットワークの構築状

況 

・国内の関係機関・団

体等との連携を図った

取組が行われ、ネット

ワークが構築されてい

るか。 

・国外の関係機関・団

体等との連携を図った

取組が行われ、ネット

ワークが構築されてい

るか。 

 

連絡会・協議会等の実

施状況 

・関係機関・団体等が

連携し、全国的な連絡

会・協議会等が開催さ

れるとともに、共同し

て取り組む全国的な事

業が実施されている

か。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2期中期目標期間（平成 23～27 年度）見込実績自己評

価書 

P2-27～2-29（第 2章 3 1～2） 

＜自己評価書参照箇所＞ 

第 2 期中期目標期間（平成 23

～27 年度）見込実績自己評価

書 

P2-29（第 2章 3 3） 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

体験の風をおこそう運動推進委員

会の構成団体は、平成２３年度に比

して８団体増加している。国外の関

係機関との連携については、韓国国

立青少年活動振興院と職員の人事

交流や事業を協力して実施するな

ど、連携を深めており確実に進捗し

ている。また、全国的な連絡会・協

議会等も開催し、関係機関・団体等

が連携して全国的な事業を実施す

るなどの成果が表れている。 

これらのことから、当該項目は中期

目標における所期の目標を達成し

ていると認められるためＢ評定と

した。 

 

＜今後の課題＞ 

今中期目標期間における韓国の青

少年教育関係機関との交流の成果

を踏まえ、今後は、韓国以外のアジ

ア各国における青少年教育関係機

関等とのネットワークを強化し、青

少年に関する教育・人材・情報の交

流の充実を図ることが必要である。

また、全国的な連絡会・協議会の開

催については、引き続き、青少年を

めぐる諸課題に関し、参加者のニー

ズに沿ったテーマを扱うなど、内容

の充実を図ることが重要である。 

 

 

＜WT 委員からの助言＞ 

青少年教育関係団体、教育委員会

等、青少年教育に関わる全ての団

体・機関等とのネットワークが強化

されることを期待する。 

 

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

１．関係機関・団体等とのネットワークの構築 

 

（１）国内関係施設や団体とのネットワークの構築 

① 機構本部 

機構では、青少年教育に携わる団体と「体験の風をお

こそう運動推進委員会」を発足し、「体験の風をおこそう

フォーラム」を開催するなど、「体験の風をおこそう」運

動を推進している。 

同委員会の構成団体は、平成 23年度は機構を含め 9団

体であったが、平成 26 年度は 17 団体に拡大している。

機構では、春のキッズフェスタの実施等を通じ、これら

の団体と連携を深め、同運動の推進に努めており、団体

とのネットワークの強化を図っている（2-10 頁参照）。 

 

② 教育施設 

各教育施設で実施している教育事業については、企画の

段階から地域の関係機関と連携し、情報交換等を通じて、

地域とのネットワークの強化を図っているところである。 

また、「地域ぐるみで体験の風をおこそう運動推進事業」

を活用し、各地域において関係機関・団体が連携した実行

委員会を立ち上げ、地域と一体となって「体験の風をおこ

そう」運動を推進している（2-10 頁参照）。 

さらに、地域が抱えている問題やニーズを踏まえ、活

動場所や人材等の地域資源等を活用したプログラムづく

りなどの連携も行っている。 

 

 岩手山において児童養護施設に入所する児童・生徒を

対象に実施している「タートルズキャンプ」（平成 22 年

度～）においては、事業の企画・運営を児童養護施設職

員と連携し実施することで、相互の関係づくりのノウハ

ウの獲得や各児童養護施設との信頼関係が形成され、ま

た、交流の家職員の資質能力向上も図ることができた。 

 

（２）国外とのネットワークの構築 

機構においては、国際交流事業を実施するに当たって、

ドイツの国際ユースワーク専門機関やベルリン日独セン

ター、韓国の国立国際教育院、アセアン各国の日本留学

生 OB会組織（アスコジャ）などと連携して実施している。 

 

【取組事例】韓国国立青少年活動振興院との連携 

平成 24 年 2 月 10 日に、機構と韓国国立青少年活動振

興院との間において、両国の青少年に関する教育・人材・

情報の交流を通して事業発展を図ることを目的として、

職員の交流、事業の実施、調査・研究の実施、講義・講

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

国内の関係機関・団体等との

連携については、平成 23年度

と比べ、平成 26 年度時点にお

いて、体験の風をおこそう運

動推進委員会の構成団体が 8

団体増加し、事業において連

携する中で、団体とのネット

ワークを強化することができ

た。 

また、各地域において青少年

教育に関わる複数の団体が連

携し、地域と一体となって「体

験の風をおこそう」運動を行

うことができるよう体制の整

備を進めるとともに、韓国の

国立青少年活動振興院とのネ

ットワークが構築されるな

ど、国外の関係機関との連携

も図られている。 

さらに、平成 23 年度から、

関係者の情報共有等のため、

新たに国公立・民間の青少年

教育施設の職員を対象とした

全国的な連絡会等を実施し、

連携促進を進めたことなどか

ら、Ｂ評定とした。 

 

 

【関係機関・団体等とのネッ

トワークの構築】 

「体験の風をおこそう運動

推進委員会」に参加する団体

について、平成 23年度は機構

を含め 9 団体であったが、平

成 26年度には 8団体増加し、

17 団体となり、多様な機関と

連携することにより、体験活

動の重要性の普及啓発とネッ

トワークを活かした事業を行

うことができた。 

また、「地域ぐるみで体験の

風をおこそう運動推進事業」



26 

 

演・シンポジウムの実施、情報及び資料の交換について

の協力事業を実施する交流協定を締結した。 

その後、「日韓大学生討論会」、「職員相互交流」及び「職

員相互交換セミナー」など、協定に基づいた事業を実施、

連携を深めている。 

 

を活用し、地域となって「体

験の風をおこそう」運動に取

り組むなどし、地域が抱えて

いる問題やニーズを踏まえ、

また、地域資源等を活かした

プログラム作りを行うことが

できた。 

 

 

【全国的な連絡会・協議会等

の実施】 

機構本部の主導で、全国の国

公立・民間の青少年教育施設

職員を対象に開催した「全国

青少年教育施設研究集会」に

おいて、施設運営、事業プロ

グラム等の更なる改善等につ

いて、有用な議論がなされる

などの効果が得られた。 

また、平成 24 年度から、学

生ボランティアによる全国規

模の集会として唯一となる

「学生ボランティアと支援者

が集う全国交流集会」の開催

により、ボランティアを行う

側とそれを支援する側とで相

互理解が進むなどの効果が得

られた。 

 

 

＜課題と対応＞ 

国内の関係機関・団体等との

連携については、今後も、ネ

ットワークを活かし、関係機

関等と連携した事業の促進に

努めたい。 

国外の関係機関との連携に

ついては、今後さらに、アジ

ア各国とのネットワークを強

化し、国際交流事業の充実を

図りたい。 

また、全国的な連絡会・協議

会等については、事業の企画

立案時における事前調査を充

実させ、青少年を取り巻く喫

緊の社会の現状や課題に対応

した事業テーマや内容を設定

する必要がある。 

 

  （２）全国的な連

絡会・協議会等の

実施 

 

青少年教育に関す

る関係機関・団体

相互間の連携の促

進を図るため、全

国的な連絡会・協

議会等を開催す

る。また、関係機

関・団体等が共同

して取り組む全国

的な事業を実施す

る。 

 

 ２．全国的な連絡会・協議会等の実施 

 

（１）全国的な連絡会・協議会等の開催 

本部においては、平成 23年度より国公立・民間の青少

年教育施設を対象として、「全国青少年教育施設所長会

議」及び「全国青少年教育施設研究集会」、また青少年の

相談事業に携わる関係者が一堂に会した「全国青少年相

談研究集会」等を実施している。 

「全国青少年教育施設研究集会」は、施設運営、事業

プログラム等の更なる改善を目指すとともに、青少年教

育施設職員が一堂に会し、施設間の連携を促進すること

を目的に実施しており、約 110 人（各回平均）が参加し

ている。プログラムでは、基調講演のほか、事業運営、

地域連携など各テーマ別に分科会を開催し、参加者と発

表者の質疑応答が活発に行われた。 

 

（２）共同して取り組む全国的な事業の実施 

青少年をめぐる諸課題等について対応するため、民間

団体や高等教育機関など多種多様な機関、団体と共同し、

本部においては、平成 22年度より「体験の風をおこそう

フォーラム」や「早寝早起き全国協議会フォーラム」を

実施している。 

また、平成 24 年度からは学生ボランティアによる全国

規模の集会としては唯一となる「学生ボランティアと支

援者が集う全国研究交流集会」を開催している。第 1 回

は 1 泊 2 日での開催で始まったが、第 2 回からは分科会

等を充実させ、参加者同士の交流を深めるため 2 泊 3 日

での開催とし、学生ボランティアや大学関係者、民間団

体がネットワークを拡げ、交流を深める機会となってお

り、年々参加者も増えている。 

 

＜第１回＞ 

○期日：平成 25 年 2 月 27 日～28 日（1泊 2日） 

○参加状況：321 名（81大学・38団体等） 

＜第 2回＞ 

○期日：平成 26 年 2 月 25 日～27 日（2泊 3日） 

○参加状況：415 名（103 大学・17団体等） 

＜第 3回＞ 

○期日：平成 27 年 2 月 25 日～27 日（2泊 3日） 

○参加状況：533 名（130 大学・44団体等） 

 

  

 

４．その他参考情報 

  

  

詳細は上記の参照箇所に

譲り、左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 



27 

 

様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―４ 青少年教育に関する調査及び研究 
当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人国立青少年教育振興機構法 

第三条 

業務に関連する

政策・施策 

政策目標２  

確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体

の育成と信頼される学校づくり 

施策目標２－３ 青少年の健全育成 

関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 

 

 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

前中期目

標期間最

終年度値 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

― 

計画値 ― ― ― ― ― ― ― 決算額（百万円） 36 37 17 18  

実績値 ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数（人） 25 24 16 15  

達成度 ― ― ― ― ― ― ―  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ４．青少年教

育に関する調

査及び研究 

 

青少年教育の

ナショナルセ

ンターとして

の調査及び研

究体制を強化

し、青少年教

育に関するよ

り充実した基

礎的・専門的

な調査及び研

究を行い、そ

の成果等を広

く提供・活用

することによ

り青少年教育

の 振 興 を 図

る。 

 

４．青少年教育に関

する調査及び研究 

 

青少年教育のナショ

ナルセンターとして

の調査及び研究体制

を強化し、青少年教

育に関するより充実

した基礎的・専門的

な調査及び研究を行

い、その成果等を広

く提供・活用する。 

 

＜その他の指標＞ 

【青少年教育に関

する調査及び研

究】 

調査及び研究体制

の状況 

・調査及び研究を

実施する際には、

外部有識者の協力

が得られている

か。 

・青少年教育に関

する研究部門が置

かれ、研究者の採

用・配置がなされ

ているか。 

 

調査及び研究の実

施状況 

・基礎的な調査及

び研究が的確に実

施され、十分な成

果が得られている

か。 

・専門的な調査及

び研究が的確に実

施され、十分な成

果が得られている

か。 

・成果を活用した

取組が実施されて

いるか。 

・調査及び研究の

成果を発表し、そ

の成果は他の機関

等で活用されてい

るか。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2期中期目標期間（平成 23～27 年度）見込実績自己評価書 

P2-30～2-35（第 2章 4 1～2） 

＜自己評価書参照箇所＞ 

第 2期中期目標期間（平成 23～27 年度）

見込実績自己評価書 

P2-35（第 2章 4 3） 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

平成 23年 4月に青少年教

育研究センターを設置

し、外部有識者と連携し

青少年教育に関する調査

及び研究を行う体制を構

築したこと。 

また、調査及び研究の実

施に当たっては、基礎的

な調査及び研究として

は、計画的かつ継続的に

実施したことにより、青

少年の体験活動等の実態

や経年変化が明らかにな

るなどの成果が得られて

いることや、専門的な調

査及び研究についても、

青少年の各年齢期の課題

などに関する調査研究を

実施している。 

 また、調査及び研究の

成果等の活用について

は、「子どもの体験活動

の実態に関する調査研

究」、「青少年の体験活

動等と自立に関する実態

調査」、「子どもの読書

活動の実態とその影響・

効果に関する調査研究」、

「『リフレッシュ・キャ

ンプ』参加者アンケート」

等の調査結果が「今後の

青少年の体験活動の推進

について（平成 25年 1月

21 日 中央教育審議会答

申）」をはじめ、国や自

治体、民間団体等の資料

や新聞報道に活用される

など、青少年教育に関す

る国の政策立案等にも寄

与している 

これらのことから、当該

項目は、総合的に勘案し、

中期目標における所期の

目標のを達成していると

認められるためＢ評定と

した。 

 

＜今後の課題＞ 

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

４ 青少年教育に関する調査及び研究 

 

機構においては、青少年教育のナショナルセンターとしての役割を果たすた

め、青少年の体験活動の実態や効果等の調査及び研究を実施し、その成果を広

く提供することを通して、青少年の体験活動等の推進を図っている。青少年教

育における基礎資料となる青少年の体験活動の実態や青少年教育施設の現状

に関する調査など全国規模で継続的に行う基礎的な調査及び研究や、国の政策

課題や喫緊の青少年教育の課題に対応して随時行う専門的な調査及び研究を

実施している。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

平成 23 年 4 月に設置した青少年教育

研究センターを中心として、外部有識者

と連携することにより青少年教育に関

わる調査及び研究の推進や、新たな成果

を得るための取組として幼児から青年

までの各年齢期の課題に対応した「体験

活動カリキュラム」の作成に向けての研

究を着実に進めた。 

また、日米中韓４か国の高校生を対象

とした調査結果を取りまとめ、公表し

た。 

これらの調査及び研究の成果を関係

者に周知するとともに、調査結果も複数

引用されたことから、Ｂ評定とした。 

 

 

【調査及び研究体制の強化】 

平成 23 年 4 月に青少年教育研究セン

ターを設置し、専門家を客員研究員とし

て採用・配置するほか、調査研究に関心

のある教育施設職員を教育施設が閑散

期の一定期間、青少年研究センターにお

いて調査及び研究に従事させるなど、研

究者の採用・配置を行った。 

青少年教育研究センターを中心に、外

部有識者を含めた研究会を設置し、調査

及び研究を実施する等、外部有識者の協

力が得られている。 

 

 

【調査及び研究の実施】 

調査及び研究に当たっては、中期目標

期間における調査研究計画に沿って計

画的に実施しており、基礎的な調査及び

研究としては、青少年の体験活動等の実

態や経年変化が明らかとなるなど、十分

な成果が得られている。 

専門的な調査及び研究としては、「自

然体験に関わる指導者養成カリキュラ

ムに関する調査研究」が、官民協働で体

験活動に関する新たな指導者認定制度

の創設につながるなどの成果が得られ

ている。 
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結果が明らかとなった調査研究につ

いては、報告書やリーフレットの作成・

配布及び機構ホームページで情報提供

したほか、青少年教育に関する最新の調

査結果については、「青少年教育研究セ

ンター紀要」に取りまとめて配布するな

ど、ナショナルセンターとして、多くの

人たちに体験活動の重要性に関する理

解を深めていただけるよう取組を進め

た。 

また、「今後の青少年の体験活動の推

進について（平成 25年 1月 21 日中央教

育審議会答申）」に「子どもの体験活動

の実態に関する調査研究」の調査結果が

活用された。 

 

 

＜課題と対応＞ 

今後は、①各年齢期に必要な資質・能

力や様々な体験活動の調査及び研究の

充実を図るとともに、各年齢期に必要な

体験活動カリキュラムの作成に着手す

ること。②喫緊の青少年教育の課題や青

少年教育関係者の問題意識を把握・検討

したテーマについて、調査及び研究を実

施すること。③調査研究の結果について

さらに多く活用されるよう努めていく

ことが課題であり、対応することとして

いる。 

国立青少年教育振興機構

における教育事業、研修

支援等における活用状況

が必ずしも明らかになっ

ていないため、今後は調

査及び研究の成果を機構

の事業への反映、また、

成果を活用し、事業の検

証・改善に役立てること

が重要である。 

 

＜WT 委員からの助言＞ 

機構で実施した調査研究

が活用されるよう、引き

続き取り組んでいただき

たい。 

 

 

 

 （１）調査及

び研究体制の

強化 

 

大学等の高等

教育機関や民

間等との連携

を推進すると

ともに、既存

の組織・体制

を見直し、調

査及び研究体

制 を 強 化 す

る。 

 

（１）調査及び研究

体制の強化 

 

（ａ）外部有識者の

協力を得た調査及び

研究体制の構築 

調査及び研究の充実

を図るため、専門的

知識・技術を有する

外部有識者の協力を

得た調査及び研究体

制を構築する。 

（ｂ）研究者の採用

による調査及び研究

体制の強化 

調査及び研究の充実

を図るため、専門的

知識・技術を有する

研究者を大学等の高

等教育機関や民間団

体等から採用・配置

し、青少年教育に関

する研究部門を創設

する。 

 

１．調査及び研究体制の強化  

（１）青少年教育研究センターの運営 

青少年教育に関するナショナルセンターとしての機能を強化するため、青少

年及び青少年教育に関する研究を行う「青少年教育研究センター」を平成 23

年 4 月に設置した。また、外部の有識者を含めた研究会を設置し、調査及び研

究を実施するなど、青少年教育に関わる調査及び研究の充実を図った。 

 

（２）調査及び研究体制の整備 

青少年教育、社会教育、学校教育、青少年の意識調査等の各分野の専門家を

客員研究員として採用・配置し、調査及び研究体制の充実を図った。 

また、職員の資質向上の一環として、調査研究に関心のある教育施設職員を

教育施設が閑散期の一定期間、青少年研究センターにおいて調査及び研究に従

事させることにより、調査研究に知見のある人材の育成を図った（平成 24 年

度 2名、平成 25 年度 1名、平成 26年度 1名）。 

  

 （２）調査及

び研究の実施 

 

青少年教育に

関する基礎的

な調査及び研

究を計画的に

実施するとと

もに、青少年

教育を巡る諸

（２）調査及び研究

の実施 

 

（ａ）基礎的な調査

及び研究の実施 

青少年及び青少年教

育に関する国内外の

情報を収集・分析し、

統計資料の作成や青

少年教育関係文献の

 ２．調査及び研究の実施 

 

 
表 2-15 中期目標期間（平成 23～26 年度）における調査及び研究の実施状況 

（１）基礎的な調査及び研究 

① 少年の体験活動等に関する実態調査 

 ・青少年の体験活動等に関する実態調査［平成 18 年度～］ 

② 少年教育関係施設等基礎調査 

 ・青少年教育関係施設等基礎調査［平成 18 年度～］ 

③ 少年の意識等に関する国際比較調査 
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課題等に対応

した専門的な

調査及び研究

を行う。また、

その成果等に

ついては、青

少年教育に関

する国の政策

立案等にも資

するものとす

る。 

 

データベースの構築

を行うなど、基礎的

な調査及び研究を計

画的かつ継続的に実

施する。 

 

（ｂ）専門的な調査

及び研究の実施 

 

各施設における教育

事業の活用などによ

り、青少年の各年齢

期の課題、困難を有

する青少年の問題、

体験活動の教育効果

に関する調査及び研

究等を実施する。そ

の際、社会学や心理

学等の多様な関連学

問領域との連携を図

る。 

また、都市型の青少

年教育施設に関する

調査研究を実施す

る。 

 

（ｃ）調査及び研究

の成果等の活用 

 

調査及び研究の成果

等については、青少

年教育に関する国の

政策立案等に寄与す

るよう、成果等に基

づいた政策提言を行

う。 

 

・アメリカ合衆国における政府主導の職員研修システムに関する調査［平成23年度～26年度］ 

・諸外国の青少年教育施設等調査（文部科学省委託事業）［平成 24 年度］ 

・日米中韓の青少年の意識調査［平成 25 年度～］ 

④ 少年教育に関する法令・答申・統計データ等の情報収集 

⑤ 少年教育関係文献・資料の調査収集 

（２）専門的な調査及び研究 

① 年齢期における体験活動に関する調査研究 

 子どもの体験活動の実態に関する調査研究［平成 21 年度～24 年度］ 

 ・子供の生活力に関する実態調査［平成 23 年度～］ 

・幼児版生活力チャレンジ［平成 23 年度～］ 

・体験カリキュラムの作成に関する調査研究［平成 26 年度～］ 

② 少年教育施設等で実施される体験活動の教育効果に関する調査研究 

 ・「リフレッシュ・キャンプ」参加者アンケート調査［平成 23 年度］ 

・長期集団宿泊活動の推進と学校支援の在り方に関する研究［平成24年度～25年度］ 

③ 難を有する青少年の体験活動等に関する調査研究 

 ・青少年教育施設を活用したネット依存対策研究事業（文部科学省委託事業）［平成26年度］ 

 ・課題を抱える子どもの体験活動に関する調査研究［平成 23 年度～24 年度］ 

④ 然体験に関わる指導者養成カリキュラムに関する調査研究 

 ・自然体験・野外教育における指導者育成のコーチングに関する基礎研究（科研費）［平成24年度～25年度］ 

 ・自然体験に関わる指導者養成カリキュラムに関する調査研究［平成 23 年度］ 

⑤ どもの読書活動と人材育成に関する調査研究 

 ・子どもの読書活動と人材育成に関する調査研究［平成 23 年度～25 年度］ 

⑥ 少年教育の在り方に関する調査研究 

 ・青少年教育関連職員の研修事業に関する研究［平成 25 年度～］ 

 ・青少年教育史研究［平成 25 年度～］ 

 ・防災教育の観点に立った青少年の体験活動プログラムの調査研究（文部科学省委託事業）［平成23年度］ 

 ・青少年の体験活動の意味と範囲に関する研究［平成 23 年度～25 年度］ 

 ・ふだんの生活などについてのアンケート調査［平成 26 年度～］ 

  

（１）基礎的な調査及び研究の実施 

① 青少年の体験活動等に関する実態調査 

機構においては、青少年教育の充実を図る上での基礎資料を得ること等を目

的として、平成 18年度より青少年の自然体験、生活体験・習慣の実態や自立

に関する意識等について全国規模の調査を実施しており、平成 24 年度に実施

した調査では、青少年の体験活動等の実態や経年変化（平成10年～平成24年）、

「体験活動」と「保護者の子供との関わり（しつけ等）」、「自己肯定感」との

関係などを明らかにした。 

また、平成 26年度は、「子供の貧困対策に関する大綱」（平成 26年 8月 29 日

閣議決定）を踏まえるとともに、ネット依存などの青少年を取り巻く問題を考

慮し、体験活動に関する質問に新たな項目を入れ※、調査を実施した。 

※新たな項目の例 

①

子供の貧困対策・・・保護者を対象とした調査票に、経済状況を問う項目を追加 

②ネット依存・・・青少年を対象とした調査票に、携帯電話やスマートフォン

の使用に関する意識を問う項目を追加 

 

② 青少年教育関係施設等調査 

機構においては 3年に 1度、青少年教育に関する施設等の事業運営に資する

ための基礎データを得ることを目的として、国公立・民間の青少年教育に関わ

る施設等の管理・運営に関する調査を実施している。得られたデータについて

は、集計及び分析に取り組むとともに、データの一部については、機構ホーム

ページ「青少年活動場所ガイド」において情報提供を行っている。 

 

③ 青少年の意識等に関する国際比較調査 
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今後の青少年教育の参考とすることを目的として、4か国（日本、アメリカ、

中国、韓国）の高校生を対象に、調査を実施している。  

本調査は、これまで財団法人日本青少年研究所が毎年テーマを変えて実施し

てきたものであるが、同研究所が平成 25 年 8 月末に解散したことにより、機

構が同調査を引き継ぐこととなり、平成 25 年度に高校生の科学等に関する意

識調査を実施し、集計及び分析の後、平成 26 年度に公表した。 

その他、平成 24 年度においては、文部科学省委託事業として、有識者で構

成する研究会を設置し、イギリス、ドイツ、アメリカ、中国、韓国、フランス

の青少年教育施設及び青少年教育行政の現状等について調査を実施し、国とし

ては法整備、施設の許可、資金援助など民間や公立施設をバックアップする役

割を担っているところが多いことが明らかになった。 

 

④ 青少年教育に関する法令・答申・統計データ等の情報収集 

青少年及び青少年教育に関わる法令・審議会等の答申・各種統計データなど

の情報を随時収集し、機構ホームページの「青少年教育情報ポータル」に掲載

している。 

 

⑤ 青少年教育関係文献・資料の調査収集 

青少年及び青少年教育に関する各種報告書、図書等の文献・資料などを青少

年教育関係機関等から収集し、一般の方が青少年教育情報センターで閲覧でき

るようにするとともに、それらの書誌情報をホームページで提供した。 

 

（２）専門的な調査及び研究の実施 

① 各年齢期における体験活動に関する調査研究 

子供の頃の体験と体験を通して得られる資質・能力の関連性や、どの時期に

どのような体験を行うと効果が高いかを明らかにすることを目的として、外部

の有識者を含めた研究会を平成 20 年度に設置し、子供の頃に身に付けておく

べき生活習慣や技術、礼儀作法などの技能を「生活力」として、これに関する

調査研究を実施した。その研究成果等をもとに、子供の頃に体験しておくべき

事柄について体系化した「体験カリキュラム」の作成に向けて検討を行ってい

る。 

 

② 青少年教育施設等で実施される体験活動の教育効果に関する調査研究 

青少年教育施設等で実施される体験活動が、青少年の成長にどのような影響

を与えるかを明らかにするため、平成 23 年度においては、福島第一原子力発

電所の事故の影響により、外遊びやプールの利用を控えるなど、日常生活の中

で多くのストレスを抱えている福島県の児童生徒を対象に、心身の健全育成や

リフレッシュを図るために、平成 23 年 7 月 21 日から 8月 31 日の間に実施し

た「リフレッシュ・キャンプ」（主催：文部科学省、国立青少年教育振興機構）

の参加者に対して、夏休み前の余暇時間の過ごし方や、キャンプに参加する前

とキャンプに参加した後の意識や気持ち等を調査するアンケートを実施した。

その結果、キャンプの参加前に比べて子供たちの意欲が向上したことなどが明

らかになった。 

また、平成 23 年度から全面実施された小学校学習指導要領において、自然

体験活動を中心とする長期集団宿泊活動が推奨されたことを踏まえ、平成 24

年度から 2か年で青少年教育研究センターと中央が共同で、学校の長期集団宿

泊活動の実施を推進するための調査研究を実施し、集団宿泊活動を担当する教

員の参考となる指導資料「学校教育における『集団宿泊活動』の手引き」を作

成した。 

 

③ 困難を有する青少年の体験活動等に関する調査研究 

課題を抱える子供に対する体験活動の有効性や効果について研究するため、

本部が各教育施設と連携して、各教育施設で実施している、課題（特別支援、

児童養護施設、不登校・ひきこもり・ニート、非行）を抱える子供たちを対象
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とした事業等の成果について、横断的な分析・検討を行うとともに、不登校傾

向の児童・生徒とその親を対象にした親子キャンプをモデル事業として実施す

るなどの調査研究に取り組み、平成 25年 3月に報告書をまとめた。 

 

④ 自然体験に関わる指導者養成カリキュラムに関する調査研究 

安心安全な体験活動を展開していくためには、各地域に一定の知識・技術を

備えた指導者を配置する必要がある。このため、平成 23 年度において、「自

然体験に関わる指導者養成カリキュラムに関する調査研究」に取り組み、NPO

法人自然体験活動推進協議会（CONE）と連携して作業部会を設置し、自然体験

活動指導者養成認定制度及びナショナルスタンダードとなる養成カリキュラ

ムの検討を行った。その後、平成 20 年度から平成 24 年度まで文部科学省の委

託事業として実施してきた自然体験活動指導者養成事業を発展させ、官民協働

で体験活動に関する新たな指導者認定制度を平成 25 年 2 月に創設し、体験活

動に関する正しい知識と経験を有する指導者資格の養成を開始した。 

 

⑤ 子どもの読書活動と人材育成に関する調査研究 

子供（特に中高校生）の読書環境の実態を把握するとともに、読書が成長に

及ぼす効果等について、有識者で構成する研究会及び成人調査、教員調査、外

国調査等のワーキンググループを設置し、平成 23～24 年度に調査研究を実施

し、平成 24 年度に「子どもの読書活動の実態とその影響・効果に関する調査

研究」報告書を公表した。また、平成 25 年度には、上記ワーキンググループ

の研究成果を取りまとめて公表した。 

平成 23 年度は、アメリカ・フランス・ドイツから研究者を招聘して国際シ

ンポジウムを開催した。 

 

⑥ 青少年教育の在り方に関する調査研究 

青少年教育の振興及び青少年の健全育成を図る青少年教育のナショナルセ

ンターとして、国の政策課題や喫緊の青少年教育の課題、青少年教育関係者の

問題意識及び青少年教育の在り方に関して明らかにすべき事項に対し、様々な

専門的な調査研究を実施している。 

このほか、「防災教育の観点に立った青少年の体験活動プログラムの調査研

究（文部科学省委託事業）」、「青少年の体験活動の意味と範囲に関する研究」

などを実施した。 

また平成 27 年度に、都市型の青少年教育施設に関する調査研究を実施する

こととしている。 

 

（３）成果の普及及び他の機関等での活用状況 

① 報告書等の作成 

機構で実施した調査結果等を掲載した「青少年教育研究センター紀要」を作

成し、機構ホームページに掲載するとともに、関係機関・団体などに配布した。

また、調査研究結果についても、報告書やリーフレットを作成し機構ホームペ

ージに掲載するとともに、文部科学省や関係機関・団体などに配布した。さら

に、一般の研究者が二次分析に使うことができる個票データを機構ホームペー

ジからダウンロードできるようにし、その活用を図った。 

特に、平成 25 年度に作成した集団宿泊活動を担当する教員の参考となる指

導資料「学校教育における『集団宿泊活動』の手引き」は、教育委員会や学校

などから校長会や研修会などで使用したいとの依頼が多く、増刷して配布し

た。 

 

② 調査及び研究の成果等の活用状況 

「子どもの体験活動の実態に関する調査研究」、「青少年の体験活動等と自立

に関する実態調査」、「子どもの読書活動の実態とその影響・効果に関する調査

研究」、「『リフレッシュ・キャンプ』参加者アンケート」等の調査結果につい

ては、「今後の青少年の体験活動の推進について（平成 25 年 1 月 21 日 中央
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教育審議会答申）」、「文部科学白書」、「子ども・若者白書（内閣府作成）」など、

国や自治体、民間団体等の資料や新聞報道に活用された。「子どもの体験活動

の実態に関する調査研究」の調査結果については、平成 25 年度大学入試セン

ター試験の問題に引用された。 

また、これまでの調査結果をわかりやすくまとめたリーフレット「かわいい

子には体験を！」や「子どもの頃の読書は豊かな人生の第一歩」について、教

育委員会、公立青少年教育施設及び民間団体等から多数の送付依頼があった。 

 

 

４．その他参考情報 

  

  



34 

 

様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―５ 青少年教育団体が行う活動に対する助成 
当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人国立青少年教育振興機構法 

第三条 

業務に関連する

政策・施策 

政策目標２  

確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体

の育成と信頼される学校づくり 

施策目標２－３ 青少年の健全育成 

関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報 

 

 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

前中期目

標期間最

終年度値 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

― 

計画値 ― ― ― ― ― ― ― 決算額（百万円） 1,351 1,205 1,181 1,581  

実績値 ― ― ― ― ― ― ― 従事人員数（人） 13 10 11 11  

達成度 ― ― ― ― ― ― ―       
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
（見込評価） （期間実績評

価） 

 ５．青少年教育団

体が行う活動に

対する助成 

 

子どもたちの健

全育成のために

は、ＮＰＯ、企業

など「新しい公

共」の担い手とな

る民間の役割が

不可欠であり、特

に地域における

民間主導の子ど

もの健全育成の

ための活動は重

要であることか

ら、主に地域レベ

ルで民間団体が

行う活動に対し、

財政的支援を行

うことにより、民

間団体の活動の

一層の活性化を

図る。 

（１）助成金の交

付 

青少年教育団体

に対し、当該団体

が行う以下の活

動に対して助成

金を交付する。な

お、助成金の交付

に当たっては、文

部科学省が直接

行う同様の助成

事業との役割分

担を踏まえ、より

効果的・効率的な

執行を行う。ま

た、活動事例を収

集するとともに、

関係団体等への

情報提供を行う。 

 

 

（ａ）子どもの体

験活動の振興を

図る活動に対す

る助成 

５．青少年教育団

体が行う活動に

対する助成 

 

（１）助成金の交

付 

青少年教育団体

に対し、当該団体

が行う以下に掲

げる活動に必要

な資金に充てる

ための助成金を

交付する。その

際、体験活動と読

書活動に対する

助成については、

全国各地で広く、

かつ地域に偏り

なく子どもの活

動機会が提供さ

れるよう留意し

つつ、特色ある新

たな取組や、活動

の振興を図る取

組の裾野を拡げ

るような活動を

中心に交付を行

う。なお、助成金

の交付に当たっ

ては、文部科学省

が直接行う同様

の助成事業との

役割分担を踏ま

え、より効果的・

効率的な執行を

行う。 

また、子どもの体

験活動・読書活動

等、助成活動の事

例を収集すると

ともに、ホームペ

ージ等を通じた

関係団体への情

報提供を行う。 

 

（ａ）子どもの体

験活動の振興を

図る活動に対す

る助成 

＜その他の指標＞ 

【青少年教育団体

が行う活動に対す

る助成】 

助成金の交付状況 

・助成事業が的確

に実施され、十分

な成果が得られて

いるか。 

・助成金は、全国

各地で広く、かつ

地域に偏りなく交

付されているか。 

・特色ある新たな

取組、取組の裾野

を拡げるような活

動に交付されてい

るか。 

 

客観性・透明性の

確保状況 

・選考手続き等に

客観性や透明性が

確保されている

か。 

 

資金の確保、運

用・管理の状況 

・民間企業等から

の寄附金獲得のた

めの活動が積極的

に行われている

か。 

・資金の運用及び

管理について、客

観性及び透明性が

確保され、安全性

の高い金融商品等

で運用し、適切に

管理されている

か。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2期中期目標期間（平成 23～27 年度）見込実績自己評価書 

P2-36～2-41（第 2章 5 1～4） 

＜自己評価書参照箇所＞ 

第 2 期中期目標期間（平成 23～27

年度）見込実績自己評価書 

P2-42（第 2章 5 5） 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理

由＞ 

助成金の応募数が

約 8 割の都道府県

において増加した

ことや、助成金の

審査は、基本方針

や採択結果等をホ

ームページに掲載

するなど選考手続

き等の客観性・透

明性の確保に努め

ている。資金の確

保については、毎

年度 7 から 8 百万

円の民間出えん金

を確保していると

ころであるが、機

構のこれまでの実

績が認められたり

するなどして、平

成26年度に大口の

出えん金を獲得

し、平成 22年度末

と比較して、約 11

倍の多額の出捐金

の獲得につながっ

ている。 

 助成事務手続き

の見直し等に関す

る取組としては、9

割の団体から支持

を受けた「内定」

手続の廃止や、応

募団体側の目線に

立った前期・後期

の年2回の応募等、

さらに事務手続き

の簡素化の一環と

して電子申請シス

テムを導入するな

ど改善が図られて

いる。また、子供

の貧困対策に関す

る取組として、経

済的に困難な状況

にある子供を対象

とした活動に参加

＜評定に至った

理由＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

 

５ 青少年教育団体が行う活動に対する助成 

 

機構では、青少年の健全な育成のため、地域の団体が実施する様々な体験活動や読書活動等への

財政的支援を行っている。 

平成 23～26 年度においては、計 18,818 件の応募があり、計 13,789 件を助成した。この助成に

より、2,594,877 人に様々な体験活動や読書活動の機会を提供することについて支援することがで

きた。また、子供の体験活動等を支援する指導者等を対象とした活動には、179,205 人が参加して

いる。（表 2-16-1 参照） 

 

表 2-16-1 助成金の応募状況（活動区分別）                   （単位：件） 

 

表 2-16-2 助成金の応募状況（金額）                     （単位：千円） 

 

表 2-17 助成活動への参加状況                       （単位：人） 

助成対象活動区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

体験活動 
応募 3,615 3,988 4,011 4,434 16,048 

確定 2,562 2,682 2,801 3,767 11,812 

読書活動 
応募 644 613 571 617 2,445 

確定 513 432 449 500 1,894 

教材開発・普及活動 
応募 113 64 64 84 325 

確定 29 19 12 23 83 

合 計 
応募 4,372 4,665 4,646 5,135 18,818 

確定 3,104 3,133 3,262 4,290 13,789 

助成対象活動区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

体験活動 
応募 2,026,818 1,964,790 1,931,018 1,953,086 7,875,712 

確定 978,284 975,683 967,220 1,290,538 4,211,725 

読書活動 
応募 302,008 267,865 222,926 242,229 1,035,028 

確定 172,409 134,720 125,921 145,743 578,793 

教材開発・普及活動 
応募 930,051 503,791 447,538 529,223 2,410,603 

確定 198,636 91,867 86,202 140,892 517,597 

合 計 
応募 3,258,877 2,736,446 2,601,482 2,724,538 11,321,343 

確定 1,349,329 1,202,270 1,179,343 1,577,173 5,308,115 

区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

子供を対象とする活動 

体験活動 488,801 505,128 587,568 674,111 2,255,608 

読書活動 101,878 82,546 78,788 76,057 339,269 

合 計 590,679 587,674 666,356 750,168 2,594,877 

フォーラム等振興普及活

動・指導者養成 

体験活動 14,020 8,438 11,030 9,726 43,214 

読書活動 49,694 32,609 26,685 27,003 135,991 

合 計 63,714 41,047 37,715 36,729 179,205 

合   計 

体験活動 502,821 513,566 598,598 683,837 2,298,822 

読書活動 151,572 115,155 105,473 103,060 475,260 

合 計 654,393 628,721 704,071 786,897 2,774,082 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

青少年教育団体が行う活動に対

する助成については、応募数、採

択数、参加人数とも平成 23 年度か

ら 26 年度にかけて増加傾向にあ

り、約 8 割の都道府県において応

募数が増加しており、全国各地で

広く、かつ地域に偏りなく子供の

活動機会が提供されるよう留意し

ながら助成金を交付した。また、

団体等に助成するに当たり、年 2

回の募集の制度化、電子申請の導

入など、申請手続きの見直し等に

取り組んだ。 

 さらに、平成 26 年度には、国の

重要な政策課題である子供の貧困

問題に対応するため、経済的に困

難な状況にある子供の負担が軽減

されるよう新たに措置を講じた。 

加えて、平成 23年度以降、寄附

の継続を働きかけるなど積極的な

募金広報を展開し、 平成 26年度

末における出えん金の残高は、大

口の出えん金を獲得したことから

平成 22 年度末と比較し、約 11 倍

と大幅に増額した。 

これらの事を総合的に勘案して

Ａ評定とした。 

 

 

【助成金の交付に関する計画】 

 青少年教育団体が行う活動に対

し助成をするに当たり、特に平成

26 年度は募集説明会を 31 か所で

開催するなど、従前の５倍以上の

規模で広報するとともに、他の団

体等が主催する会議にも参加し、

本助成金を通じて、体験活動の裾

野がより広がるよう働きかけを行

った。 

 その結果、平成 26年度の応募件

数は5,135件と平成23年度と比べ

約 700 件以上増加するとともに、
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（ｂ）子どもの読

書活動の振興を

図る活動に対す

る助成 

（ｃ）インターネ

ット等を通じて

提供することが

できる子ども向

けの教材の開発

を行う活動に対

する助成 

①子どもを対象

とする自然体験、

社会奉仕体験、職

業体験、科学技術

体験、交流体験等

の体験活動の機

会を提供する活

動 

②指導者の養成

や関係団体間の

交流・連携等、子

どもを対象とす

る体験活動を支

援するための活

動 

 

（ｂ）子どもの読

書活動の振興を

図る活動に対す

る助成 

 

①子どもを対象

とする読書会、読

み聞かせ等の読

書活動を推進す

る活動 

②読書ボランテ

ィアの養成や関

係 団 体 間 の 交

流・連携等、子ど

もを対象とする

読書活動を支援

するための活動 

（ｃ）インターネ

ット等を通じて

提供することが

できる子ども向

け の 教 材 の 開

発・普及を行う活

動に対する助成 

１．助成活動の募集 

 

（１）募集に係る広報の状況 

① 募集説明会の実施等 

助成活動の募集については、全国で募集説明会を開催しており、平成 26年度募集においては 31

か所（平成 25年度 6か所）で開催した。また、PTA 等の主催会議にも出向き、様々な機会を活用

して子どもゆめ基金の説明会を実施した。 

 

② 周知を図る取組 

助成活動の事例と申請時のポイントをまとめた「子どもゆめ基金ガイド」を作成し、全国の関係

機関等へ配付するとともに、ホームページに掲載し広く情報提供を行った。 

また、各都道府県等の担当者を集めた「都道府県・政令指定都市 青少年体験活動担当者会議」

を開催し、子どもゆめ基金の更なる周知と理解促進を図った。その結果、都道府県等で行われる会

議において子どもゆめ基金が周知されたほか、平成 26年度末までに、45の都道府県等において申

請・相談窓口が設置された。 

全教育施設においては、「子どもゆめ基金体験の風リレーションシップ事業」を実施し、子ども

ゆめ基金の周知を図った。 

 

（２）助成金の応募状況（表 2-16-1～5参照） 

平成 23～26 年度助成活動の分野別の応募件数は、体験活動計 16,048 件、読書活動計 2,445 件、

教材開発・普及活動計 325 件、合計 18,818 件である。 

なお、都道府県別に見ると、東京都、大阪府、北海道の応募が多く、平成 26 年度の応募件数は、

平成 23 年度と比較し、約 8割の都道府県において増加した。 

また、応募団体数は、計 10,542 団体であり、このうち新規の応募団体数は、計 4,065 団体（全

体の 38.6％）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加えて、応募団体数も 2,880 団体

となり、平成 23 年度と比べ、約

400 団体以上増加した。更には、

助成が確定した活動への参加人数

も 786,897 人となり、平成 23年度

と比べ約 132,500 人増加したこと

から、体験活動の裾野が着実に広

がっている。 

 また、本助成金ではひとり親や

知的障害を持つ子供たちを対象と

した活動に対しても支援を行い、

特に平成 26 年度は「子供の貧困対

策に関する大綱」（平成 26 年８月

閣議決定）を踏まえ、通常は助成

対象外とされている参加者の交通

費・宿泊費などの自己負担経費を

助成対象とするなど、国の重要な

政策課題に対しても積極的に取組

を進めた。 

 さらに、平成 27年度助成から、

これまで全国及び都道府県規模で

継続して行う活動への助成の上限

を５年間としていたが、団体が活

動内容等の見直しを行っている場

合は、６年目以降の活動も助成金

の対象とするなど、助成団体のニ

ーズを踏まえ、制度そのものの改

善を進めた。 

 

 

【選考手続き等の客観性及び透明

性の確保】 

 毎年、助成活動の審査は、体験

活動や読書活動の分野において実

務経験を持ち、青少年教育に高い

識見を有する外部有識者で構成す

る「子どもゆめ基金審査委員会」

で行った。 

さらに平成 26年度助成から、選

考手続きにおいて自然体験活動に

関する応募案件を審査する専門委

員会は、他の委員会に比べ審査件

数が多いことから、現在設置して

いる３つの自然体験活動専門委員

会に加え、新たに専門委員会を１

つ設置し、多数の応募があった場

合でも客観性・透明性の高い審査

が確実に行えるような体制を整備

した。 

 

 

【資金の確保、運用及び管理の客

観性及び透明性の確保】 

 平成 23年度以降、寄附者に対し

する子供の負担が

軽減されるような

措置を講ずるな

ど、政府の政策実

現に寄与してい

る。 

 

これらのことから 

当該項目は、総合

的に勘案し、中期

目標における所期

の目標を達成して

いると認められる

ためＢ評定とし

た。 

 

＜今後の課題＞ 

新規団体の拡大

や、地域に偏りが

でないように引き

続き、戦略的な広

報活動を行ってい

くことが重要であ

る。 

 

＜WT 委員からの助

言＞ 

交付した団体が確

実に計画通りに事

業が実施できるよ

う、職員がきめ細

かい指導・助言に

努めることが重要

である。 
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表 2-16-3 助成金の応募・採択状況（都道府県別）              （単位：件） 
 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

 応募件数 採択件数 応募件数 採択件数 応募件数 採択件数 応募件数 採択件数 

北海道 264 233 289 213 268 195 248 237 

青森県 20 18 32 26 28 23 34 29 

岩手県 31 30 48 41 36 31 47 36 

宮城県 59 47 62 45 70 54 53 48 

秋田県 24 16 23 14 26 21 34 32 

山形県 20 19 26 25 27 26 43 38 

福島県 53 38 48 30 52 24 97 82 

宮城県 66 51 64 48 49 36 67 62 

栃木県 85 69 85 69 71 63 68 62 

群馬県 58 51 61 44 73 48 72 66 

埼玉県 99 79 140 107 135 107 175 154 

千葉県 146 120 175 126 159 130 220 199 

東京都 740 566 748 520 781 574 829 754 

神奈川県 149 102 155 92 146 106 174 150 

新潟県 100 72 74 64 99 75 94 87 

富山県 24 23 20 15 21 18 22 16 

石川県 54 44 43 34 62 46 56 54 

福井県 47 39 59 51 71 44 45 41 

山梨県 35 33 29 26 46 39 65 59 

長野県 120 97 116 86 101 74 110 94 

岐阜県 84 62 74 54 89 64 75 70 

静岡県 80 61 91 68 89 68 116 105 

愛知県 120 86 137 101 129 104 207 181 

三重県 35 27 44 28 45 34 40 35 

滋賀県 89 81 96 75 85 73 64 60 

京都府 98 77 107 69 80 56 107 94 

大阪府 359 278 438 328 412 334 426 386 

兵庫県 180 144 196 149 213 166 237 204 

奈良県 47 35 72 55 73 52 73 62 

和歌山県 38 33 61 44 55 42 66 58 

鳥取県 19 16 19 11 11 7 14 12 

島根県 35 25 22 18 35 27 32 32 

岡山県 59 50 59 46 59 45 96 77 

広島県 42 33 40 28 34 21 55 41 

山口県 36 30 28 21 28 25 41 36 

徳島県 72 62 86 58 62 44 57 53 

香川県 38 30 30 23 43 28 48 42 

愛媛県 36 32 42 35 53 46 81 70 

高知県 21 18 37 28 33 25 46 40 

福岡県 237 203 232 184 205 153 218 200 

佐賀県 16 12 11 9 16 11 20 18 

長崎県 62 56 59 48 62 38 35 34 

熊本県 114 95 106 82 118 86 111 98 

大分県 28 24 32 25 40 33 41 38 

宮崎県 42 35 46 36 65 53 70 64 

鹿児島県 151 120 154 106 152 120 166 155 

沖縄県 40 29 49 28 39 28 40 30 

合計 4,372 3,501 4,665 3,433 4,646 3,517 5,135 4,595 

 

表 2-16-4 助成金の応募状況（団体種別）                  （単位：団体） 

団 体 種 別 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

財団法人・社団法人 221 218 261 317 1,017 

特定非営利活動法人 557 577 676 692 2,502 

法人格を有しない団体等 1,682 1,754 1,716 1,871 7,023 

合     計 2,460 2,549 2,653 2,880 10,542 

 

て、寄附者名を掲載したグッズを

送付し、寄附の継続を働きかける

など積極的な募金広報を展開し、 

平成 26 年度末における出えん金

の残高は、大口の出えん金を獲得

したことから平成 22 年度末と比

較し、約 11 倍と大幅に増額した。 

 

 

＜課題と対応＞ 

引き続き、全国各地で広く、か

つ地域に偏りなく子供の活動機会

が提供されるよう、教育施設や都

道府県等との連携・協力を促進し、

地域に密着した広報活動の展開や

制度改善を行っていきたい。 

 また、資金の確保についても、

民間企業等からの出えん金獲得の

ための活動を積極的に行う予定で

ある。 
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表2-16-5 助成金の応募状況（新規団体数）                  （単位：団体） 

団体種別 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

新規団体数 
792 838 919 1,516 4,065 

(32.2%) (32.9%) (34.6%) (52.6%) (38.6%) 

 

  

２．助成金の交付 

（１）助成金の交付状況 

助成金の交付に際しては、外部有識者から構成される「子どもゆめ基金審査委員会」に審査を諮

問し、特色ある取組や裾野を広げるような活動を中心に助成するという基本方針で交付した。平成

23～26 年度においては、計 13,789 件・計 5,308,115 千円を助成した。 

 

（２）事務手続きの見直し等に関する取組 

① 平成 25 年度助成から「内定」の手続きを廃止した。団体に対するアンケートでは、9 割の団

体から支持された。 

② 平成 25 年度助成から前期と後期に分けて年に 2回募集した。 

③ 平成 26 年度助成から電子申請を導入した。その結果、平成 26 年度申請件数の半数近くが電子

申請によるものであった。 

④ 平成 27 年度助成から、全国及び都道府県規模で継続して行う活動への助成を 5年間までとす

るこれまでの制度を、活動内容等の見直しを行っている場合は、6年目以降の活動も助成金の対

象とするよう見直した。 

また、「子供の貧困対策に関する大綱」（平成 26年 8 月 29 日閣議決定）を踏まえ、機構におい

て「青少年の自立する力応援プロジェクト」を立ち上げて、その中で、民間団体が経済的に困難

な環境にある子供を対象とした体験活動や読書活動を行う場合、通常は助成対象外とされている

参加者の交通費・宿泊費などの自己負担経費を特に助成の対象とすることで、子供の負担が軽減

されるよう措置を講じた。 

 

（３）適正な助成に向けた取組 

助成活動の実施状況と経理状況を確認するため、平成 23～26 年度においては、276 件を抽出し

調査を行った。調査結果はおおむね適正であったが、関係書類の管理に不備が見受けられた団体に

ついては、改善するよう指導した。 

 

（４）助成金の成果 

平成 23～26 年度においては、10,542 団体、13,789 件の活動に助成したことにより、2,594,877 人

に様々な体験活動や読書活動の機会が提供され、子供の体験活動等を支援する指導者等を対象とした

活動には、179,205人の指導者が参加した。 

 

 （２）選考手続き

等の客観性及び

透明性の確保 

 

助成金の交付に

係る選考手続き

等に関し、客観性

及び透明性を確

保する。 

 

（２）選考手続き

等の客観性及び

透明性の確保 

 

引き続き、外部専

門家や有識者等

の参加を得た第

三者による委員

会を設置（必要に

応じて分野ごと

の専門委員会を

置く。）し、審査

方法等選定に関

する基準を策定

の上、審査を行

い、採択結果及び

選考に関する基

 ３．選考手続き等の客観性及び透明性の確保 

（１）選考手続きの状況 

①  審査委員会組織及び審査体制（図 2-17 参照） 

助成活動の審査は、体験活動や読書活動の分野において実務経験を持ち、青少年教育に高い識

見を有する外部有識者で構成する「子どもゆめ基金審査委員会」で行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

詳細は上記の参照箇所に

譲り、左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 
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準をホームペー

ジ等により公表

する。 

 

 

図 2-17 平成 26 年度助成審査委員会の審査体制 

 

 

  

 

 

 

 

（注）自然体験活動第 4 専門委員会は、平成 26 年度助成より新設。 

 

② 審査委員会及び各専門委員会の審査方法 

助成に係る審査については、審査委員会が定めた助成金交付の基本方針を踏まえ、各専門委員会

が審査の方法等について認識の共有を図り、助成対象活動の評定を行い、審査委員会へ報告した。

審査委員会においては、各専門委員会の評定結果に基づき、助成対象活動の採択を行った。 

 

（２）選考手続き等の客観性及び透明性の確保に関する取組 

審査状況や採択結果のほか、助成金交付の基本方針（選考基準）、審査委員・専門委員名をホ

ームページに掲載するとともに、都道府県教育委員会にも資料提供を行い、客観性・透明性の確

保に努めた。 

 

専 門 委 員 会 

自然体

験活動

第 1 専

門委員

会 

自然体

験活動

第 2 専

門委員

会 

自然体

験活動

第 3 専

門委員

会 

自然体

験活動

第 4 専

門委員

会 

科学体

験活動

専門委

員会 

交流体

験活動

第 1 専

門委員

会 

交流体

験活動

第 2 専

門委員

会 

交流体

験活動

第 3 専

門委員

会 

社 会 奉

仕 ・ 職

場・その

他 の 体

験 活 動

第1専門

委員会 

読書活

動第 1

専門委

員会 

読書活

動第 2

専門委

員会 

教材開

発・普

及活動

専門委

員会 

3 人 3 人 3 人 3 人 3 人 3 人 3 人 3 人 3 人 3 人 3 人 5 人 

 （３）資金の確

保、運用及び管理

の客観性及び透

明性の確保 

 

資金の確保につ

いては、民間から

の寄附の一層の

獲得に努める。ま

た、資金の運用及

び管理において

は、客観性及び透

明性を確保し、安

全性に十分留意

するとともに、資

金により生じた

運用益の使途を

明確にする。 

 

（３）資金の確

保、運用及び管理

の客観性及び透

明性の確保 

 

資金の確保につ

いて、全国規模で

ある法人のメリ

ットを活かして、

民間企業等から

の寄附金獲得の

ための活動を積

極的に行う。資金

の運用及び管理

については、資金

管理委員会によ

り客観性及び透

明性を確保する

とともに、安全性

が高い金融機関

及び金融商品で

運用し、適切に管

理する。 

 

 ４．資金の確保、運用及び管理の客観性及び透明性の確保 

 

（１）資金の拡大についての活動状況 

① 出えん金の募集広報の状況 

ア．振替払込書付きの募金のチラシを作成し、各教育施設の教育事業の参加者や利用者に配付する

とともに、全国で開催した普及啓発事業の参加者に配付し、募金広報を展開した。 

 

イ．ホームページ、募金のチラシ、子どもゆめ基金ガイド、手提げ袋、クリアファイルに基金への

募金依頼及び寄附者名を掲載することにより、多くの方々に募金広報と寄附者の紹介を行った。

また、子どもゆめ基金ガイドに募金の振替払込書をつづり込み、募金広報を充実するとともに、

寄附者への便宜を図った。 

また、平成 25・26 年度の寄附者に対して、寄付者名を掲載した上記のグッズを送付し、寄

附の継続を働きかけた。 

 

ウ．ホームページの寄附者一覧のページを毎月更新し、寄附していただいた企業や機関・団体、個

人の名前を迅速に公表した。 

 

エ．教育施設に募金箱を設置し、募金箱に子どもゆめ基金のチラシや振替払込書付きの募金のチラ

シを設置し、教育施設の利用者を対象に募金の周知を図った。 

 

オ．センター構内設置の清涼飲料水等の自動販売機の売り上げの一部を寄附金として受け入れてい

る。また、清涼飲料水販売会社と連携し、子どもゆめ基金の説明やキャラクターを表記した自動

販売機を考案し、機構以外に設置した場合も同様に売り上げの一部を寄附金として受け入れてい

る。 

 

カ．民間のカード会社と契約し、ポイント還元対象の一つとして「子どもゆめ基金へ募金」を設定

  

理 事 長 

②付託                       ③報告 

 

①諮問 ④答申 

審査委員会（13人） 
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し、寄附の拡充を図るとともに、子どもゆめ基金の周知を図った。 

 

キ．子どもゆめ基金の認知度を向上させるとともに、基金に対する一層の周知を図るため、以下の

取組を実施した。 

ａ．子どもゆめ基金紹介リーフレットを作成し、各教育施設の教育事業の参加者や利用者に配付す

るとともに、全国で開催した普及啓発事業の参加者に配付した。 

ｂ．「子どもゆめ基金」、「読書・手伝い・外あそび」、「かがやく先輩からのメッセージ」、「体験の

風をおこそう」、「早ね早おき朝ごはん」と印刷した絆創膏 5枚セットに、「かすり傷は、子ども

の勲章！」とのメッセージを添えて、全教育施設を活用して話題性のある広報を行った。 

 

② 資金の確保 

平成 23～26 年度においては、民間からの出えん金として、830,033,384 円（累計額 911,892,237

円）を受け入れた。 

特に、平成 26年度には大口の出えん金（800,000,000 円）を獲得している。 

 

（２）資金運用の実施状況 

資金の運用については、資金等運用規則に基づき、資金管理委員会の審議結果を踏まえ、運用可

能な金融商品すべてについて、金融機関等からの提案のうち、最も有利な金融商品を選定し、金融

情勢に応じて安全かつ効率的な運用を図っている。 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項） 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―６ 共通的事項 
当該事業実施に 

係る根拠 

独立行政法人国立青少年教育振興機構法 

第三条 

業務に関連する

政策・施策 

政策目標２  

確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体

の育成と信頼される学校づくり 

施策目標２－３ 青少年の健全育成 

関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 

前中期目

標期間最

終年度値 

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度  

 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 

― 

計画値 ― ― ― ― ― ― ―  決算額（百万円） 2,139 1,991 2,046 2,439  

実績値 ― ― ― ― ― ― ―  従事人員数（人） 336 335 333 332  

達成度 ― ― ― ― ― ― ―        
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載  



42 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ６．共通的事

項 

 

上記の１～５

に掲げる各業

務間の有機的

な連携を推進

す る と と も

に、各業務の

性 質 に 応 じ

て、以下の内

容について取

り組む。 

 

（１）広報の

充実 

 

業務全般につ

いて、広く国

民に対する情

報発信機能を

強 化 す る た

め、インター

ネットやマス

メディア等を

通じたより効

果的な広報を

充実し、国民

の青少年教育

に対する理解

を 増 進 さ せ

る。 

 

６．共通的事

項 

 

上記の１～５

に掲げる各業

務間の有機的

な連携を図る

とともに、そ

の特質に応じ

て、以下の事

項を行う。 

 

 

 

（１）広報の

充実 

 

国民の青少年

教育に対する

理解を増進す

るとともに、

機構の業務内

容の周知や各

施設の研修利

用の促進を図

るため、事業

等の目的・内

容及び成果並

びに各施設の

情報などにつ

いて、インタ

ーネットやマ

スメディアの

積 極 的 な 活

用、刊行物等

広報関係資料

の配付や青少

年教育に関連

するデータベ

ースの構築・

更新などによ

り、一層効果

的かつ戦略的

な広報を実施

する。 

 

＜その他の指標＞ 

【共通的事項】 

広報の状況 

・インターネットや

マスメディアの活用

がなされているか。 

・青少年教育に関連

するデータベースの

構築・更新がなされ

ているか。 

・刊行物等広報関係

資料の配布がなされ

ているか。 

 

成果の普及の状況 

・開発したプログラ

ムを汎用性のあるプ

ログラムとして提供

するなどの工夫がな

されているか。 

・様々な機会を活用

して、適時適切な情

報提供が行われてい

るか。 

・成果の普及状況や

公立施設・関係機

関・団体等のニーズ

把握のための各種情

報収集が行われてい

るか。 

 

点検・評価の状況 

・対象者や団体に対

するアンケート調査

が的確に実施され、

その結果が随時改善

に活かされている

か。 

・業務全般に関する

自己点検・評価や、

第三者による外部評

価が実施され、評価

結果が業務の改善に

反映されているか。 

 

安全性の確保の状況 

・日常的に施設設備

の安全点検が実施さ

れているか。 

・ヒヤリ・ハット事

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2期中期目標期間（平成 23～27 年度）見込実績自己評価書 

P2-43～2-51（第 2章 6 1～5） 

＜自己評価書参照箇所

＞ 

第 2期中期目標期間（平

成 23～27 年度）見込実

績自己評価書 

P2-51～2-52（第 2 章 6 

6） 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

評定の根拠に当たって

は以下のとおりである。 

○広報の充実 

新たな広報の方法とし

て、ホームページから教

育事業の申込みができ

るシステムの導入や、動

画サイトＹｏｕＴｕｂ

ｅを用いた活動紹介ペ

ージ「体験遊びナビチャ

ンネル」の開設など、利

用者目線に合った広報

の工夫を凝らし、ホーム

ページによる広報の強

化及びメディアの積極

的な活用などにより広

報の充実に努めている。

これらの取組が一因と

なって、平成 24 年度～

平成 26 年度までの総利

用者数は、3年連続で500

万人を上回るなどの成

果が得られた。 

○各業務の成果の普及

新たに成果を意図的・計

画的に公立青少年教育

施設等に普及させるた

め、実際に公立青少年教

育施設等でプログラム

等が実施されるよう試

行的な事業として、公立

青少年教育施設等の職

員と一緒に取り組むな

ど、活動プログラムや事

業の運営方法等の成果

の普及推進に努めてい

る 

○各業務の点検・評価の

推進 

利用団体に対するアン

ケート調査結果による

利用者の要望・意見を取

り入れた改善策を講じ

るとともに、第三者によ

る外部評価を実施し、委

員からの指摘事項につ

いて速やかに関係部署

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

 

１．広報の充実 

機構は、青少年教育に対する理解を増進させ、機構の取組の周知を図り、教育施設の利用促進

や事業への参加を促すため、対象者に応じた様々な広報を実施している。 

「体験の風をおこそう」運動や「早寝早起き朝ごはん」国民運動、子どもゆめ基金などの普及

啓発、体験活動プログラムの実施方法や留意点などを分かりやすくまとめた冊子「体験・遊びナ

ビゲーター」等の広報関係資料を作成するとともに、機構の取組の周知を図るため、新聞・雑誌

へ事業に関する記事の連載、事業成果等のホームページでの提供、概要やリーフレット等の広報

資料の配布を行った。さらに、教育施設の利用や事業参加を促進するため、直接訪問を基本に、

郵送、ホームページ等により事業や利用案内などの広報資料を発信するとともに、普及啓発事業

を実施した。 

これらの取組は、平成 24 年度以降の総利用者が 3 年連続 500 万人を突破するなど、利用者数

確保へ成果として現れている。 

 

（１）ホームページによる広報（表 2-18 参照） 

機構ホームページでは、本部内の各部署及び各教育施設と連携し、事業の募集や成果の報告な

どの最新の情報を提供している。 

平成 23〜26 年度においては、ホームページから教育事業の申し込みができるシステムの導入

（平成 24 年度）や、動画サイト YouTube を用いた活動紹介ページ「体験遊びナビチャンネル」

の開設（平成 26 年度）などを行った。また、教育施設においては、ホームページのリニューア

ル、職員によるブログや Facebook ページの開設、写真や動画での活動内容や事業紹介、メール

マガジンの発行、ライブカメラの設置など、ホームページによる広報を充実させ体験活動の普及

にも努めるとともに、空室状況やキャンセル情報を掲載するなど、利用者の利便性の向上にも取

り組んだ。 

 

表 2-18 機構本部ホームページのトップページアクセス数      （単位：件） 

年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

アクセス数 465,776 322,234 295,343 349,991 1,433,344 

 

（２）メディアの活用 

本部では、平成 23〜26 年度において、文部科学省の記者クラブを通じて計 41 回のプレスリリ

ースを行った。特に、調査研究結果の発表については、報道機関を集めて記者会見を開催したこ

とにより、新聞やニュース等において大きく取り上げられ、広く周知することができた。 

また、日本教育新聞（日本教育新聞社）、教育ジャーナル（学研教育みらい）、SYNAPSE[シナプス]

（ジアース教育新社）の 3誌に継続的に各教育施設における事業成果などを掲載しているほか、

平成 24 年度において「早寝早起き朝ごはん」国民運動などで展開したエコ生活キャンペーンに

ついては、内閣府に依頼を行った結果、政府広報として全国紙及び地方ブロック紙に突き出し広

告が掲載された。 

その他、平成 26年度においては、「体験・遊びナビゲーター」に掲載している活動例を広くか

つ分かりやすく周知し、活動時の参考としてもらうことを目的に、株式会社フジテレビ KIDS と

連携し、BS フジで放送されている「be ポンキッキーズ」の１コーナーとして、子供たちと一緒

に様々なことにチャレンジする企画として「ガチャピン・ムックの体験ナビ」を、計 22 回（平

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

各種メディアの活用

等による広報の充実、活

動プログラムや事業の

運営方法等の成果につ

いて公立青少年教育施

設等に対する成果の普

及、アンケート調査やそ

の結果を踏まえた業務

への改善など各業務の

点検・評価の推進、各業

務における安全性の確

保、民間団体・企業・ボ

ランティア等の参画の

推進に積極的に務めた。 

特に、国の喫緊の課題

である子供の貧困対策

に係る取組として、新た

に「青少年の自立する力

応援プロジェクト」を立

ち上げて、「子供の貧困

対策に関する大綱」（平

成26年8月29日閣議決

定）に明記されている取

組だけでなく、それ以外

の取組として、児童養護

施設等を退所後、高等教

育機関に進学した学生

の生活及び自立を支援

する「学生サポーター」

制度の創設を行い、12

名を 9 施設に配置する

など、機構を挙げた取組

を行っていることなど

から、Ａ評定とした。 

 

【広報の充実】 

広報については、関係

団体をはじめ一般の

方々に青少年教育への

理解を増進していただ
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例の蓄積、施設間で

の共有がなされ、公

立施設等外部の機関

に対して、体験活動

の安全性の確保に関

する発信がなされて

いるか。 

・安全マニュアルの

整備・充実やその遵

守に取り組まれてい

るか。 

・職員研修、利用者

への安全指導の徹底

が行われているか。 

 

民間団体等の参画状

況 

・民間団体・企業等

の参画を得た事業等

が実施されている

か。 

・各分野の専門的な

指導者の協力を得た

事業運営に取り組ま

れているか。 

・ボランティアの登

録・研修が進められ

ているか。 

成 26 年 4～7 月（計 13回）、平成 27年１～3月（計 9回））にわたって放送した。また、「体験・

遊びナビチャンネル」としてホームページにも掲載した。 

各教育施設においても、地元のテレビや新聞、ラジオ、広報誌などに積極的に PR 活動を行い、

その結果、事業案内や活動内容の様子が取り上げられ、多くの教育事業参加者や利用者を集める

ことができた。 

 

（３）青少年教育に関係する情報提供 

① 青少年教育に関係するデータベース 

機構ホームページの青少年教育情報ポータルにおいては、全国の青少年教育関係施設を紹介す

る「青少年活動場所ガイド」、各教育施設が実施した教育事業プログラムを紹介する「教育事業

プログラム検索」、青少年教育関係資料の書誌情報を紹介する「青少年教育情報センター図書検

索」、調査研究報告書の全文データを掲載する「調査研究報告書検索」などを提供しており、各

データベースについては、毎年度プログラムや青少年教育情報センターで収集した資料の書誌情

報を追加するとともに、機構で実施した調査研究の二次分析に使える個票データを提供する仕組

みの構築（平成 23 年度）を行うなど、利用者の利便性の向上にも取り組んでいる。なお、平成

23〜26 年度の青少年教育情報ポータルアクセス数は、1,345,362 件である。 

 

② 青少年教育情報センター 

平成 26 年度末現在、青少年教育情報センターに所蔵している書籍・資料は、国・地方公共団

体及び青少年関係機関・団体等が発行する答申や事業報告書、調査研究報告書等の行政資料・団

体資料（約 32,600 冊）、青少年教育や青少年心理、学校教育・社会教育等の青少年教育関係図書

（和書約 34,300 冊、洋書約 3,260 冊）、青少年教育関係機関等が発行する定期刊行物等（約 190

誌、約 22,800 冊）、青少年教育関係の DVD 等の視聴覚資料（約 2,100 本）であり、毎年度蔵書等

数を増やしている。なお、平成 23〜26 年度の入館者数は、73,193 人であった。 

 

（４）広報関係資料の配布 

本部では、機構の紹介や調査結果をわかりやすくまとめたリーフレットやポスターを青少年教

育施設や大学及び読書活動を推進している民間団体等に広く作成・配布するほか、イベントへの

出展、機構職員の講演などの機会においても配布した。さらに、「体験の風をおこそう」運動、「早

寝早起き朝ごはん」国民運動及び子どもゆめ基金の広報資料については、全国規模の会議やイベ

ント等を通じても配布している。 

なお、各教育施設においては、幼稚園・保育所、学校、企業、スポーツ団体など対象別の利用

促進チラシ、近隣の体験活動関連施設・団体との合同パンフレット、広報用 DVD や広報誌などを

作成し、郵送したりイベント時に配布するとともに、職員が直接訪問して配布することを基本と

した広報に特に力を入れて実施している。 

 

き、機構の取組について

の周知を図り、施設の利

用や事業に参加しても

らうことで、各教育施設

の利用促進を図ること

を目標としている。 

 

 

【各業務の成果の普及】 

 機構の業務の成果等

の活用・普及を図るた

め、活動プログラムや事

業の運営方法等の成果

について公立青少年教

育施設等に対し積極的

に情報提供を行った。 

 平成 23～26 年度にお

いて、計 499 件の開発し

たプログラムや活動プ

ログラム等が公立施設

等で活用・実施されてい

る。特に、平成 26 年度

においては、機構で開発

したプログラム等が公

立施設等で 109 件活用

されており、平成 25 年

度に比べ 41 件も増加し

ている。これは、教育施

設職員が関係団体と連

携し、ニーズに合ったプ

ログラム開発の試行事

業を実施した成果と言

える。 

 

 

【各業務の点検・評価の

推進】 

利用団体に対するア

ンケート調査について

は、利用者の要望・意見

を取り入れ改善策を講

じるとともに、効果的に

施設運営に反映できる

ようなアンケート項目

自体も見直した。 

平成 28 年度から「新

施設利用アンケート」を

本格実施できるよう、平

成 27 年度においては全

教育施設で試行的に実

施することとしている。 

 

 

【各業務における安全

へ伝達し、対応の検討の

上、業務改善に努めてい

る。 

○各業務における安全

性の確保 

日常的な施設整備の安

全点検として、教育施設

が作成している「危機管

理マニュアル」等の最新

の内容に更新されてい

るか把握をし、かつ改訂

版の提出について、教育

施設への周知徹底を図

ることに加え、新たに

「安全管理関連ポータ

ルサイト」及び「安全点

検チェックリスト」など

のコンテンツを設け、各

教育施設への周知徹底

を図っている。また、平

成 23 年度より編集して

いる、事故等につながる

ような事例を集積した

「事故事例集」の更なる

事例の蓄積、編さんを行

い、国公立の青少年教育

施設の職員、教育委員会

担当者、民間事業者等の

外部機関に対し情報発

信をするとともに、教育

施設の利用者に対して

も安全安心に関する指

導を日頃より行うなど、

信頼第一のもと、各業務

における安全性の確保

に努めている。 

○民間団体・企業・ボラ

ンティア等の参画の推

進 

教育事業の実施に当た

って、事業の企画段階か

ら教育委員会、青少年団

体、ＮＰＯ法人、企業等

と連携するとともに、各

分野の指導者及び専門

家の協力を得て実施し

ている共催事業の件数

は年々増加している。ま

た、各教育施設のボラン

ティア養成研修、及びボ

ランティア・コーディネ

ーター研修を開催し、ボ

ランティアの資質・能力

の向上及び活用の推進

 （２）各業務

の成果の普及 

 

各業務の成果

について公立

の青少年教育

施設や関係機

関・団体等へ

の普及を積極

的 に 推 進 す

る。 

 

（２）各業務

の成果の普及 

 

各業務の成果

の普及を推進

するため、公

立の青少年教

育施設や関係

機関・団体等

に対して、以

下の取組によ

り、情報提供

等の充実を行

う。 

①開発したプ

ログラムを公

立の青少年教

育施設等で活

 ２．各業務の成果の普及 

機構の取組の成果等の活用・普及を図るため、活動プログラムや事業の運営方法等の成果につ

いて公立等の青少年教育施設に対し積極的に情報提供を行った。 

 

（１）成果を普及するための取組（表 2-19 参照） 

機構が開発した活動プログラムや、特色ある研修支援プログラム等を公立施設等に普及するた

め、報告書等を作成・発行し、全国の青少年教育施設、教育委員会等に配布した。 

また、ホームページに報告書を掲載するとともに、各教育施設で開発した活動プログラムの紹介

や、教育施設周辺の情報提供などの情報を掲載した。 

さらに、成果の普及に当たっては、報告書を作成し、配布先の関係機関等を明確にした計画的

な配布を行ったほか、各教育施設において、教育機関、青少年団体等を訪問し、具体的な事業内

容の説明や協力依頼を行っている。 

加えて、平成 26年度から、成果を意図的・計画的に公立青少年教育施設等に普及させるため、

実際に公立青少年教育施設等でプログラム等が実施されるように試行事業として取り組んだ。 

 

 

 

 

 

詳細は上記の参照箇所に

譲り、左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 



44 

 

用できるよう

汎用性のある

プログラムと

して提供する

などの工夫を

行う。 

②ホームペー

ジ や 各 種 資

料、全国的・

都道府県規模

の会議、その

他様々な機会

を活用して、

適時適切な情

報 提 供 を 行

う。 

③各業務の成

果の普及状況

及び公立の青

少年教育施設

や関係機関・

団体等のニー

ズなどを把握

するため、各

種情報収集を

行う。 

 

表 2-19 事業報告書作成件数及び刊行部数                     （単位：件） 

区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

作成件数 62 79 72 88 301 

総発行部数 42,432 39,947 53,078 40,263 175,720 

 

（２）成果の普及状況（表 2-20 参照） 

平成 23～26 年度において、計 499 件の機構が開発したプログラムや活動プログラム等が公立

施設等で活用・実施されている。なお、活動プログラムの開発に当たっては、公立施設等におけ

る活用や普及を目的として、事業の企画段階から公立施設や関係機関等と連携して具体的なニー

ズや課題を明確にして取り組んだ。 

 

【取組事例①】  

信州高遠では、平成 26 年度において、本部青少年教育センターの協力を得て「自然と人との

かかわりに関する調査」を開発した。企画委員会のメンバーである宮崎県御池青少年自然の家で

も事業実施前後の変容を調べるために活用した。また、北海道立青少年活動施設の 6施設で実施

した自然や環境に関する事業においても、今回開発した調査票を活用している。 

 

【取組事例②】 

平成 26 年度においては、全国青少年教育施設所長会議と全国青少年教育施設研究集会におい

て「国立青少年教育施設事業の活用状況アンケート」を実施し、公立施設等から具体的に普及・

活用の実態を把握した。その結果、沖縄県立玉城青少年の家が沖縄で実施した事業を参考に親子

向け事業を実施したこと、長野県望月少年自然の家が信州高遠が実施した事業を参考にした事業

を 4年間にわたり継続的に実施し、募集定員の 3倍の応募を受けていることなどを把握すること

ができた。 

 

表 2-20 公立施設等での活用状況                                   

成                   果 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

ア 教育施設で開発し

たプログラムが、公立

施設等で活用・実施さ

れた 

教育施設数 11 9 7 9 36 

件数（件） 30 24 13 23 90 

イ 教育施設で開発し

た活動プログラムが、

公立施設等で活用・実

施された 

教育施設数 4 3 6 6 19 

件数（件） 5 4 38 56 103 

ウ 教育施設で開発し

た教材・教具が、公立

施設等で活用・実施さ

れた 

教育施設数 3 6 7 6 22 

件数（件） 6 17 8 18 49 

エ 教育施設で開発し

た運営方法が、公立施

設等で活用・実施され

た 

教育施設数 4 4 7 2 17 

件数（件） 7 7 7 3 24 

オ その他 
教育施設数 2 2 2 5 11 

件数（件） 7 5 2 9 23 

合   計 
教育施設数 24 24 29 28 105 

件数（件） 55  57 68 109 499 
（注）「活動プログラム」とは、登山やオリエンテーリング等の一つ一つの活動内容を指し、これらを組み合わ

せた一連のものを「プログラム」という。 

 

（３）ニーズの把握等各種情報収集 

各教育施設においては、教育事業の企画立案の際に利用者のニーズや施設の立地条件を踏まえ

て情報収集を行っている。 

継続して実施する事業については、過去の事業実施の際のアンケートを分析して、事業評価や

今後の事業への要望を把握するほか、新規に実施する事業については、企画の前段階で、事業参

性の確保】 

日常的な施設整備の

点検実施をはじめ、利用

者の安全の確保に努め

た。また、各種講習等へ

の参加を通じて職員の

危機管理意識の涵養や

対応能力の向上を図っ

た。更に、安全管理マニ

ュアルの整備更新を随

時行うとともに、ポータ

ルサイトを通じた情報

共有に努めるなど、その

充実が図を図った。加え

て、安全性の確保に関す

る情報発信として、「事

故事例集」を平成 23 年

度より編集し、公立青少

年教育施設等の外部機

関に対して発信すると

ともに、利用者に対して

も、安全安心に関する指

導を日頃より行った。 

 

 

【民間団体・企業・ボラ

ンティア等の参画の推

進】 

各教育施設において

は、事業の企画段階から

教育委員会、青少年団

体、NPO 法人、企業等と

連携するとともに、各分

野の指導者及び専門家

の協力を得て、平成 23

～26 年度において、計

300 事業を実施してい

る。特に平成 26 年度は

109 事業を関係団体等

と共催で実施し、毎年度

事業数は増加している。 

また、法人ボランティ

アは平成 23～26 年度に

おいて計 8,138 人登録

しており、延べ 23,309

人が教育事業や研修支

援の補助として活動し

ている。 

法人ボランティアの

主体的な参画を推進す

るため、ボランティア自

主企画の教育事業を実

施した。 

加えて、子供の貧困対

を図っている。これまで

の取組により平成 26 年

度の法人ボランティア

の活動状況は飛躍的に

増加している。（平成

23 年度：4,450 人→平成

26 年度：7,646 人） 

  加えて、子供の貧困対

策に係る取組として、経

済的に困難状況にある

学生の生活及び自立を

支援するための「学生サ

ポーター」制度の創設を

行った。 

   

これらのことから、当該

項目は、総合的に勘案

し、中期目標における所

期の目標を達成してい

るとしてＢ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

○広報の充実 

青少年教育のナショナ

ルセンターとしての役

割を踏まえて、体験活動

の重要性及び国立青少

年教育振興機構の活動

について広く国民に対

して周知するため、広報

戦略の見直しを行う必

要がある。 

○各業務の点検・評価の

推進 

引き続き、利用者及び利

用団体からの高い満足

度を維持するとともに、

不満要因についても細

心の注意を払い、改善す

るよう利用者サービス

の向上を図ることが重

要である。 

 

＜WT 委員からの助言＞ 

公立青少年教育施設等

との試行事業などの取

組を強化し、ナショナ

ルセンターとしての役

割を果たしていただき

たい。 
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加対象者や関係施設・団体等に対して、事前のアンケート調査等を行い、要望等を把握すること

により、ニーズの把握に努めている。 

その他、利用団体からのアンケート調査や全国的な連絡会、協議会等各事業においても、関係

機関・団体等のニーズの把握に努めており、リピート団体からの要望や公立施設等、他機関と事

業連携していく中でニーズの把握に努めている。 

また、活用事例は、全教育施設から業務実績シートを活用して収集している。 

 

策に係る取組として、経

済的に困難な状況にあ

る学生の生活及び自立

を支援するため、「学生

サポーター」制度を創設

し、12 人の学生等を学

生サポーターに委嘱、9

施設に配置することと

した。 

 

＜課題と対応＞ 

広報の充実について、

今後更なる充実を図る

ため、ホームページの見

直しなどを検討してい

くことが必要である。 

 

各業務における安全

性の確保については、引

き続き不断の取組を行

うことが課題である。 

特に、職員の危機管理

意識の涵養や対応能力

の向上のため、必要に応

じた研修の実施やマニ

ュアルの整備、利用者へ

の安全指導の徹底等を

図る。 

 また、安全性の確保に

関する情報発信につい

て、内容の充実が課題で

あり、今後は公立青少年

教育施設等の的確なニ

ーズ把握に基づく提供

情報の質の向上を図る。 

 

法人ボランティアの

参画の推進については、

全教育施設で実施でき

ていない現状を踏まえ、

平成 27 年度から各教育

施設に配置しているボ

ランティア・コーディネ

ーターを通じて、全教育

施設で法人ボランティ

アが、事業運営に参画で

きるよう推進していく。 

 

 学生サポーター制度

については、平成 27 年

度は、制度の趣旨に資す

るよう、学生サポーター

を多様な業務に従事さ

せ、必要な研修を実施す

 （３）各業務

の点検・評価

の推進 

 

各業務及び事

業に関する自

己点検・評価

を実施すると

ともに、自己

点検・評価の

結果について

外部検証を行

い、その結果

を業務の改善

に 反 映 さ せ

る。 

また、複数の

候補案件から

事業を選択す

るに当たって

は、適切な方

法により、審

査・実施過程

を透明化する

とともに、案

件の厳選によ

る効率的な事

業 を 展 開 す

る。 

 

（３）各業務

の点検・評価

の推進 

 

各業務及び事

業の検証を行

うため、対象

者や団体に対

してアンケー

ト調査等を行

い、その結果

を随時改善に

活かす。 

また、毎年度、

業務全般に関

す る 自 己 点

検・評価を行

うとともに、

第三者による

外部評価を実

施し、評価結

果を業務の改

善 に 反 映 す

る。 

 ３．各業務の点検・評価の推進  

（１）アンケート調査の実施と業務改善への反映状況 

① アンケート調査の概要 

教育機能と利用者サービスの一層の向上を図るため、利用団体の代表者を対象とするアンケー

ト調査を全教育施設で実施している。 

アンケート調査では、満足度を把握するとともに、自由記述や聞き取りにより不満要因の把握

と分析を行い、その後の対応事例をまとめたものを、四半期毎に全教育施設に共有するとともに、

改善に努めている。 

 

② アンケート調査の結果（満足度）について（表 2-21 参照） 

平成 23～26 年度における総合的な満足度について、アンケート調査の回答における「満足」

と「やや満足」を合わせると、毎年度 98％以上（平成 99.0％）を維持しており、中期目標期間

中に全ての年度において中期目標に掲げられた「平均 80％以上の利用団体からプラスの評価を得

ること」という目標値を達成する見込みである。 

 

表 2-21 アンケート実施結果の満足度 

質問項目 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平均 

総合的な満足度 98.7% 99.0% 99.1% 99.1% 99.0% 

事前の情報提供 98.3% 98.6% 98.3% 98.6% 98.5% 

職員等の教育的支援 98.3% 98.7% 98.7% 98.7% 98.6% 

職員の電話や窓口での対

応 
99.0% 98.9% 99.3% 99.2% 99.1% 

活動プログラム 98.6% 99.2% 99.0% 99.1% 99.0% 

 

③ 利用者サービス向上の主な取組状況（表 2-22 参照） 

利用者の意見や要望等を取り入れて改善した事例は、表 2-22 のとおりである。 

 

 

 

表 2-22 利用者の要望・意見を取り入れて改善した事例（平成 23～26 年度） 

要 望 ・ 意 見 改  善  点 

家族や小グループにとっては利用

に関する情報量が多すぎる。もう少

し内容を整理して提供してほしい。 

家族・小グループ用の利用のてびきを作成した。 

事前にカヌーの様子や注意点がわ

かる DVD があればいい。 

DVD を新しく作成し、実際のカヌー指導と同様の内容で

編集した。 

前回利用時と違う活動を取り入れ

てみたいので、ホームページで紹介

されている活動プログラムのうち、

マイナーな軽スポーツについては

詳しいルールを掲載してほしい。 

掲載している軽スポーツに関するルールを順次掲載し

た。併せて、その他の活動プログラムの説明について見

直しを図った。 

食堂に幼稚園児が使える箸がある

と便利である。 

いつでも使えるように幼児用の箸を用意し、幼稚園や保

育園等の利用状況に応じて、箸置き棚に準備するように

した。 

インターネットを利用できる場所

がほしい。 

施設内の一部に無線ルーターを設置しWi-Fi環境を整え

た。 
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食堂がアレルギーに対応してくれ

ているが、やり取りがスムーズに行

えるようにしてほしい。 

食事数等を申し込む際に、食物アレルギー等の特別な対

応が必要な場合の連絡票を設け、施設職員及び食堂職員

が相互に確認でき確実に対応できるようにした。 

団体引率者の入浴時間について配

慮してほしい。 

事前打ち合わせ等で要望を確実に把握するとともに、入

浴時間延長やシャワー室の使用等、臨機応変に対応し

た。 

 

（２）アンケート項目の見直し 

本部においては研究センターと連携し、各教育施設における利用団体の施設利用に対する意見

の把握及び集約した意見をより効果的に施設運営に反映させることができるよう、施設利用アン

ケートの見直しを行うこととした。平成 26年度は、アンケートの項目を見直し、新施設利用ア

ンケートの第 1回試行事前調査を 4施設において実施した。 

平成 27 年度は、全教育施設での第 2回試行事前調査を実施した上で、平成 28 年度から新施設

利用アンケートを本格実施する予定である。 

 

（３）業務全般に関する自己点検・評価の実施状況 

各教育施設においては、業務実績シートを作成し、当該年度における自己点検・評価を行うと

ともに、本部へ業績を報告している。本部においては、業務活動等の状況について、自己点検・

評価を行い、その内容を自己点検・評価報告書にまとめている。 

 

（４）第三者による外部評価とその結果を活かした業務改善 

機構においては、文部科学省独立行政法人評価委員会による評価を受けるに当たって、業務活

動等の状況について自己点検・評価を行い、外部有識者からなる機構評価委員会において、評価

や指摘等をいただいている。委員からの指摘事項については、各部署に速やかに伝達し対応を検

討するとともに、フォローアップを行い業務改善に努めるとともに、対応状況をまとめ、機構評

価委員会へ報告した。 

 

る等、制度の適正な運用

に努めるとともに、真に

支援を必要としている

学生のための制度とな

るよう、募集時期の見直

し等、制度の改善を行

う。 

 （４）各業務

における安全

性の確保 

 

各業務の実施

に 当 た っ て

は、利用者、

関係者及び職

員等の安全の

確保に万全を

期する。 

 

（４）各業務

における安全

性の確保 

 

各業務の実施

に 当 た っ て

は、自然災害

等への対応も

含めて、利用

者、関係者及

び職員等の安

全の確保を図

るため、日常

的に施設設備

の安全点検を

行う。また、

事故等につな

がるような事

例を蓄積し、

各施設間で共

有するととも

に、安全管理

マニュアルの

整備・充実や

その遵守、職

員等に対する

安全指導に関

 ４．各業務における安全性の確保 

（１）日常的な施設整備の安全点検の実施状況 

「独立行政法人国立青少年教育振興機構防災業務計画及び事業継続計画の策定に関する規程」

を踏まえ、教育施設における「独立行政法人国立青少年教育振興機構施設の危機管理マニュアル

策定指針に関する裁定」を定めており、教育施設は、その実情に即して危機管理マニュアル等の

整備、必要な事項の整理を行うとともに、日常的な施設整備の点検実施をはじめ、フィールドに

関する情報収集や実地踏査の実施等利用者の安全の確保に努めているほか、外部機関が主催す

る、応急救護や消火・消防、危険物取扱、安全運転・衛生などに関する講習等への参加を通じ、

職員の危機管理意識の涵養や対応能力の向上を図っている。更に、平成 26 年度に開設した「安

全管理関連ポータルサイト」において、平成 27 年度から「安全点検チェックリスト」「安全管理

に関する通知」のコンテンツを設け、各施設への周知を図った。 

また、本部においては、特に梅雨や台風、降雪の時期における防災体制の強化について適時適

切に教育施設へ周知し、利用者の安全確保や施設設備の安全点検の徹底を図り、機構の緊急連絡

網等の連絡体制を随時更新し、教育施設を含めた幹部職員・関係者への情報共有を図り、危機発

生時対応の徹底を図った。 

さらに、各施設における事故発生状況を取りまとめ、発生時期や発生場所及び被害者属性別の

事故傾向を分析し、各教育施設次長が一堂に会する会議において、その結果を事故防止対策のた

めの基礎情報として共有した。 

 

（２）ヒヤリ・ハット事例の蓄積・共有、外部への発信 

本部においては、各教育施設において発生した利用者の傷病件数を活動内容別及び傷病別に集

計し事例の蓄積を図っており、その中から選出したものを「事故事例集」として、平成 23年度、

平成 25 年度において編纂した。事例集については、「全国青少年教育施設研究集会」において

参加者に配布するなど、公立青少年教育施設等の関係機関に発信している。 

また、体験活動安全管理研修（山編、水辺編）を通じて、事故事例研究、事故の法的責任、体

験活動における指導と安全管理の実際など、ヒヤリ・ハット事例を含む利用者の安全確保や施設

設備の安全点検に係る情報について、国公立青少年教育施設職員、教育委員会担当者、民間事業
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する研修、利

用者への安全

指導の徹底等

を行う。 

 

者等の参加者に発信している。 

 

（３）安全管理マニュアルの整備・充実やその遵守 

教育施設が作成している「危機管理マニュアル」及び「危険度の高い活動プログラムにおける

安全対策マニュアル」については、最新の更新内容の把握と最新版のマニュアル提出について、

周知・徹底を図った。 

また、平成 26 年度から「安全管理関連ポータルサイト」を開設し、本部及び全施設の「危機

管理マニュアル」「危険度の高い活動プログラムにおける安全対策マニュアル」を役職員間で随

時共有することが可能となり、各施設ノウハウの共有を促進し、安全管理の徹底を図った。 

 

（４）利用者への安全指導の徹底 

利用前の事前打ち合わせにおいて、団体に対し安全管理について説明を行っており、利用時に

おいても、入所時や朝夕のつどい、活動プログラム説明時などに安全な活動や留意点の話をした

り、活動プログラム実施時に用具の使い方や動植物の危険性などの説明をしたりする等、安心安

全に関する指導を日頃より行っている。 

 

 （５）民間団

体・企業・ボ

ランティア等

の参画の推進 

 

各業務の実施

に 当 た っ て

は、「新しい

公共」の観点

を踏まえ、民

間 団 体 ・ 企

業・ボランテ

ィア等の参画

を推進する。 

 

（５）民間団

体・企業・ボ

ランティア等

の参画の推進 

 

青少年等の多

様なニーズに

応え、各業務

を実施するた

め、内容に応

じて、民間団

体・企業等の

参画を得て、

事 業 等 を 行

う。 

また、ボラン

ティア等の参

画機会の拡充

を図るため、

ボランティア

の登録・研修

を進めるとと

もに、各分野

の専門的な指

導者の協力を

得た事業運営

に取り組む。 

 

 ５．民間団体・企業・ボランティア等の参画の推進 

（１）民間団体・企業の参画を得た事業（表 2-23 参照） 

各教育施設においては、教育事業の実施に当たって、事業の企画段階から教育委員会、青少年

団体、NPO 法人、企業等と連携するとともに、各分野の指導者及び専門家の協力を得て実施して

いる。 

 

表 2-23 共催事業の実施状況  

区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

実事業数 38 58 95 109 300 

延べ事業数 44 63 109 127 343 

 

（２）法人ボランティアの状況 

① 法人ボランティアの養成と活動状況（表 2-24･25 参照） 

教育施設においては、共通カリキュラムのもと、青少年教育の一環として青少年等を対象にボ

ランティア養成研修を実施している。 

同養成事業を修了し、機構が実施する事業の運営や指導の補助等の活動を希望し、平成23〜26

年度に登録したボランティア（以下「法人ボランティア」という。）は、計 8,137 人であった。こ

のうち、活動に携わったのは、延べ 23,309 人であった。 

また、本部においては、各教育施設のボランティア養成研修、及びボランティアの活用の現状

と課題を踏まえ、ボランティア・コーディネーター研修を開催し、資質・能力の向上及び活用の

推進を図った。併せて、平成 26 年度においては、ボランティア・コーディネーターの役割や養

成研修の方針・企画立案・運営上の留意点、ボランティア登録に係る事務手続き等をまとめた「ボ

ランティア・コーディネーターハンドブック」を編纂し、各施設に配布した。 

 

表 2-24 法人ボランティアの養成状況               （単位：人） 

区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

養 成 者 数 1,835 2,051 1,994 2,258 8,138 

 

表 2-25 法人ボランティアの活動状況               （単位：人） 

区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

活動延人数（教育事業） 3,701 4,268 4,840 7,041 19,850 

活動延人数（研修支援） 151 136 345 605 1,237 

活 動 延 総 人 数 4,450 5,490 5,723 7,646 23,309 
（注）活動延べ人数は、法人ボランティア 1名が 1日活動した場合を「1人」として集計。 

 

② 法人ボランティアに対する研修と参画の推進 

教育施設においては、法人ボランティアの資質・能力の向上と教育事業の円滑な運営を図る目
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的で、主に教育事業等の事前研修としてボランティアの研修を実施している。研修内容は、安全

に関することや野外活動・創作活動の技術等を中心に実践的なものとなっている。 

また、ボランティアの主体的な参画を推進するために、ボランティア自主企画の教育事業を実施

している。 

 

（３）法人ボランティア表彰制度の創設 

勉学とボランティア活動を両立させた学生を対象に、卒業を機に理事長名で表彰する「法人ボ

ランティア表彰制度」を平成 26 年度に制定し、初年度は 16名を表彰した。表彰に当たっては、

学長や学生部長等の臨席をいただくために所長が大学等へ出向くなど、大学側のボランティア活

動の理解を深める機会ともなっている。 

 

（４）学生のボランティア活動推進の体制構築 

機構では、教育施設において、大学生のボランティア養成研修への参加や教育事業等でのボラ

ンティア活動が大学の単位として認定されるよう、連携・協力を図っており、平成 26 年度は、

延べ 43 大学 511 人の学生のボランティア活動が、各大学において単位として認定された。 

 

【取組事例】機構と東京学芸大学との連携協定書の締結 

機構では、東京学芸大学との間において、教員を志望する大学生に対し、体験活動の意義と重

要性を理解させ、体験によって得られる資質・能力が人生の基盤となることを機構でのボランテ

ィア実習を通して習得してもらうとともに、それらの活動が大学の授業科目として単位認定がな

されることを目的とした連携・協力に関する協定を平成 27年 2月 13 日に締結した。 

協定書の締結を機会として、平成 27 年度は、ボランティア養成研修への参加やボランティア

活動の参加を促進させる予定である。 

 

（５）社会教育実習生等の受入れ状況（表 2-26～27 参照） 

平成23～26年度において、延べ117大学から延べ787人の社会教育実習生を受け入れた。 

また、青少年教育施設での様々な就業体験通じた就労観の涵養に資するため、インターンシップ

や職場体験の受け入れを行っており、平成 23 年～26 年においては延べ 260 人を受け入れている。 

 
表 2-26 社会教育実習生の受入れ状況 

区     分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

社会教育実習生 
派遣大学数 22 18 28 49 117 

受入延べ人数（人） 173 195 242 177 787 

 

 

 

表 2-27 インターンシップ・職場体験の受入れ状況               （単位：人） 

区     分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

インターンシップ 

・職場体験 

大学生 24 31 38 49 142 

専門学校生等 0 3 2 0 5 

高校生 3 13 10 7 33 

中学生 0 27 23 30 80 

合計 27 47 50 56 260 

 

（６）学生サポーター制度 

「子供の貧困対策に関する大綱」（平成 26年 8月 29 日閣議決定）を踏まえ、機構において「青

少年の自立する力応援プロジェクト」を立ち上げて、その中で、経済的に困難な状況にありなが

ら高等教育機関において勉学に励む学生の生活及び自立を支援するため、平成 26 年度に「学生

サポーター制度」を創設し、平成 27 年度より制度を開始した。同制度は、児童養護施設又は母

子生活支援施設を退所し、高等教育機関において勉学に励む学生を対象に、国立青少年教育施設

において学生サポーターとして行う業務に対して、毎月一定額の報酬（年間 800 時間の業務に対

して月額 10 万円）を支給するものである。 

平成 27 年度は 12 人の学生を学生サポーターとして委嘱して、9 教育施設（大雪・那須甲子・

中央・曽爾・江田島・山口徳地・夜須高原・諫早・沖縄）に配置した。学生サポーターは、各教
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育施設において「生活・自立支援キャンプ」の支援や施設の管理運営に対する補助等の業務に従

事している。 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２－１ 業務の効率化 
当該項目の 

重要度、難易度 

― 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 
 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （１）一般管理費等

の削減 

 

「独立行政法人の

事務・事業の見直し

の基本方針」（平成

２２年１２月７日

閣議決定）等を踏ま

え、管理部門の簡素

化、事業の見直し・

効率化、国立青少年

交流の家、青少年自

然の家の自治体・民

間への移管等に取

り組むことにより、

一般管理費につい

ては、中期目標期間

中に１５％以上、業

務経費についても、

中期目標期間中に

５％以上の効率化

を図る。ただし、人

件費については次

項に基づいた効率

化を図ることとす

る。その際、利用者

の安全を確保する

ために必要な人員

配置や施設・設備の

メンテナンスには

十分配慮し、ナショ

ナルセンターとし

ての機能が損なわ

れないようにする。 

（１）一般管理費等

の削減 

 

「独立行政法人の

事務・事業の見直し

の基本方針」（平成

２２年１２月７日

閣議決定）等を踏ま

え、管理部門の簡素

化、事業の見直し・

効率化、国立青少年

交流の家、青少年自

然の家の自治体・民

間への移管等に取

り組むことにより、

一般管理費につい

ては、中期目標期間

中に１５％以上の

縮減を行うととも

に、業務経費につい

ても、中期目標期間

中に５％以上の縮

減を行う。ただし、

人件費については

次項に基づいた効

率化を図ることと

する。その際、利用

者の安全を確保す

るために必要な人

員配置や施設・設備

のメンテナンスに

は十分配慮し、ナシ

ョナルセンターと

しての機能が損な

われないようにす

る。 

＜その他の指標＞ 

【業務の効率化】 

一般管理費等の削

減状況 

・経過年数に応じた

削減が順調か。ま

た、法人の取組は適

切か。 

 

給与水準 

・給与水準の高い理

由及び講ずる措置

（法人の設定する

目標水準を含む）

が、国民に対して納

得の得られるもの

となっているか。 

・法人の給与水準自

体が社会的な理解

の得られる水準と

なっているか。 

・国の財政支出割合

の大きい法人及び

累積欠損金のある

法人について、国の

財政支出規模や累

積欠損の状況を踏

まえた給与水準の

適切性に関して検

証されているか。 

 

諸手当・法定外福利

費 

・法人の福利厚生費

について、法人の事

務・事業の公共性、

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2期中期目標期間（平成 23～27 年度）見込実績自己評価書 

P3-1～3-9（第 3章 1） 

＜自己評価書参照

箇所＞ 

第 2 期中期目標期

間（平成 23～27 年

度）見込実績自己

評価書 

P3-16～3-17（第 3

章 3） 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

○業務の効率化 

事務・事業の見直し・

効率化などの取組を行

い、一般管理費（目標

値：△15％→平成 26年

度実績値：△16.2％）

及び業務経費（目標

値：△5％→平成 26 年

度実績値：△4.0％）と

もに中期目標期間終了

時に目標値以上の削減

が見込まれる。 

○給与水準の適正化 

人件費についても国家

公務員の給与水準を十

分に考慮し、機構の業

務の特殊性を踏まえた

上で適正な水準を維持

するとともに、人員削

減計画を実施し、効率

化に努めている。 

○外部委託の推進及び

契約の適正化 

定型的な管理・運営業

務について、点検・整

理を徹底し、民間委託

を推進している。 

また、複数年契約や包

括契約を実施する等、

効率的な資産の管理や

契約事務の効率化、ス

ケールメリットを活か

した調達に取り組んで

＜評定に至った理由

＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

 

１．業務の効率化 

（１）一般管理費等の削減（表 3-1 参照） 

毎年、運営費交付金が削減されており、経費等の縮減・効率化等について計画的に行っている

ところである。 

一般管理費及び業務経費については、中期計画において、「一般管理費については、中期目標期

間中に 15％以上の縮減を行うとともに、業務経費についても、5%以上の縮減を行う。その際、利

用者の安全を確保するために必要な人員配置や施設・設備のメンテナンスには十分配慮し、ナシ

ョナルセンターとしての機能が損なわれないようにする。」としており、中期目標期間終了時に目

標以上の削減が見込まれる。 

 

表 3-1 一般管理費及び業務経費の縮減状況             （単位：千円） 
項   目 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

一般管理費 

増減率(%) △19.4% △17.3% △22.8% △16.2% 

増減額 △599,130 △534,108 △705,770 △500,873 

決算額 2,493,818 2,558,840 2,387,178 2,592,075 

業務経費 

削減率(%) △1.6% △2.0% △3.0% △4.0% 

増減額 △35,717 △43,364 △66,405 △88,538 

決算額 2,177,644 2,169,997 2,146,956 2,124,823 

 

 

【経費の削減に向けた主な取組】 

外部委託契約の包括化・複数年化、仕様の見直し等による外部委託費等の縮減、物品購入等に

おける安価な調達、購入数量の精査による備品費等の削減を行った。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

業務の効率化に

ついては、中期計

画に基づき年度毎

に定めた一般管理

費及び業務経費の

削減目標値を全て

の年度で達成して

おり、中期目標期

間終了時にも目標

以上の削減が見込

まれる。 

また、複数年契

約や包括契約、4

法人による共同調

達を実施し、契約

の効率化に取り組

むと共に、平成 25

年度からは外部有

識者による契約監

視委員会の実施回

数を増やし契約の

透明性の確保にも

努めている。 

さらに、保有資

詳細は上記の参照箇所に

譲り、左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 
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 業務運営の効率性

及び国民の信頼確

保の観点から、必要

な見直しが行われ

ているか。 

 

会費 

・法人の目的・事業

に照らし、会費を支

出しなければなら

ない必要性が真に

あるか（特に、長期

間にわたって継続

してきたもの、多額

のもの）。 

 

契約の競争性、透明

性の確保 

・契約方式等、契約

に係る規程類につ

いて、整備内容や運

用は適切か。 

・契約事務手続に係

る執行体制や審査

体制について、整

備・執行等は適切

か。 

 

随意契約等見直し

計画 

・「随意契約等見直

し計画」の実施・進

捗状況や目標達成

に向けた具体的取

組状況は適切か。 

 

個々の契約の競争

性、透明性の確保 

・再委託の必要性等

について、契約の競

争性、透明性の確保

の観点から適切か。 

・一般競争入札等に

おける一者応札・応

募の状況はどうか。

その原因について

適切に検証されて

いるか。また検証結

果を踏まえた改善

方策は妥当か。 

 

関連法人 

・法人の特定の業務

産の見直しについ

ては、平成 25年度

に保有資産等利用

検討委員会を設置

し、施設等の有効

利用について組織

的かつ不断に自主

的な見直しを行う

体制を整備した。 

上記の取組によ

って中期計画にお

ける目標を達成し

ているとして、Ｂ

評定とした。 

 

 

【一般管理費等の

削減】 

業務の効率化に

ついては、一般管

理費及び業務経費

共に中期目標期間

終了時に目標以上

の削減が見込まれ

る。今後も競争性、

透明性を確保しつ

つ、継続して経費

節減に取り組む。 

 

 

【給与水準の適正

化】 

人件費について

は国家公務員の給

与水準を充分に考

慮し、機構の業務

の特殊性を踏まえ

た上で適正な水準

を維持するととも

に、人員削減計画

を実施し、効率化

に努めている。 

 

 

【外部委託の推進

及び契約の適正

化】 

外部委託の推進

については、複数

年契約や包括契約

を実施する等、効

率的な資産の管理

や契約事務の効率

いる。また、新たな取

り組みとして、管理部

門の簡素化等を踏まえ

た国立特別支援教育研

究所、教員研修センタ

ー、国立女性教育会館

と当法人の４法人によ

る共同調達を実施し、

コスト削減を図ってい

る。 

契約の適正化について

は、平成２５年度から

契約監視委員会の実施

回数を年１回から２回

とし、随意契約や一者

応札・一者応募の点検

を、外部有識者による

契約状況の点検を徹底

することにより、更な

る契約の適正化を推進

している。また、会計

検査院からの指摘（保

有資産、契約関係）に

ついても、事務改善に

努めるなど適切に対応

している。 

 

○業務電子化の推進 

業務システム・情報イ

ンフラの見直し・最適

化を行い、業務の効率

化に努めている。また、

情報セキュリティにつ

いては、セキュリティ

対策を講ずるととも

に、情報セキュリティ

ポリシーについては、

より安全に業務を遂行

できるよう見直しと更

新を行ってきた。 

 

○保有資産の見直し 

平成２５年度に保有資

産等利用検討委員会を

設置し、施設等の有効

利用について組織的か

つ不断に自主的な見直

しを行う体制を整備し

た。 

また、昨年度の総務省

政策評価・独立行政法

人評価委員会の二次評

価（以下「総務省二次

  

 

 

 

 

 

 

（２）給与水準の適

正化 

 

給与水準について

は、国家公務員の給

与水準等を十分考

慮し、手当を含め役

職員給与の在り方

について厳しく検

証した上で、機構の

業務の特殊性を踏

まえた適正な目標

水準・目標期限を設

定してその適正化

に計画的に取り組

むとともに、その検

証結果や取組状況

を公表する。 

また、総人件費につ

いても、平成２３年

度はこれまでの人

件費改革の取組を

引き続き着実に実

施するとともに、平

成２４年度以降は

「公務員の給与改

定に関する取扱い

について」（平成２

２年１１月１日閣

議決定）に基づき、

政府における総人

 

 

 

 

 

 

 

（２）給与水準の適

正化 

 

役職員の給与に関

しては、人事院勧告

に伴う一般職の職

員の給与に関する

法律の改正などを

踏まえた国家公務

員の給与水準等を

十分に考慮し、手当

を含め役職員給与

の在り方について

厳しく検証した上

で、機構の業務の特

殊性を踏まえた適

正な水準を維持す

るとともに、その検

証結果や取組状況

についてはホーム

ページ上で公表す

る。 

また、総人件費につ

いても、平成２３年

度はこれまでの人

件費改革の取組を

引き続き着実に実

施するとともに、平

成２４年度以降は

「公務員の給与改

定に関する取扱い

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）給与水準の適正化（表 3-2･3 参照） 

人件費については、中期計画において「国家公務員の給与水準等を十分に考慮し、手当

を含め役職員給与の在り方について厳しく検証した上で、機構の業務の特殊性を踏まえた

適正な水準を維持する」としている。 

平成 26 年度末においては、表 3-2 のとおり、人件費は 3,386,153 千円となり、平成 17

年度から 24.4％削減している。 

また、表 3-3 のとおり、平成 23～26 年度における当機構のラスパイレス指数（対国家公務

員）は95.4～96.3 であった。 

 

表 3-2 人件費の効率化状況                           （単位：千

円） 

年 数 （平成 17 年度） 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

増減率(%) － △21.6(%) △22.5(%) △26.9(%) △29.2(%) △24.4(%) 

増減額 － △965,132 
△

1,006,483 

△

1,205,135 

△

1,308,287 

△

1,091,248 

決算額 4,477,401 3,512,269 3,470,918 3,272,266 3,169,114 3,386,153 

（注 1）「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）による削減対象人件費（非常勤職員を除

く 

役員報酬及び職員給与） 

（注 2）「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）により、平成 17 年度を基準としている。 

 

表 3-3 ラスパイレス指数（対国家公務員） 

年  度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

ラスパイレス指数 95.4 98.9 97.5 96.3 

（注）ラスパイレス指数：国家公務員の給与水準を 100 とした場合の機構職員の給与水準を表すもの 

 

① 給与水準 

役職員の給与体系・給与水準については、平成 18年度の国家公務員の給与構造改革を踏

まえ、経過措置を含め「一般職の職員の給与に関する法律」（昭和 25 年法律第 95 号）等に

準じて取り扱っている。なお、平成 23～26 年度についても、これまでと同様に国の給与法

等に準じた改正を実施した。 

 

② 諸手当・法定外福利費 

諸手当に関しては、国に準じたものとなっており、勤勉手当及び昇給においては勤務成

績を反映した仕組みを取り入れている。 

また、福利厚生に関しては、レクリエーション経費の支出は無く、法定外福利費の支出
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件費削減の取組及

び今後進められる

独立行政法人制度

の抜本的な見直し

を踏まえ、厳しく見

直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

について」（平成２

２年１１月１日閣

議決定）に基づき、

政府における総人

件費削減の取組及

び今後進められる

独立行政法人制度

の抜本的な見直し

を踏まえ、厳しく見

直す。 

 

を独占的に受託し

ている関連法人に

ついて、当該法人と

関連法人との関係

が具体的に明らか

にされているか。 

・当該関連法人との

業務委託の妥当性

についての評価が

行われているか。 

・関連法人に対する

出資、出えん、負担

金等（以下「出資等」

という。）について、

法人の政策目的を

踏まえた出資等の

必要性の評価が行

われているか。 

 

電子化の推進状況 

・業務運営の情報

化・電子化が推進さ

れているか。 

・情報セキュリティ

を高めるための取

組が行われている

か。 

 

実物資産 

（保有資産全般の

見直し） 

・実物資産につい

て、保有の必要性、

資産規模の適切性、

有効活用の可能性

等の観点からの法

人における見直し

状況及び結果は適

切か。 

・見直しの結果、処

分等又は有効活用

を行うものとなっ

た場合は、その法人

の取組状況や進捗

状況等は適切か。 

・「勧告の方向性」

や「独立行政法人の

事務・事業の見直し

の基本方針」、「独立

行政法人の職員宿

舎の見直し計画」、

「独立行政法人の

職員宿舎の見直し

に関する実施計画」

化、スケールメリ

ットを生かした調

達に取り組んでい

る。 

また、新たな取

り組みとして 4 法

人による共同調達

を実施し、コスト

削減を図った。今

後も効率的な契約

事務の実施に向け

て、更なる共同調

達等を実施する。 

 

契約の適正化につ

いては、平成 25 年

度から契約監視委

員会の実施回数を

年 1 回から 2 回と

し、外部有識者に

よる契約状況の点

検を徹底すること

により、更なる契

約の適正化を推進

している。 

 

 

【業務の電子化の

推進】 

電子化の推進と

して、業務システ

ム・情報インフラ

の見直し・最適化

を行い、業務効率

化に努めている。 

また、情報セキ

ュリティについて

は、セキュリティ

対策を講ずるとと

もに、情報セキュ

リティポリシーに

ついては、より安

全に業務を遂行で

きるよう見直しと

更新を行ってき

た。 

 

 

【保有資産の見直

し】 

保有資産の見直

しについては、平

成25年度に保有資

産等利用検討委員

評価」という。）を踏ま

え、子どもゆめ基金の

審査を行うに当たり、

各委員に総務省二次評

価の内容（貸倒懸念債

権に関する、経緯、事

実関係等の確認）を説

明し、再発防止に努め

ている。 

 

これらのことから、当

該項目は、総合的に勘

案し中期目標における

所期の目標を達成して

いると認められること

からＢ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

契約の適正化につい

て、引き続き、監事及

び外部有識者の意見も

踏まえながら競争性、

透明性の確保に努める

ことが重要である。 

 

＜WT 委員からの意見

＞ 

契約の競争性・透明性

の確保のために必要な

体制を整備していただ

きたい。 

保有資産についても、

引き続き見直しをしっ

かりと行っていただき

たい。 

 

 （３）外部委託の推

進及び契約の適正

化 

 

定型的な管理・運営

業務についての積

極的な外部委託の

導入等により、効果

的・効率的に業務を

実施する。 

また、契約について

は、「独立行政法人

の 契 約 状 況 の 点

検・見直しについ

て」（平成２１年１

１月１７日閣議決

定）に基づく取組み

を着実に実施する

こととし、契約の適

正化、透明性の確保

等を推進し、業務運

営の効率化を図る。 

さらに、官民競争入

札等の導入に向け

た検討を行う。 

 

（３）外部委託の推

進及び契約の適正

化 

 

効果的・効率的な業

務の実施の観点か

ら、定型的な管理・

運営業務について、

点検・整理を徹底

し、民間委託を推進

する。また、業務ご

とに分割委託して

いるものについて

は、包括委託を推進

する。 

また、契約について

は、「独立行政法人

の 契 約 状 況 の 点

検・見直しについ

て」（平成２１年１

１月１７日閣議決

定）に基づく取組を

着実に実施し、「随

意契約等見直し計

画」に沿って、随意

契約や一者応札・一

者応募の見直し、複

数年契約の積極的

な導入等により契

約の適正化、透明性

（３）外部委託の推進及び契約の適正化 

① 外部委託の推進 

警備、清掃、ボイラー運転管理業務などの定型的な一般管理業務については、既に大部分の業

務を外部委託により実施しており、契約を更新する際には、更に複数年契約や包括契約を実施す

るなど、効率的な資産の管理や契約事務の効率化、スケールメリットを活かした調達に取り組ん

でいる。 

また、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針について」（平成 25年 12 月 24 日閣議決定）

を踏まえ、平成 26 年 1 月 27 日に設置した「間接業務等の共同実施に関する協議会」において、(独)

国立特別支援教育総合研究所、(独)国立女性教育会館及び(独)教員研修センターの 3 法人と共に

検討を重ね、コストメリットが見込まれる 6 業務について実施可能な業務から順次共同調達を実

施している。 

 

② 執行体制及び審査体制 

執行体制については、平成 24年度から財務課調達管理室を設置し、契約事務を一元的に実施し

ている。 

審査体制については、契約伺い等の契約事務手続きにおける内部審査を契約担当部署ではない

監査室において実施している。 

また、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）

に基づき、外部有識者等で構成される契約監視委員会において定期的に競争性のない随意契約等

の契約状況の点検を行い、契約事務の適正化に取り組んでいる。 

 

③ 契約の競争性、透明性の確保 

契約の競争性、透明性の確保については、会計規程等を定め契約業務に関する事務の適正かつ

効率的な実施を図っている。 

また、平成 25年度から契約監視委員会の実施回数を年 1回から 2回とし、外部有識者等による

契約状況の点検を徹底することにより、更なる契約の適正化を推進している。 

平成 26 年度には、公共サービス改革基本方針（平成 24 年 7 月閣議決定）に基づく「事務用電

子計算機システム運用維持管理業務」について、公共サービス改革法に基づく民間競争入札を導

入するため、委託スキームの検討を行った。 

④ 随意契約等の見直しの状況（表 3-4・3-5 参照） 
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の確保等を推進し、

業務運営の効率化

を図る。 

さらに、業務の質の

維持・向上及び経費

の削減の一層の推

進を図る観点から、

官民競争入札等の

導入に向けた検討

を行う。 

 

等の政府方針を踏

まえて、宿舎戸数、

使用料の見直し、廃

止等とされた実物

資産について、法人

の見直しが適時適

切に実施されてい

るか（取組状況や進

捗 状 況 等 は 適 切

か）。 

 

（資産の運用・管

理） 

・実物資産につい

て、利用状況が把握

され、必要性等が検

証されているか。 

・実物資産の管理の

効率化及び自己収

入の向上に係る法

人の取組は適切か。 

 

金融資産 

（保有資産全般の

見直し） 

・金融資産につい

て、保有の必要性、

事務・事業の目的及

び内容に照らした

資産規模は適切か。 

・資産の売却や国庫

納付等を行うもの

となった場合は、そ

の法人の取組状況

や進捗状況等は適

切か。 

 

（資産の運用・管

理） 

・資金の運用状況は

適切か。 

・資金の運用体制の

整備状況は適切か。 

・資金の性格、運用

方針等の設定主体

及び規定内容を踏

まえて、法人の責任

が十分に分析され

ているか。 

 

（債権の管理等） 

・貸付金、未収金等

の債権について、回

平成 26 年度における「競争性のある契約」及び「競争性のない随意契約」の状況は、次のとお

りである。 

 

ア．競争性のある契約の状況 

平成 26 年度において、一般競争入札等を行った契約は 136 件であった。このうち、一者応札・

応募の案件は 35 件であり、競争性のある契約全体の件数に占める割合（25.7％）は、平成 20 年

度（38.5％）に比べ低下し、平成 23 年度以降最も低い数値であった。 

 

イ．競争性のない随意契約の状況 

平成 26 年度において随意契約を行った契約は、いずれも真にやむを得ないものであり、次の

70 件であった。 

 

ａ．契約の相手方が法令等の規定により明確に特定されるもの  2 件 

ｂ．契約上特殊の物品又は特別の目的があるため買入先が特定され、又は特殊の技術を必要とす

るもの  9 件 

ｃ．契約の目的物が代替性のない特定の位置、構造又は性質のもの  30 件 

ｄ．契約の目的物件等が特定の者からでなければ調達することができないもの  22 件 

ｅ．緊急の必要により競争に付することができないもの  7 件 

 

上記ア、イいずれにおいても、契約監視委員会の点検結果を踏まえ、引き続き業者への聞き取り

を行うなど、契約の適性化に向けた取組を行っている。 

 
表 3-4 随意契約見直し計画の実績 

区     分 
①平成 20 年度実績 

②見直し計画 

（H22 年 4 月公表） 
③平成 26 年度 

実績 

②と③の比較増減 
（見直し計画の進捗状

況） 

件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 

競争性のある契約 234 3,569,549 248 3,624,166 136 1,814,408 △112 
△

1,809,758 
  競 争 入 札 

211 2,835,373 245 3,557,584 106 1.153,302 △139 
△

2,404,282 

企画競争、公募等 23 734,176 3 66,582 30 661,106 27 594,524 

競争性のない随意契約 60 552,962 46 498,345 70 712,323 24 213,978 

合     計 294 4,122,511 294 4,122,511 206 2,526,731 △88 
△

1,595,780 

（注）「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）により、平成 20 年

度を基準としている。 

 

表 3-5 一者応札・応募の状況 

区     分 
①平成 20 年度実績 ②平成 26 年度実績 ①と②の比較増減 

件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 

競争性のある契約 234  3,569,549 136 1,814,408 △98 △1,755,141 

 うち、一者応札・応募と

なった契約 
90  2,017,418 35 1,121,747 △55 △895,671 

 一般競争契約 82  1,472,615 32 537,182 △50 △935,433 

 指名競争契約 0       0 0 0 0 0 

 企画競争 8  544,803 0 0 △8 △544,803 

 公募 0       0 0 0 0 0 

 不落随意契約 0      0 3 584,565 3 584,565 

（注）「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決定）により、平成 20 年

度を基準としている。 

⑤ 再委託の状況 

平成 23～26 年度において、再委託をしている契約案件はなかった。 

 

⑥ 特定の関連法人への業務委託の状況 

ア．関連法人の名称 

会を設置し、施設

等の有効利用につ

いて組織的かつ不

断に自主的な見直

しを行う体制を整

備した。 

 

＜課題と対応＞ 

今後も効果的・

効率的な業務実施

の観点から更なる

外部委託の推進が

課題であるため、

引き続き包括契約

や複数年契約に取

り組むと共に、新

たな取組である 4

法人共同調達等の

スケールメリット

を活かした調達を

推進する。 

 

情報セキュリテ

ィについては、今

後もセキュリティ

向上対策を継続し

て進める。併せて

職員への教育研修

を実施し、セキュ

リティ意識と知識

向上を図る。 
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収計画が策定され

ているか。回収計画

が策定されていな

い場合、その理由は

妥当か。 

・回収計画の実施状

況は適切か。ⅰ）貸

倒懸念債権・破産更

生債権等の金額や

その貸付金等残高

に占める割合が増

加している場合、

ⅱ）計画と実績に差

がある場合の要因

分析が行われてい

るか。 

・回収状況等を踏ま

え回収計画の見直

しの必要性等の検

討が行われている

か。 

 

知的財産等 

（保有資産全般の

見直し） 

・特許権等の知的財

産について、法人に

おける保有の必要

性の検討状況は適

切か。 

・検討の結果、知的

財産の整理等を行

うことになった場

合には、その法人の

取組状況や進捗状

況等は適切か。 

 

（資産の運用・管

理） 

・特許権等の知的財

産について、特許出

願や知的財産活用

に関する方針の策

定状況や体制の整

備状況は適切か。 

・実施許諾に至って

いない知的財産の

活用を推進するた

めの取組は適切か。 

公益財団法人文字・活字文化推進機構 

 

イ．当該法人との関係 

関連公益法人に該当（独立行政法人会計基準第 129 2(2) （事業収入に占める割合が三分の一

以上の公益法人等））。 

 

ウ．当該法人に対する業務委託の必要性、契約金額の妥当性 

専門的知見、経験及びノウハウ等を有している者に委託することにより、機構自らが実施する

よりも優れた成果を得ることが十分に期待できると考えられる。 

このため、公平性・透明性の観点から、公告期間及び業務準備期間を十分に確保した上で一般競

争入札を行ったところ、当該法人が落札したものである。その際、市場価格を基に予定価格を算

出し、契約金額の妥当性を確保した。 

 

エ．当該法人への出資等の必要性 

 関連法人に対する出資または出えんは実施していない。 

 

⑦ 公益法人等に対する会費等支出の状況 

「独立行政法人が支出する会費の見直しについて(平成 24 年 3 月 23 日行政改革実行本部)」に

基づき、業務の遂行のために真に必要なものを除き、公益法人等への会費の支出は行わないこと

としている。 

一公益法人等への会費支出が年間 10 万円を超えるものについて、平成 23～26 年度において、

該当実績はない。 

 （４）業務の電子化

の推進 

 

情報セキュリティ

に配慮した業務運

営の情報化・電子化

に取り組み、業務運

営の効率化と情報

セキュリティ対策

の向上を目指す。 

 

（４）業務の電子化

の推進 

 

業務を効率的に行

うため、業務運営の

情報化・電子化を推

進するとともに、情

報セキュリティを

高めるため、情報セ

キュリティポリシ

ーの不断の見直し

を行うとともに、そ

のポリシーに則し

た運用・改善を行

う。 

 

（４）業務の電子化の推進 

① 事務用電子計算機システム（パソコンとサーバ）の更新 

平成 23～26 年度において、本部及び 27教育施設のサーバ及びパソコン計 600 台（全体の 75％）

の更新を行った。平成 27年度には残りの 25％の老朽化したパソコンを更新対象とし、5年間で全

体の更新を完了する見込みである。今後も機器のサポート期間を考慮し、随時更新を行っていく

必要がある。なお、平成 26 年度の本部サーバ一式の更新については、ランニングコストやサーバ

監視業務の効率化を図るため、仮想化技術の導入による効率的な資源（サーバ容量）利用、ブレ

ードサーバの導入による省スペース化、不要な業務システムの見直しなどによるサーバ数の削減

（30台→16 台）を行った。 

 

② 事務用ネットワーク回線の向上 

7 教育施設（平成 23 年度に大雪、平成 24 年度に三瓶、平成 25 年度に山口徳地、吉備、乗鞍、

信州高遠、平成 26 年度に岩手山）において回線速度の向上を図り、業務システムのレスポンスタ

イムの短縮等の効率化につなげた。また、平成 23年度にインターネット接続サービスを国立情報

学研究所の学術情報ネットワーク「サイネット（SINET）」に切り替え、大幅な経費削減（年間 7,605

千円削減）を図った。 

なお、平成 27 年度には現行の事務用ネットワークの方式の見直しを視野に入れて業者のヒアリ

ングを実施している。これらにより改めて組織全体のネットワーク回線の速度向上と経費削減を

目指した調達を実施することを目指している。 

 

③ 情報セキュリティポリシーの適切な管理 

情報セキュリティポリシーについては、適正な管理に努め、今後の情報化の推進状況と統一基

準を踏まえながら、必要に応じて見直すこととしている。なお、平成 26 年度には体制の明文化（統

括情報セキュリティ責任者、情報セキュリティ責任者、情報システムセキュリティ責任者、情報

システムセキュリティ管理者）を実施した。 

平成 25 年度に機構ホームページが改ざんされたことを受け、Web サーバにおけるセキュリティ

の向上を図るとともに、職員の情報セキュリティ対策に関する意識向上のため、セキュリティに

特化した研修、個人情報の保護、情報公開制度等と関連させた体系的な理解を深めるための研修

を実施した。 

また、平成 26 年度においても教育施設のホームページに 2件のサイバー攻撃事案を確認してお

り、当該施設への状況調査及び改修作業を行った。なお、本件において情報漏えいや機構ネット

ワーク内部への影響はなかったが、他教育施設においても同様の攻撃に備え情報共有と、セキュ
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リティ向上対策（パスワード更新、同様な攻撃を受けうる箇所の改修）を行い、ホームページ環

境の改善を図った。 

 

④ メールやカレンダー等の共有を行うグループウェアの更新 

平成20年度から平成25年度はサーバインストールタイプのグループウェアを利用していたが、

データ量の増加に伴うサーバの処理速度の遅延が発生していた。 

平成 26 年度からは、最新の技術を用いたクラウドサービスを利用したグループウェアへの更新

を行い運用を開始した。これにより、機能の利便性向上はもとよりメール等検索送受信速度及び

送受信可能容量の大幅な向上、セキュリティの大幅な強化につながった。 

また、同グループウェアの特徴である、一つのファイルを同時に複数人で編集可能な共同作業

機能を活用し、一部の業務効率化を図った。 

 

 （５）保有資産の見

直し 

 

保有資産について

は、引き続き、その

保有の必要性につ

いて不断に見直し

を行う。 

 

（５）保有資産の見

直し 

 

保有資産について

は、引き続き、利用

実態等を的確に把

握し、その必要性や

規模の適切性につ

いての検証を行い、

適切な措置を講じ

る。 

 

（５）保有資産の見直し 

① 実物資産の見直し 

ア．実物資産の保有状況 

法人の目的を達成するための業務として、機構法第 11条に「青少年教育指導者その他の青少年

教育関係者に対する研修及び青少年の団体宿泊訓練その他の青少年に対する研修のための施設を

設置すること」が規定されており、これを実施する資産として、平成 26 年度末時点で、建物・構

築物（延べ床面積：451,500 ㎡、資産額：507 億 76 百万円、宿泊定員：センター1,500 人、その

他の教育施設は 160 人～500 人）、土地（延べ面積： 291,395 ㎡、資産額：369 億 14 百万円）を

保有している（平成 26年度末時点）。このほか、機構の業務を実施するために必要な機械器具、

車両、船舶等の資産を保有している。 

 

イ．実物資産の見直し状況 

実物資産の具体的な見直しとして、各教育施設の使用する土地及び建物（以下「施設等」とい

う。）の有効利用に関して、組織的かつ不断に把握・検討を行う体制を整備して、施設等の適正か

つ効率的な運用管理を図るべく、平成 25 年度に、「独立行政法人国立青少年教育振興機構保有資

産等利用検討委員会」を本部に設置し、同委員会において、教育施設等の利用状況を把握し、事

務事業を実施する上で、必要最小限のものとなっているかの検討を行い、施設等が有効利用され

ていることを確認すると共に、今後も見直しを継続して検討していくこととしている。 

 

中期目標期間における見直し状況は以下のとおり。 

 

（保有地の見直し） 

平成 25年度 国庫納付 

国立江田島青少年交流の家野外活動センター建設予定地  968.62 ㎡ 

 

（主な借地面積の見直し） 

平成 24年度 

国立花山青少年自然の家  974,161.00 ㎡ →   5,622.00 ㎡（△968,539.00㎡） 

平成 25年度 

国立沖縄青少年交流の家 322,317.25 ㎡ → 231,057.25 ㎡（△91,260.00㎡） 

平成 26年度 

国立曽爾青少年自然の家 939,796.89 ㎡ → 788,407.09 ㎡（△151,389.80㎡） 

 

ウ．実物資産の運用管理の状況等（表 3-6 参照） 

各教育施設においては、平成 20 年 12 月に策定した「稼働率の向上（利用者増加）のための対

策」に基づき、教育的指導の充実や利用者サービスの向上を図り、利用者の確保に努めている。 

 
表 3-6 自己収入の向上に係る取組の状況 

 実    施    状    況 

平成 24 年 7 月 センターを除く 27 教育施設の一般利用に係る施設使用料改定（250 円→800 円） 

平成 25 年 4 月 センターを除く 24 教育施設の講師等宿泊室について料金徴収を開始 

平成 26 年 4 月 センターの施設使用料金改定（10％～30％値上げ） 
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② 金融資産の見直し 

ア．金融資産の保有状況 

機構法第 13 条の規定に基づき、機構は助成業務の財源を資金運用によって得るために「子ども

ゆめ基金」を設けており、民間からの出えん金（平成 26 年度末現在 912 百万円）の運用を行って

いる。 

 

イ．資産の売却や国庫納付等を行うものとなった金融資産の有無 

 該当なし 

 

ウ．金融資産の運用管理の状況等 

資金の運用及び管理については、資金管理委員会を設置し、資金等の運用状況を監視し、的確

に状況を把握し、金融商品の選定を行っている。 

また、資金の運用については、金融情勢の変化に適確に対応し、安全かつ効率的な運用を図る

ことを目的として、資金等の運用方針や金融機関の選定基準、運用等の手続き等を定めた「独立

行政法人国立青少年教育振興機構資金等運用規則」を策定し、運用を行っている。 

 

エ．債権の管理等 

ａ．貸付金・未収金等の債権内訳 

 

表3-7 貸付金・未収金等の債権内訳（平成26年度末時点）                 （単位：円） 

区  分 
平成23年 平成24年 

期首 増減 期末 期首 増減 期末 

業務未収金 27,145,473 △1,944,908 25,200,565 25,200,565 9,258,633 34,459,198 

うち、貸倒引当金 13,580 － 13,580 13,580 5,700 19,280 

未収金 61,472,265 79,233,825 140,706,090 140,706,090 35,488,167 176,194,257 

うち、貸倒引当金 10,374,629 44,000 10,418,629 10,418,629 △6,963,761 3,454,868 

立替金 1,040,146 7,036,592 8,076,738 8,076,738 △2,473,671 5,603,067 

うち、貸倒引当金 41,670 － 41,670 41,670 － 41,670 

区  分 
平成25年 平成26年 

期首 増減 期末 期首 増減 期末 
業務未収金 34,459,198 △4,274,302 30,184,896 30,184,896 2,585,667 32,770,563 

うち、貸倒引当金 19,280 44,200 63,480 63,480 23,100 86,580 

未収金 176,194,257 43,420,483 219,614,740 219,614,740 △56,555,335 163,059,405 

うち、貸倒引当金 3,454,868 26,534,108 29,988,976 29,988,976 △1,275,597 28,713,379 

立替金 5,603,067 3,782,566 9,385,633 9,385,633 12,455,131 21,840,764 

うち、貸倒引当金 41,670 － 41,670 41,670 － 41,670 

 

ｂ．回収計画  

機構においては貸付事業を実施していないため、回収計画を有していないが、債権の管理に当

たっては、「独立行政法人国立青少年教育振興機構会計規程」、「独立行政法人国立青少年教育

振興機構会計事務取扱規則」に基づき、適切な債権管理を行っている。債務者の債務履行が納入

期限までに行われず、収納が行われない債権については、文書及び担当者による直接連絡などに

よる督促を行い、収入の確保に努めている。 

  

ｃ．回収計画の実施状況 

上記のとおり管理を行い、貸倒懸念債権の債権回収に努めた結果、平成 23年度から平成 26 年

度にかけて 1,931,900 円を回収したが、債権の一部について、債務者の破産や時効により回収不

能になった債権に対する取崩し（7,889,890 円）や、新たに貸倒引当金を 28,233,540 円引き当て

たことから、貸倒引当金について、平成 26年度期末残高は平成 23 年度期首残高から 18,411,750

円増額となっている。 

（貸倒引当金平成 23 年度期首残高 10,429,879 円 → 貸倒引当金平成 26年度期末残高

28,841,629 円） 

 

ｄ．貸付の審査及び回収率の向上に向けた取組 

・ 教育施設における施設使用料等の支払いについては、教育施設内の食堂窓口における支払い

の他、金融機関及び全国のコンビニでも支払いを可能とする等、利用者が速やかに支払える
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よう支払方法を整備している。 

・ 債権管理の担当部署と、債権発生に係る担当部署が連携して債権管理を行い、納入期限内の

債権回収及び期限後の速やかな督促に努めている。 

 

ｅ．貸倒懸念債権・破産更生債権等の金額／貸付金等残高に占める割合 

平成18年度末 無し      ／  0.0% 

平成19年度末 18,755,558円 ／ 25.2% 

平成20年度末 11,316,299円 ／ 14.3% 

平成21年度末 10,931,079円 ／ 13.1% 

平成22年度末 10,429,879円 ／ 11.6% 

平成23年度末 10,473,879円 ／  6.0% 

平成24年度末  3,515,818円 ／  1.6% 

平成25年度末 30,094,126円  ／  11.6% 

平成26年度末 28,841,629円 ／ 13.3% 

 

ｆ．回収計画の見直しの必要性等の検討の有無とその内容7 

貸付金・未収金等については、引き続き、機構の「会計規程」及び「会計事務取扱規則」に基

づき、適切な債権管理を行う。 

 

③ 知的財産等の見直し 

機構は、機構シンボルマーク、教育施設のロゴマーク等の知的財産を保有しており、平成 26

年度には「絵本専門士養成講座」の開始に伴い、「絵本専門士」の商標登録を行った。これらの知

的財産権は、収益を確保するためのものではないが、引き続き登録商標や著作権の適切な管理を

行っていく。 

なお、その他の知的財産権については、業務の性格上保有していない。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２－２ 効果的・効率的な組織の運営 
当該項目の 

重要度、難易度 

― 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 
 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 （１）内部統制

の充実・強化 

 

機構の業務及び

そのマネジメン

トに関する内部

統制を充実・強

化 す る と と も

に、役職員等の

コンプライアン

ス意識を向上さ

せる。 

また、監事監査

及び内部監査を

充実し、業務運

営に適切に反映

する。 

 

（１）内部統制の

充実・強化 

 

役職員のコンプ

ライアンスの意

識を向上させる

とともに、法人の

使命・役割を役職

員へ周知させ、組

織全体で取り組

むべき重要な課

題を把握し、適切

に対応する。 

また、監事監査及

び内部監査を充

実し、その中で、

監事監査はマネ

ジメントに留意

した監査を行う

とともに、内部監

査は、定期監査及

び日常のモニタ

リングを通じ、適

切な業務改善を

行う。 

＜その他の指標＞ 

【効果的・効率的な

組織の運営】 

法人の長のマネジメ

ント 

（リーダーシップを

発揮できる環境整

備） 

・法人の長がリーダ

ーシップを発揮でき

る環境は整備され、

実質的に機能してい

るか。 

 

（法人のミッション

の役職員への周知徹

底） 

・法人の長は、組織

にとって重要な情報

等について適時的確

に把握するととも

に、法人のミッショ

ン等を役職員に周知

徹底しているか。 

 

（組織全体で取り組

むべき重要な課題

（リスク）の把握・

対応等） 

・その際、中期目標・

計画の未達成項目

（業務）についての

未達成要因の把握・

分析・対応等に着目

しているか。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2期中期目標期間（平成 23～27 年度）見込実績自己評価書 

P3-9～3-16（第 3章 2） 

＜自己評価書参照箇所＞ 

第 2 期中期目標期間（平成 23

～27 年度）見込実績自己評価

書 P3-16～3-17（第 3章 3） 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

効果的・効率的な組織

運営については、理事

長のリーダーシップの

もと体制の整備や内部

統制の充実・強化が図

られている。 

監事については、理事

長との定期的な情報共

有の機会を設け、業務

運営方針や法人が対処

すべき課題等について

意見を交換し、理事長

との相互認識と信頼関

係を深めることに努め

ている。 

各教育施設の役割の明

確化及び運営の改善に

ついては、文部科学省

に設置された「国立青

少年教育施設の在り方

に関する検討会」（平

成２２年１０月）を踏

まえ、「国立青少年教

育施設の管理運営の在

り方等に関する調査研

究協力者会議」（平成

２３年６月）を設置し、

各教育施設の自治体・

民間への移管等、これ

までの調査研究の内容

を取りまとめた。また、

文部科学省に対して最

新の利用実績や宿泊室

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

 

２．効果的・効率的な組織の運営 

（１）内部統制の充実・強化 

① 法人の長のマネジメント 

ア．リーダーシップを発揮できる環境の整備 

「独立行政法人国立青少年教育振興機構組織規程」第 5条において、理事長は、機構を

代表し、その業務を総理し、理事長が任命する理事は、理事長の定める担当業務において、

理事長を補佐して機構の業務を掌理することとなっている。 

同規程においては、機構の運営組織、職制、本部各部署や教育施設の事務分掌について

も規定しており、理事長は、各業務の適正・円滑な実施を図るため必要な組織改編や人事

配置を行っている。並びに、外部有識者の意見を聞くため｢運営諮問委員会｣を設置し、同

委員会の意見を踏まえ役職員への指示を行っている。 

また、理事長は、重要事項の決定に際し｢役員会議｣を開催し、理事及び監事と協議の上

決定している。 

平成27年度には「独立行政法人国立青少年教育振興機構内部統制の推進並びにリスク評

価及び対応に関する規程」を定め、理事長がリーダーシップを発揮するための体制を一層

明確化した。 

理事長がリーダーシップを発揮するための主な体制は、次のとおりである。 

 

ａ．役員懇談会 

理事長のリーダーシップの下、戦略的・効果的・効率的な組織運営を行うため、役員会

議の下に本部部長以上が参加する役員懇談会を設置し、定期的に戦略的な取組等について

検討を行っている。具体的には、各役員等から理事長へ新たな取組や対応方針について政

策提案等を行い、それらに対して、理事長が必要に応じて、具体的な指示等を行っている。 

 

ｂ．機構連絡会 

理事長のリーダーシップの下、継続的な業務改善を図るため、本部課長等以上が参加す

る機構連絡会を設置し、定期的に機構の諸事項についての連絡や本部各部署からの業務報

告等を行っている。具体的には、各課長等から業務の取組方針や業務改善、業務の進捗状

況等を報告し、それらに対して、理事長が必要に応じて、具体的な指示等を行っている。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

効果的・効率的な組織の運営

については、下記の内容を総合

的に勘案しＢ評定とした。 

 

 

【内部統制の充実・強化】 

効果的・効率的な組織運営に

ついて、理事長のリーダーシッ

プの下、各種会議体等体制の充

実やそれを担保する関連規程

等の整備が図られたことによ

り、内部統制の充実・強化が図

られた。 

 

 

【各施設の役割の明確化及び

運営の改善】 

「国立青少年教育施設の管

理運営の在り方等に関する調

査研究協力者会議」を設置し、

これまでの調査研究の内容を

取りまとめている。 

 

 

【各施設の自治体・民間への移

管等】 

各教育施設の自治体・民間へ

の移管等については、文部科学
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・法人の長は、法人

の規模や業種等の特

性を考慮した上で、

法人のミッション達

成を阻害する課題

（リスク）のうち、

組織全体として取り

組むべき重要なリス

クの把握・対応を行

っているか。 

 

（内部統制の現状把

握・課題対応計画の

作成） 

・法人の長は、内部

統制の現状を的確に

把握した上で、リス

クを洗い出し、その

対応計画を作成・実

行しているか。 

 

監事監査 

・監事監査において、

法人の長のマネジメ

ントについて留意し

ているか。 

・監事監査において

把握した改善点等に

ついて、必要に応じ、

法人の長、関係役員

に対し報告している

か。その改善事項に

対するその後の対応

状況は適切か。 

 

各施設の役割等 

・施設ごとに果たす

べき役割の明確化に

向けた取組が進捗し

ているか。 

・施設ごとの業務実

績の自己評価が行わ

れ、各施設の運営改

善に反映されている

か。 

 

自治体・民間への移

管等 

・青少年交流の家、

自然の家の自治体・

民間への移管等に関

する取組が進捗して

いるか。 

・「新しい公共」型の

 

ｃ．機構会議 

理事長はじめ役員、教育施設所長、本部部課長等が参加する機構会議を定期的に開催し、

事業方針をはじめ機構の運営に関する方針等について理事長自らが説明し周知徹底を図っ

ている。 

 

ｄ．予算の決定手続き 

機構における予算の決定手続きについて、理事長は、「独立行政法人国立青少年教育振興

機構会計規程」第13条に基づき、中期目標及び中期計画を達成するため、予算の編成にあ

たり具体的な考え方を示した予算編成方針を策定している。 

理事長から予算業務を委任された予算責任者は、当該予算編成方針を踏まえ、予算執行

計画案を作成している。 

 

ｅ．人事の決定手続き 

機構における人事の決定手続きについては、平成 19 年 9 月（平成 24年 11 月一部改正）

に定めた「人事に関する基本方針」で役職員に理事長の方針を示した上で実施している。

実施に当たっては、各教育施設の所長等からのヒアリングを行い、職員の経歴・適性等を

勘案し、理事長が決定している。 

 

ｆ．業務の一部委任 

機構における決定手続きについては、原則として全て理事長の決定により実施すること

となっている。ただし、「独立行政法人国立青少年教育振興機構会計規程」に基づき、会

計業務の一部を委任している。また、定型的な事務処理等の一部の軽微な案件については、

「独立行政法人国立青少年教育振興機構文書決裁規程」に基づき、部課長の専決により実

施している。 

 

ｇ．理事長の補佐体制の整備状況 

理事が理事長を補佐し、総務企画部総務企画課が理事長や理事の指示を直接的に把握し、

各部署の総括を行っている。 

 

ｈ．その他 

特定の課題や複数の部署が関連する業務等については、理事長のリーダーシップの下、

チームを編成し、対応している（「体験の風をおこそう」運動や「早寝早起き朝ごはん」

国民運動など）。 

 

イ．法人のミッションの役職員への周知徹底 

理事長は、役員懇談会、機構連絡会及び機構会議等（以下「役員懇談会等」という。）

により、定期的に役職員との意見交換の場を設けている。また、事業や運営の方針等につ

いては、機構会議等において理事長から各教育施設所長に対して自ら指示するとともに、

法人内のポータルサイトへの掲載等を活用し、全職員に対して周知徹底を行っている。さ

らに、各教育施設を随時視察し、その際、教育施設職員と意見交換を行い、方針等の周知

徹底を図っている。 

 

【取組事例】新・機構元気プラン 

平成 20 年 9 月に機構が「青少年の現状と課題、そして機構の果たすべき役割」を策定し

てから 5年が経過し、青少年を取り巻く環境も変化していることから、理事長の発意の下

で策定作業を行い、平成 26 年 6月に「国立青少年教育振興機構が重点的に取り組むべき課

題と具体的方策～青少年の社会を生き抜く力の育成を目指して～新・機構元気プラン」を

機構内に公表した。策定に当たっては、機構全職員を対象に提案を募集（60 人を超える職

員が提案）し、教育施設の職員も含めた策定メンバーを中心に議論を重ね、今後 5年間程

度を目途に機構が重点的に取り組むべき方策の検討を行った。 

 

ウ．中期目標・計画の未達成項目（業務）についての未達成要因の把握・分析・対応状況 

中期目標・計画のうち、進捗状況が思わしくない項目（業務）については、担当部署か

省に対して最新の利用実績や

宿泊室稼働率等の情報提供等

を行っており、各取組は進捗し

ている。 

 

 

【施設の効率的な利用の促進】 

青少年利用の早期受付を促

進しており、青少年利用に影響

のない範囲で一般利用を受付

けている。平成 23～26 年度の

研修支援における青少年利用

については、中期計画に定める

「青少年人口（0～29 歳）の 1

割程度の研修利用者を確保す

る」という目標を達成したほ

か、「独立行政法人整理合理化

計画」（平成 19 年 12 月 24 日

閣議決定）で示された宿泊室稼

働率 5 割を上回る稼働率を確

保している。 

 

 

＜課題と対応＞ 

内部統制の充実・強化につい

ては、引き続き、理事長のリー

ダーシップを発揮できる環境

を維持・発展させることが課題

であり、各種会議体をはじめと

した体制の充実・強化を図る。 

また、監事と理事長との定期

的な会合についても引き続き

継続的に実施し、業務運営方針

や法人が対処すべき課題等に

ついて意見を交換し、理事長と

の相互認識と信頼関係を深め

る。 

 

稼働率等の情報提供等

を行っており、各取組

は進捗している。 

「新しい公共」型の管

理運営の試行について

は、平成２３年度から

２年間、２施設で開始、

平成２５年１月から５

施設で開始するなど具

体的な取組を行ってい

る。開始した教育施設

からは、運営協議会の

委員が年間を通じて実

際の事業やプロジェク

トに参画し、委員の知

識やネットワークを活

用して新たな取り組み

を実施し、関係機関と

の連携が深まったるす

るなど、施設運営にお

いてこれまでなかった

多様な成果を上げるこ

とができている。 

施設の効率的な利用の

促進については、各教

育施設において「稼働

率向上のための数値目

標の設定及び行動目

標」を設定し、機構全

体で総利用者数５００

万人、全教育施設での

宿泊室稼働率５０％以

上を目指し、広報活動

及び利用促進に努め、

目標を達成している。 

 

これらのことから、当

該項目は、総合的に勘

案し、中期目標におけ

る所期の目標を達成し

ていると認められるた

めＢ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

今後も、引き続き同取

組を行い、内部統制の

充実・強化に努める。

監事についても、理事

長との定期的な情報共

有の機会を持ち、業務

運営方針や法人が対処

すべき課題等について

意見を交換し、理事長

との相互認識と信頼関
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管理運営についての

取組が進捗している

か。 

 

効率的な利用促進 

・青少年教育に関す

る施設の利用状況が

向上しているか。 

・青少年教育に関す

る業務の遂行に支障

のない範囲内で、施

設を一般の利用に供

しているか。 

・施設のさらなる効

率的・効果的な利用

を実現するための方

策についての検討が

進捗しているか。 

・宿泊室稼働率が低

く、今後もその向上

が見込めない施設に

ついて、稼働率を高

める取組が行われる

とともに、様々な検

討が進捗している

か。 

らの業務報告を踏まえ、役員懇談会等において、その未達成要因の把握・分析を行い、対

応を行う体制がとられている。年度計画等の策定時においても、各業務の中期目標・計画

に対する進捗状況を把握・分析し、当該中期目標を達成するため、対応方針を見直すこと

としている。 

なお、文部科学省独立行政法人評価委員会による年度実績に対する評価や個別の指摘事

項については、各部署に速やかに伝達し対応を検討するとともに、フォローアップを行い

業務改善に努めている。 

 

エ．組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握・対応等 

組織全体で取り組むべき重要な課題については、役員懇談会等において、政策の検討や

業務改善、業務の進捗状況等を確認する中で、常にその把握に努めている。 

また、機構のリスク対応として特に重要と考えている体験活動中の安全管理については、

国公立青少年教育施設職員、教育委員会担当者、民間事業者等を対象とした安全管理講習

（山系、水辺活動系）や、各教育施設の安全管理に関する職員研修を実施するとともに、

各教育施設で作成している危険度の高い活動プログラムの安全対策マニュアルを随時見直

して、職員へ周知徹底を図っている。 

また、一部の施設においては、東日本大震災を踏まえ、地方自治体等が災害時において

避難所等として施設を利用するための協定書を締結するとともに、情報を共有化する等の

連携を行っている。 

その他、組織運営全般に係る様々な課題（リスク）についても、役員会議や役員懇談会

を円滑に運営するための情報共有や調整の場として本部部長・課長が毎週開催している部

課長会や、役員懇談会等における役職員との意見交換会を通じて把握しており、理事長の

具体的な指示のもと各部署が適切に対応し、改めて役員懇談会等でそのフォローアップを

行うとともに、状況に応じてチームを編成するなどして対応している。 

さらに、日常的な教育施設における課題（リスク）については、その情報を必要に応じ

て理事長に報告し、理事長からの指示のもと、当該教育施設において適切に是正するとと

もに、他の教育施設に対しても情報提供や注意喚起を行っている。 

 

【取組事例】 

センターでは、平成 25年度 10月において、台風 26 号で甚大な被害に遭い、また続く台

風 27号により二次災害が想定される伊豆大島からの一時避難受入の要請を東京都から受

け、同総務局復興支援対策部と連携して、希望するすべての高齢者及び付き添い者を中心

に延べ 254 名を受け入れるなど、緊急時における迅速な対応を行った。 

 

オ．内部統制の現状把握・課題等への対応 

ａ．内部統制の現状把握 

理事長は、役員懇談会等における役職員との意見交換を通じて、内部統制の現状及び課

題等を把握している。 

また、監査室による内部監査の実施を通じてもリスクの洗い出しを行っており、中期目

標期間中に 27教育施設で内部監査を実施できるよう、平成23～26年度においては、本部と

21教育施設において内部監査を実施した。 

なお、公益通報者保護法に基づく公益通報制度を設けているが、平成 23～26 年度におい

ては、問題となる事象や通報はなかった。 

 

ｂ．課題等への対応 

役員懇談会等における役職員との意見交換を通じて把握した課題等については、理事長

の具体的な指示のもと各部署が適切に対応し、改めて役員懇談会等でそのフォローアップ

を行うとともに、状況に応じてチームを編成するなどして対応している。 

さらに、日常的な教育施設における課題については、その情報を必要に応じて理事長に

報告し、理事長からの指示のもと、該当教育施設において適切に是正するとともに、他の

教育施設に対しても情報提供や注意喚起を行っている。 

 

② 監事監査 

監事は、監査室や会計監査人と連携を図りながら、機構の業務を対象とした監事監査を

係を深めることが重要

である。 

それぞれの教育施設の

おかれた地域の実情に

即して、地域と連携し

た効果的・効率的な管

理運営に取り組み、期

間を限定した非常勤職

員の確保方策のみなら

ず、多様な勤務形態や

必要な時に必要な人員

を確保できるよう、

様々な採用の在り方な

ど、今後検討すること

が重要である。 

 

 

＜WT 委員からの意見＞ 

監事監査の基本方針の

内容に沿うよう体制の

整備に努めていただき

たい。 
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実施している。 

監事監査においては、特に中期目標・中期計画を踏まえた事業や運営の方針の周知状況、

業務の進捗把握・改善状況に注視した監査を行っている。また、監査計画書作成時、監査

実施時、監査報告時をはじめ、それら以外の場合においても適時に理事長との意見交換を

行い、マネジメントが的確であるか確認を行っている。監事監査において把握した改善点

等については、監査報告書に記載するほか、役員会議等において適時に指摘している。 

なお、平成 23～26 年度の監事監査報告書等においては、独立行政法人国立青少年教育振

興機構監事監査規程第 24条に基づく改善すべき事項はなかった。 

 

 （２）各施設の

役割の明確化及

び運営の改善 

 

本部を中心とし

て、各施設の役

割分担を行い、

施設ごとに果た

すべき役割を明

確にするととも

に、各施設の自

己評価を適切に

行い、運営の改

善を行う。 

 

（２）各施設の役

割の明確化及び

運営の改善 

 

本部を中心とし

て、各施設の役割

分担を行い、一定

の機能分化を図

るなど、施設ごと

に果たすべき役

割を明確化する。 

また、施設の役割

を踏まえ、各年度

の業務実績につ

いて施設ごとに

自己評価を行い、

評価結果を各施

設の運営の改善

に反映する。 

 

 （２）各施設の役割の明確化及び運営の改善 

文部科学省の「国立青少年教育施設の在り方に関する検討会」の報告「今後の国立青少

年教育施設の在り方について」（平成 23年 2月）において、早急に国立青少年教育施設が

取り組むべき事項として、①効果的・効率的な施設配置のため各施設の特色・機能を明確

化すること、②「新しい公共」型の管理運営の導入に向けた試行的実施に着手することな

どが指摘された。 

これを踏まえ、機構においては、平成 23 年 6 月 30 日に「国立青少年教育施設の管理運

営の在り方等に関する調査研究協力者会議」（以下、「協力者会議」という。）を設置し、

①教育施設の管理運営や事業の企画・実施への多様な主体の参画（「新しい公共」型の管

理運営）、②教育施設の特色や役割を踏まえた効果的・効率的な教育施設の配置及び管理

運営の 2点について調査研究を実施し、平成 24 年 3 月に「国立青少年教育施設の管理運営

の在り方等について（第一次報告）」を、平成 27年 3 月に「国立青少年教育施設の管理運

営の在り方等について（第二次報告）」として、これまでの調査研究の内容を取りまとめ

た。 

 

① 「新しい公共」型の管理運営の試行 

平成 23 年度から平成 24 年度にかけて試行を実施した赤城及び淡路の 2 教育施設につい

ては、試行の結果を踏まえ、平成 25年度から「新しい公共」型の管理運営を本格的に実施

している。また、平成 25年 1 月から試行していた大雪、阿蘇、那須甲子、妙高、若狭湾の

5 教育施設においては、先行 2教育施設の結果も踏まえ、各教育施設の特色を生かして様々

な取組を行い、5教育施設ともに本格実施に移行を予定している。 

各教育施設からは、運営協議会の委員が年間を通じて実際の事業やプロジェクトに参画

し、委員の知識やネットワークを活用して新たな取組を実施したり、関係機関との連携が

深まったりするなど、施設運営においてこれまでになかった多様な成果を上げることがで

きたとの報告を受けており、教育施設の管理運営方策として、「新しい公共」型、すなわ

ち地域に支えられた教育施設の管理・運営は十分有効であり、かつ今後どの教育施設にお

いても欠くことのできない管理・運営の手法であることが確認できた。 

平成 27 年度は、試行施設以外の教育施設についてもこれまでの試行に関する報告を踏ま

え、それぞれの教育施設のおかれた地域の実情に即し、それぞれの地域と連携した効果的・

効率的な管理運営に取り組むこととしている。 

 

 

② ブロック拠点の有効性 

「今後の国立青少年教育施設の在り方について」（平成 23 年 2 月）では、現在の国立青

少年教育施設について、「より効果的・効率的な施設配置を行う観点から、それぞれの施設

が有する機能をある程度集約し、施設配置の在り方を見直していくことが必要である。具

体的には、地域のブロックごとに拠点施設を設け」ることが考えられると指摘された。 

これを踏まえ、平成 24年 11 月より九州・沖縄ブロックに、平成 25年 4月から 12 月まで

   

詳細は上記の参照箇所に

譲り、左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 
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関東甲信越・中部・北陸地ブロックに、それぞれ広域主幹（エリアマネージャー）を試行

的に配置し、協力者会議において、広域主幹からその取組や課題等について報告を受け、

その有効性について検討を進めてきた。 

広域主幹を配置することにより一定の成果を収めたことから、今後は、これまでの取組

を踏まえて、より一層ブロック内の教育施設の特色化の促進や連携強化を進めるための指

導助言や情報収集・発信に努めるとともに、公立青少年教育施設や民間団体等への積極的

な情報発信や連携協力の促進など、広域的な視点を生かした役割を担うことが期待されて

いる。 

このため、他のブロックにおいても広域主幹を試行的に配置することが望まれている。 

    

③ 期間を限定した非常勤職員の確保方策 

「国立青少年教育施設の管理運営の在り方等について（第一次報告）」（平成 24年 3月）

では、教育施設の特色や役割を踏まえた効果的・効率的な教育施設の配置及び運営につい

て、今後、国立施設として全うすべき役割を踏まえ、利用者のニーズ、地域の実情及び行

政改革の観点からの合理化についての要請等を十分考慮し、季節開設の実施に向けた具体

的な検討状況を把握しつつ、引き続き、効果的・効率的な教育施設の配置及び運営につい

て調査研究を進めることとされた。 
効果的・効率的な運営のためには、いかにして質の高い季節雇用職員を確保するかが重

要な課題であるため、期間を限定した非常勤職員の確保方策について具体的に検討するこ

ととし、平成 25 年 4 月より能登、中央、山口徳地及び大隅の4教育施設において、3か年

計画でその確保及び活用に関する試行を実施している。 

試行の成果としては、いずれの教育施設においても、関係機関・団体や OB職員をはじめ、

様々な人脈を活用し人材発掘に努めたところ、人材発掘を通じて関係団体とのパイプが出

来て、関係機関や団体との繋がりが深まったことがあげられる。これは、新たな人材確保

のルートの発掘や、非常勤職員が継続できなかった際に後任の候補者を速やかに推薦して

もらえるなどの成果も生み出している。 

 4 教育施設においては、引き続き、関係機関・団体等を通じた人材確保ルートの開発に

努めるとともに、それぞれの教育施設で必要な人材とその人材を確保するために必要な勤

務時間、期間、賃金その他の条件などについて情報収集等を行いながら、検討を進めてい

る。 

また、期間を限定した非常勤職員の確保方策のみならず、多様な勤務形態や必要な時に

必要な人員を確保できるよう、様々な採用の在り方などについて検討することとしている。 

 

これに対応した取組を、機構において実施しており、教育施設においては、自己評価を

行い、結果及び課題を取りまとめ、各教育施設の運営改善に反映している。 

 

 （３）各施設の

自治体・民間へ

の移管等 

 

文部科学省が作

成する工程表に

沿って、国立青

少年交流の家、

青少年自然の家

の自治体・民間

への移管等に取

り 組 む と と も

に、一定の施設

について、「新

しい公共」の概

念を導入し、効

率的な組織運営

を目指す。    

（３）各施設の自

治体・民間への移

管等 

 

文部科学省が作

成する工程表に

沿って、国立青少

年交流の家、青少

年自然の家の自

治体・民間への移

管等に取り組む

とともに、効率的

な組織運営を目

指す観点から、

「新しい公共」型

の管理運営につ

いて、一部の施設

で検証するなど

 （３）各施設の自治体・民間への移管等 

自治体・民間への移管の検討に資するため、文部科学省に対して最新の利用実績や宿泊

室稼働率等の情報提供等を適宜行った。このほか、効率的な組織運営を進める観点から、

「新しい公共」型の管理運営の試行に取り組むなど、調査研究を進めている。 

また、中央教育審議会答申「今後の青少年教育の体験活動の推進について」（平成 25年

1 月 21 日）においては、「体験活動の機会と場の確保という観点を踏まえつつ、より効果

的・効率的な在り方について、更に検討を行う必要がある」と提言されている。 

この答申を踏まえ、文部科学省は、平成 25～26 年度に「国立青少年教育施設の組織・制

度の見直し等の基本調査」を実施し、機構は、資料提供や実地調査、利用団体に対するア

ンケート調査等に対して全面的に協力し、文部科学省と連携して効果的・効率的な組織の

運営の検討を行った。 
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 具体的な取り組

みを行う。 

 

 （４）施設の効

率的な利用の促

進 

 

青少年教育に関

する業務の遂行

による施設の利

用状況を向上さ

せるとともに、

その業務に支障

の な い 範 囲 内

で、施設を一般

の利用に供し、

効率的な利用を

促進する。加え

て、国立オリン

ピック記念青少

年総合センター

をはじめ、施設

のさらなる効率

的・効果的な利

用を実現するた

めに必要な方策

を検討する。そ

の上で、宿泊室

稼 働 率 等 が 低

く、今後もその

向上が見込めな

い施設について

は、他の施設に

よる代替可能性

など地域の実情

を考慮の上、一

定期間の開設、

休止や統合・廃

止に向けた検討

を行う。 

 

（４）施設の効率

的な利用の促進 

 

青少年教育に関

する施設の利用

状況を向上させ

るとともに、施設

の効率的な利用

の促進の観点か

ら、青少年教育に

関する業務の遂

行に支障のない

範囲内で、施設を

一般の利用に供

する。加えて、国

立オリンピック

記念青少年総合

センターをはじ

め、施設のさらな

る効率的・効果的

な利用を実現す

るため方策を検

討し、必要な措置

を講ずる。その上

で、宿泊室稼働率

等が低く、今後も

その向上が見込

めない施設につ

いては、他の施設

による代替可能

性など地域の実

情を考慮の上、一

定期間の開設、休

止や統合・廃止に

向けた検討を行

う。 

 

 （４）施設の効率的な利用の促進（表 3-7-1・2参照） 

平成 23～26 年度の総利用者数は、計 20,280,804 人であり、平成 24 年度以降は、各年度

500 万人を突破している。なお、平成 23～26 年度における研修支援における青少年利用に

ついては、中期計画に定める「青少年人口（0～29 歳）の 1 割程度の研修利用者を確保す

る」という目標を達成しており、平成 27 年度見込みを含め、中期目標期間中全ての年度に

おいて目標を達成する見込みである。 

また、平成 23～26 年度の宿泊室稼働率は、58.3～60.3％であり、各年度全施設で宿泊室

稼働率が 50％を上回っている。平成 27 年度見込みを含め、中期目標期間中全ての年度に

おいて、「独立行政法人整理合理化計画」（平成 19 年 12 月 24 日閣議決定）において示さ

れた宿泊室稼働率５割を上回る数値を確保する見込みであり、宿泊室稼働率が低く、今後

もその向上が見込めない施設に該当する施設はない。 

 
表 3-8-1 総利用者数の推移 

区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

宿泊利用者 2,758,824 2,865,988 2,849,245 2,811,004 11,285,061 

日帰り利用者 2,111,296 2,273,314 2,318,752 2,292,381 8,995,743 

総利用者 4,870,120 5,139,302 5,167,997 5,103,385 20,280,804 

 

表 3-8-2 全教育施設の宿泊室稼働率の推移 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

宿泊室稼働率 58.3％ 59.3％ 60.3％ 60.0％ 

 

【参考】 総利用者数と宿泊室稼働率の推移 

年    度 宿泊利用者数  日帰り利用者数 合    計 宿泊室稼働率 

平成 18 年度 3,037,877 1,863,222 4,901,099 56.7％ 

平成 19 年度 3,018,590 1,747,299 4,765,889 58.6％ 

平成 20 年度 2,985,916 1,877,705 4,863,621 60.8％ 

平成 21 年度 2,840,883 2,021,397 4,862,280 61.4％ 

平成 22 年度 2,898,365 2,097,190 4,995,555 60.3％ 

平成 23 年度 2,758,824 2,111,296 4,870,120 58.3％ 

平成 24 年度 2,865,988 2,273,314 5,139,302 59.3％ 

平成 25 年度 2,849,245 2,318,752 5,167,997 60.3％ 

平成 26 年度 2,811,004 2,292,381 5,103,385 60.0％ 
 

   

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 
当該項目の 

重要度、難易度 

― 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 
 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 Ⅳ 財務内容の

改善に関する事

項 

 

 

 

１．自己収入の

確保 

利用者、利用の

目的及び形態等

を踏まえ、施設

使用料等を見直

すことなどによ

り、自己収入を

確保する。その

際、施設設置以

来の青少年利用

は無料という原

則及び学校教育

における青少年

の体験活動等の

重要性を十分考

慮するものとす

る。また、積極

的に外部資金や

寄附金の増加に

努める。 

自己収入の取扱

いにおいては、

毎事業年度に計

画的な収支計画

を作成し、当該

収支計画による

運営を行う。 

 

２．固定経費の

Ⅲ 予算（人件

費の見積もりを

含む。）、収支

計画及び資金計

画 

 

収入面に関して

は、実績を勘案

しつつ、計画的

な収支計画によ

る運営を行う。

また、自己収入

の確保及び受益

者負担の適正化

の観点から、施

設使用料や活動

プログラムに係

る費用等の設定

を見直す。さら

に、科学研究費

補助金等の申

請、国や民間企

業等からの受託

事業等の積極的

な受入れ等によ

り、外部資金の

確保及び寄附金

の増加に努め

る。 

また、管理・運

営業務の効率化

を進める観点か

ら、毎事業年度

において、適切

な効率化を見込

んだ予算による

＜その他の指標＞ 

【予算（人件費の見積

もりを含む。）、収支計

画及び資金計画】 

収入 

 

支出 

 

財務状況 

（当期総利益（又は当

期総損失）） 

・当期総利益（又は当

期総損失）の発生要因

が明らかにされてい

るか。 

・また、当期総利益（又

は当期総損失）の発生

要因は法人の業務運

営に問題等があるこ

とによるものか。 

 

（利益剰余金（又は繰

越欠損金）） 

・利益剰余金が計上さ

れている場合、国民生

活及び社会経済の安

定等の公共上の見地

から実施されること

が必要な業務を遂行

するという法人の性

格に照らし過大な利

益となっていないか。 

・繰越欠損金が計上さ

れている場合、その解

消計画は妥当か。 

 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2期中期目標期間（平成 23～27 年度）見込実績自己評価書 

P4-1～4-5（第 4章 1～4） 

＜自己評価書参照箇所＞ 

第 2期中期目標期間（平成

23～27 年度）見込実績自

己評価書 

P4-7～4-8（第 4章 9） 

評定 Ａ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

平成２３～２６年度に

おいては、累計６３億

円の自己収入を確保

し、自己収入の確保及

び受益者負担の適正化

の観点から、施設使用

料や活動プログラムに

係る費用等の設定に対

しても、見直しを進め

た。その結果、平成２

６年度決算において

は、予算額と比較して、

国立オリンピック記念

青少年総合センターの

施設使用料の改定（１

０％～３０％値上げ）

などにより、自己収入

予算額の８．５％増加

の自己収入額を確保し

た。 

     

また、寄附金の増加に

ついては、機構本部の

主導により、各施設に

おける所長に寄附金の

増加に係る取組を強化

するよう指示をすると

ともに、民間企業と連

携し、機構に関するキ

ャラクターを表記した

自動販売機を考案し、

機構内外に設置した場

合も売り上げの一部を

寄附金として受け入れ

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

１．自己収入の確保、固定経費の削減 

（１）事業収入等の確保の状況（表 4-1 参照） 
 

表 4－１ 事業収入等の状況                 （単位：千円） 

区    分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

事業収入等の予算額 1,517,767 1,532,945 1,548,274 1,563,757 

事業収入等の決算額 1,417,250 1,612,239 1,616,753 1,696,978 

増減額 △100,517 79,294 68,479 133,221 

予算額に対する決算額の割合 93.4% 105.2% 104.4% 108.5% 

 

（２）事業収入等の確保に係る主な取組状況 

平成 23～26 年度における事業収入等の確保に係る主な取組は、以下のとおりである。 

① センターを除く 27教育施設の一般利用に係る施設使用料について、従前は 1泊あた

り 250 円であったところを、平成 24 年 7 月より 800 円に改定した。 

 

②  受益者負担の適正化を目的に、平成 24年 4月に「地方施設の利用に係る受益者負担

の在り方に関する検討 PT」（以下「検討 PT」という。）を設置し、4回にわたる会議

開催のほか、機構会議において検討内容のレビューを実施するなど検討を行った。こ

の検討 PTの検討結果を受け、センターを除く 24教育施設の講師等宿泊室について、

平成 25 年 4 月より料金の徴収を開始した。 

 

③ センターの施設使用料について、平成 23 年 10 月、平成 24年 3月及び平成 26 年 4

月にそれぞれ料金改定を行った。 

 

④ 青少年の体験活動に関わる指導者養成等の事業（養成、研修）参加費については、

食費、シーツ等洗濯代を徴収している。ただし、教員免許状更新講習は、食費、シー

ツ等洗濯代以外に受講料を受益者負担として徴収している。 

 

⑤ 平成 26 年度において、これまでの機構の業務について評価をいただいたことから、

大口の民間出えん金（800,000,000 円）及び寄附金（200,000,000 円）を受け入れるこ

＜評定と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

評定に当たっては、施設

使用料等の改定の取組や、

平成 26 年度に、機構の業

務について評価をいただ

いたことにより大口の民

間出えん金及び寄附金を

受け入れることができた

ため、自己収入としては第

1 期中期計画期間と比較

して約 50%増（第 1期中期

計画期間自己収入決算

額：7,451 百万円→第 2期

中期計画期間自己収入見

込額：11,301 百万円）の

大幅な増収が見込めるこ

とから、中期計画における

目標を上回る成果が得ら

れているとして、Ａ評定と

した。 

 

 

【予算、収支計画及び資金

計画】 

平成 23～26 年度におい

ては、累計 6,343,220 千円

の事業収入を確保し、自己

収入の確保及び受益者負

担の適正化の観点から、施
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削減 

管理・運営業務

の効率化を図る

とともに、効率

的な施設運営を

行うこと等によ

り、固定経費の

節減を目指す。 

運営を行う。 ※解消計画がない場

合 

・当該計画が策定され

ていない場合、未策定

の理由の妥当性につ

いて検証が行われて

いるか。さらに、当該

計画に従い解消が進

んでいるか。 

 

（運営費交付金債務） 

・当該年度に交付され

た運営費交付金の当

該年度における未執

行率が高い場合、運営

費交付金が未執行と

なっている理由が明

らかにされているか。 

・運営費交付金債務

（運営費交付金の未

執行）と業務運営との

関係についての分析

が行われているか。 

 

（溜まり金） 

・いわゆる溜まり金の

精査において、運営費

交付金債務と欠損金

等との相殺状況に着

目した洗い出しが行

われているか。 

とができた。 

 

⑥ 上記取組の結果、事業収入以外の収入も含め、自己収入としては第 1期中期計画期

間（平成 18～22 年度の総額）と比較して約 50%増と、大幅な増収となる見込みである。 

 

第 1 期中期計画期間自己収入決算額： 7,451,050,135 円 

第 2 期中期計画期間自己収入見込額：11,301,377,973 円 

 

（３）予算の状況（表 4-2 参照） 

 

表 4-2 予算に対する実績                   （単位：百万円）                                    

区      分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

【収入】     

運営費交付金 9,479 9,032 8,939 9,162 

施設整備費補助金 214 393 267 325 

事業収入等 1,417 1,612 1,617 1,697 

受託収入 178 111 85 90 

寄附金収入 73 54 84 295 

民間出えん金 7 8 7 808 

その他の収入 39 55 49 64 

前年度繰越金 4 634 919 1,144 

計 11,411 11,899 11,966 13,583 

【支出】     

運営費 10,425 10,451 10,408 11,180 

  一般管理費 5,348 5,413 5,241 5,643 

    うち人件費 3,948 3,721 3,457 3,722 

    うち管理運営費 1,400 1,692 1,784 1,921 

  業務経費 5,077 5,038 5,166 5,537 

    事業費 3,018 3,010 2,987 2,965 

    基金事業費 2,059 2,028 2,179 2,572 

受託事業費 178 111 85 90 

補助金事業費 1 － 0 0 

寄附金事業費等 － 20 57 71 

施設整備費 214 393 267 325 

計 10,817 10,975 10,817 11,667 

（注）区分ごとに表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しないことがある。 

（注）寄附金・助成金を財源とした事業費等は、平成24年度より「寄附金事業費等」として

表記。 

 

① 収入の主な増減理由 

センターの施設使用料の料金改定等、事業収入の確保に係る取組を行ったことによる増

加である。 

 

② 支出の主な増減理由 

人 件 費：給与水準の適正化等の影響による人件費の減。 

管理運営費：特別措置法に基づくポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄処分費等の増 

 

２．収支計画の状況（表 4-3 参照） 

 
表 4-3 収支計画に対する実績                  （単位：百万円） 

区       分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

【費用の部】 10,644 10,757 10,709 11,377 
経常費用 10,636 10,752 10,704 11,377 
事業経費 7,337 7,261 7,388 7,829 
管理運営費 2,900 3,159 3,002 3,200 

設使用料や活動プログラ

ムに係る費用等の設定に

対しても、見直しを進め

た。 

また、平成 26年度にお

いて、これまでの機構の業

務について評価をいただ

いたことから、大口の民間

出えん金（800,000,000

円）及び寄附金

（200,000,000 円）を受け

入れることができたこと

等により、事業収入以外の

収入も含め、自己収入とし

ては第 1期中期計画期間

（平成 18～22 年度）と比

較して約 50%増と、大幅な

増収となる見込みである。 

なお、毎事業年度におけ

る効率化目標については、

目標以上の削減となって

いる。 

 

 

＜課題と対応＞ 

今後も自己収入の確保

等が課題であることから、

引き続き、受益者負担の適

正化を図るため、教育施設

の施設使用料や活動プロ

グラムに係る料金の見直

し等について検討を行う

とともに、民間出えん金や

寄附金の増加に努める。 

ることや、カード会社

と契約し、ポイント還

元対象の一つとして機

構への寄附を設定した

こと。さらに応援募金

を設置し、ホームペー

ジで支援を呼びかけた

り、ご賛同いただける

企業や団体、個人、機

構と取引実績のある各

業者への寄附をお願い

するなど独自の取組を

行ってきた。 

この結果、第１期目標

期間の合計額が１１百

万円に対し、第２期中

期目標期間は平成２６

年度までの４年間で既

に５０６百万円と４．

６倍に及ぶ額を受け入

れることができた。 

 

これらのことから、当

該項目は、中期目標に

おける所期の目標を上

回る成果が得られてい

ると認められるためＡ

評定とした。 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

今後も自己収入の確保

等が必要である。引き

続き、受益者負担の適

正化を図るため、教育

施設の施設使用料や活

動プログラムに係る料

金の見直し等について

検討を行うとともに、

更なる民間出えん金や

寄附金、受託経費など

外部資金等の獲得に努

める。加えて、大口寄

附金の獲得を見据えて

積極的な資金運用につ

いても検討が必要であ

る。 

 

 

＜WT委員からの意見＞ 

運営費交付金債務が発

生した時の対応を計画

的に行っていただきた
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受託経費 178 111 85 90 
減価償却費 220 221 229 250 

財務費用 8 5 6 8 

【収益の部】 10,640 10,757 10,709 11,377 
運営費交付金収益 8,875 8,581 8,575 9,290 
入場料等収入 1,417 1,612 1,617 1,670 
受託収入 178 111 85 90 
補助金等収益 1 - 0 0 
施設費収益 25 202 234 75 
寄附金収益 18 107 51 38 
雑益 38 55 49 64 
資産見返運営費交付金戻入 87 88 98 122 
資産見返物品受贈額戻入 1 0 1 0 
資産見返寄附金戻入 0 0 0 1 

（注）区分ごとに表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しないことがある。 

 

【主な増減理由】 

事 業 経 費：電気料金の値上げに伴う光熱水料等の増。 

管 理 運 営 費：特別措置法に基づくポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄処分費等の増 

入場料等収入：センターの施設使用料の料金改定（平成 26年 4月～）等、事業収入の確

保に係る取組を行ったことによる増。 

 

 

３．資金計画の状況（表 4-4 参照） 

 
表 4-4 資金計画に対する実績の状況                             （単位：百万円）  

区  分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

     

【資金支出】 13,929 13,335 13,537 11,518 

業務活動による支出 11,333 10,353 10,537 10,915 

投資活動による支出 360 320 178 478 

財務活動による支出 133 154 132 126 

翌年度への繰越額 2,104 2,508 2,689 3,676 

     

【資金収入】 13,929 13,335 13,537 12,505 

業務活動による収入 11,107 10,825 10,791 11,319 

運営費交付金による収入 9,479 9,032 8,939 9,162 

入場料等収入 

受託収入 

補助金等収入 

寄附金収入 

1,415 

113 

－ 

73 

1,603 

122 

1 

25 

1,619 

90 

0 

73 

1,696 

85 

0 

311 

その他収入 27 43 70 65 

投資活動による収入 216 398 231 378 

施設整備費補助金による収入 214 393 224 369 

有形固定資産の売却による収入 － 5 0 1 

有価証券の償還による収入 3 － 7 9 

財務活動による収入 7 8 7 808 

民間出えん金 7 8 7 808 

前年度からの繰越額  2,599 2,104 2,508 2,689 

（注）区分ごとに表示単位未満を四捨五入しているため、合計は一致しないことがある。 

 

【主な増減理由】 

業務活動による支出：給与水準の適正化等の影響による人件費の減。 

財務活動による収入：民間出えん金の増。 

 

４．財務の状況 

い。 
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（１）当期総利益（当期総損失）の状況（表 4-5 参照） 

平成 26 年度末の当期総利益（当期総損失）は、11,867 円である。 

 

表 4-5 当期総利益（当期総損失）の状況          （単位：百万円） 

区    分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

当期総利益（当期総損失） 0 0 0 0 

 

【当期総利益（又は当期総損失）の発生要因】 

外部委託契約の包括化・複数年化、仕様の見直し等による外部委託費等の削減、及び

物品購入等における安価な調達、購入数量の精査による備品費等の削減のため。 

 

（２）利益剰余金（繰越欠損金）の状況（表 4-6 参照） 
表 4-6 利益剰余金（繰越欠損金）の状況            （単位：百万円） 

区    分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

利益剰余金 2 2 2 2 

 

（３）運営費交付金債務の状況（表 4-7 参照） 

 平成23～26年度に交付された運営費交付金の各年度における未執行率は表4-7のとお

りであった。 

また、平成 23年度～平成 25 年度に交付された運営費交付金のうち、平成 25年度末に

おいて未執行相当額として運営費交付金債務に計上していた 1,060,428,200 円のうち、

260,081,079 円（基金事業 215,180,765 円、退職一時金 44,900,314 円）を平成 26 年度

に執行した。 

 なお、平成 26年度の未執行相当額（800,347,121 円）については、運営費交付金債務

として平成 27年度中に繰り越し、執行する予定である。 

 
表 4-7 運営費交付金債務の状況                   

区    分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

運営費交付金の未執行率 5.6(%) 3.7(%) 2.1(%) 0.0(%) 

 

【未執行の理由】 

基 金 事 業 ：平成 23 年度～平成 25年度に予定していた計画の一部が未達で、計画に対

する達成率が 92.0％となり、8.0％相当額（554,580,835 円）が未執行とな

ったため。 

退職一時金：平成 26 年度末において、退職予定者の一部に退職日延期者が発生し、相当

額（245,766,286 円）が未執行となったため。 

 

（４）溜まり金の精査の状況 

平成 21 年度の国立中央青少年交流の家・玉穂宿舎北側敷地売却時に計上した固定資産

売却損相当額があったため、平成 24 年度に国庫納付を行った。 

 

  １．予算（中期

計画の予算） 

別紙１のとお

り。 

     

  ２．収支計画  

別紙２のとお

り。 

     

  ３．資金計画   

別紙３のとお

り。 

     

 

４．その他参考情報 

詳細は上記の参照箇所に

譲り、左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４ 短期借入金の限度額 
当該項目の 

重要度、難易度 

― 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 
 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  Ⅳ 短期借入金の限度額 

 
短期借入金の限度額は２

０億円とする。 

短期借入金が想定される

事態としては、運営費交

付金の受入れに遅延が生

じた場合である。なお、

想定されていない退職手

当の支給や事故の発生な

どにより緊急に必要とな

る経費として借入するこ

とも想定される。 

＜その他の指標＞ 

【短期借入金の限度

額】 

・短期借入金は有る

か。有る場合は、そ

の額及び必要性は適

切か。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2 期中期目標期間（平成 23～27 年度）見

込実績自己評価書 P4-5（第 4章 5） 

＜自己評価書参照箇所＞ 

 
評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

平成 24 年度の短期借入金は、特例

公債法案未成立によるものである

ことを確認し、Ｂ評定とした。 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜WT 委員からの意見＞ 

特になし 

 

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

５．短期借入金の限度額の状況 

短期借入金の限度額は 20 億円である。な

お、平成 23～26 年度における短期借入は、

平成 24 年度に、特例公債法案未成立による

「9月以降の一般会計予算の執行について」

（平成 24 年 9 月 7 日閣議決定）の決定に基

づき、平成 24 年 11 月までの運営費交付金が

約 12 億円交付抑制されることとなったこと

から、その間不足する資金額 6億 5千万円に

ついて、平成 24年 10 月 26 日～平成 24年 12

月3日の約2ヶ月間、短期借入を実施した（借

入利息：0.23%、支払利息総額 188,232 円）。 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

平成 23～26年度における短期借入実

績は、真にやむを得ない 1件に限られ、

問題のある点は認められないことか

ら、Ｂ評定とした。 

 

 

【短期借入金の限度額】 

平成 23～26年度における短期借入実

績は、平成 24 年度の特例公債法案未成

立に伴う運営費交付金の不足分に充当

するために実施した 1件のみである。 

 

 

＜課題と対応＞ 

今後も中期計画に基づき、適切に対

応する。 

 

４．その他参考情報 

 

 
  

詳細は上記の参照箇所に

譲り、左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

５ 不要財産及び不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画 
当該項目の 

重要度、難易度 

― 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 
 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  Ⅴ 不要財産及び

不要財産となるこ

とが見込まれる財

産の処分に関する

計画 

 

なし 

＜その他の指標＞ 

【不要財産及び不要財

産となることが見込ま

れる財産の処分に関す

る計画】 

・不要財産及び不要財

産となることが見込ま

れる財産の処分に関す

る計画は有るか。ある

場合は、計画に沿って

順調に処分に向けた手

続きが進められている

か。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2 期中期目標期間（平成 23～27 年度）

見込実績自己評価書 

P4-6（第 4章 6） 

＜自己評価書参照箇所＞ 

 
評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

平成 24 年度においては、会計検査

院の指摘を踏まえ、機構内で検討

し、国庫納付に努めている。 

また、その後も、機構内に保有資産

等利用検討委員会を立ち上げるな

どして、見直しが定期的に行われて

いることを確認し、Ｂ評定とした。 

 

 

＜今後の課題＞ 

引き続き、保有資産等利用検討委員

会において不断の見直しが行われ、

監事等の意見も反映されることを

期待する。 

 

＜WT 委員からの意見＞ 

法人全体で、引き続き見直しをしっ

かりと行っていただきたい。 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

６．財産の処分等の状況 

保有地及び借地について、各教育施設の

使用する土地及び建物（以下「施設等」と

いう。）の有効利用に関して、組織的かつ

不断に把握・検討を行う体制を整備して、

施設等の適正かつ効率的な運用管理を図

るべく、平成 25年度に、「独立行政法人国

立青少年教育振興機構保有資産等利用検

討委員会」を本部に設置し、同委員会にお

いて、教育施設等の利用状況を把握し、事

務事業を実施する上で、必要最小限のもの

となっているかの検討を行い、施設等が有

効利用されていることを確認すると共に、

今後も見直しを継続して検討していくこ

ととしている。 

中期目標期間における見直し状況は以

下のとおり。 

 

（保有地の見直し） 

平成 25年度 国庫納付 

国立江田島青少年交流の家野外活動セン

ター建設予定地  968.62 ㎡ 

 

（主な借地面積の見直し） 

平成 24年度 

国立花山青少年自然の家  974,161.00 ㎡ 

→    5,622.00 ㎡（△968,539.00㎡） 

平成 25年度 

国立沖縄青少年交流の家 322,317.25 ㎡ 

→ 231,057.25 ㎡ （△91,260.00㎡） 

平成 26年度 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

保有地や借地面積の見直しを行うと共

に、保有資産等利用検討委員会において組

織的かつ不断に把握・検討する体制を整備

しており、保有する施設が有効に利用され

ていることを確認していることから、Ｂ評

定とした。 

 

 

【不要財産及び不要財産となることが見

込まれる財産の処分に関する計画】 

保有地や借地面積の見直しを行うと共

に、平成 25年度に、「独立行政法人国立青

少年教育振興機構保有資産等利用検討委

員会」を本部に設置し、施設等の有効利用

について組織的かつ不断に自主的な見直

しを行う体制を整備した。 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

今後も保有資産等利用検討委員会にお

いて、組織的かつ不断に自主的な見直しを

行う 
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国立曽爾青少年自然の家 939,796.89 ㎡  

→  788,407.09 ㎡（△151,389.80㎡） 

 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

６ 上記以外の重要な財産の処分等に関する計画 
当該項目の 

重要度、難易度 

― 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 
 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  Ⅵ 上記以外の重

要な財産の処分等

に関する計画 

 

なし 

＜その他の指標＞ 

【上記以外の重要な財

産の処分等に関する計

画】 

・重要な財産の処分に

関する計画は有るか。

ある場合は、計画に沿

って順調に処分に向け

た手続きが進められて

いるか。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

 

＜自己評価書参照箇所＞ 

 
評定 － 評定  

 ＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

 計画なし。 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：― 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

 

  

詳細は上記の参照箇所に

譲り、左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

７ 剰余金の使途 
当該項目の 

重要度、難易度 

― 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 
 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  Ⅶ 剰余金の使途 

決算において剰余

金が発生したとき

は、次の経費等に充

てる。 

①青少年及び青少

年教育指導者等を

対象とする研修等

の充実 

②青少年及び青少

年教育指導者等を

対象とする研修に

対する支援の充実 

③青少年教育に関

する調査及び研究

の充実 

④青少年教育に関

する関係機関・団体

等との連携促進の

充実 

⑤青少年教育団体

が行う活動に対す

る助成の充実 

 

＜その他の指標＞ 

【剰余金の使途】 

・利益剰余金は有るか。

有る場合はその要因は

適切か。 

・目的積立金は有るか。

有る場合は、活用計画

等の活用方策を定める

等、適切に活用されて

いるか。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2 期中期目標期間（平成 23～27 年度）

見込実績自己評価書 

P4-6～4-7（第 4章 7） 

＜自己評価書参照箇所＞ 

 
評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

適切な予算執行が行われており、期

間内において、過大な損益は発生し

ていないことを確認し、Ｂ評定とし

た。 

 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

＜WT 委員からの意見＞ 

特になし 

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

 

７．剰余金の状況 

剰余金の状況については、下記のとおり

である。なお、目的積立金の計上はない。 

 

（１）利益剰余金の有無及びその内訳 

平成 26 年度末時点における利益余剰金

は、以下のとりである。 

 

利益剰余金 1,674,673 円 

（内訳） 

前中期目標期間繰越積立金 

1,163,954 円 

積立金 

498,852 円 

当期未処分利益           

11,867 円 

（うち当期総利益   11,867 円） 

 

（２）利益剰余金が生じた理由 

① 前中期目標期間繰越積立金 

自己収入により取得した固定資産の未

償却残高相当額であり、平成 23 年 6 月に

文部科学大臣の承認を受けて計上してい

る。 

 

② 積立金 

各年度決算時の「当期未処分利益」につ

いて、文部科学大臣の承認を受けて計上し

ている。（第 2 期中期目標期間終了後に国

庫納付を行う。） 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

適切に予算執行を行った結果、過大な損

益は発生していないことから、Ｂ評定とし

た。 

 

【剰余金の使途】 

平成 26 年度末時点における利益剰余金

の内訳は、前中期目標期間繰越積立金、積

立金、当期未処分利益である。 

前中期目標期間繰越積立金は、自己収入

により取得した固定資産の未償却残高相

当額であり、平成 23 年 6 月に文部科学大

臣の承認を受けて計上している。 

積立金は、各年度決算時の「当期未処分

利益」について、文部科学大臣の承認を受

けて計上しており、第 2期中期目標期間終

了後に国庫納付を行う。 

 当期未処分利益については、外部委託費

等の削減や備品費等の削減のために生じ

た当期総利益である。 

 

＜課題と対応＞ 

今後も中期計画に基づく適切な予算執

行に取り組む。 
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③ 当期未処分利益 

外部委託契約の包括化・複数年化、仕様

の見直し等による外部委託費等の削減、及

び物品購入等における安価な調達、購入数

量の精査による備品費等の削減のため。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

８－１ 施設・設備に関する事項 
当該項目の 

重要度、難易度 

― 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 
 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 Ⅴ その他業

務運営に関す

る重要事項 

 

 

 

 

１．長期的視

野に立った施

設・設備の整

備・管理の実

施 

 

（１）施設・

設備は、青少

年等に対する

研修が効果的

に実施される

よう、長期的

視 野 に 立 っ

て、その整備

を計画的に推

進する。 

また、それら

の管理運営に

おいては、老

朽 化 し た 施

設・設備の改

修や維持保全

を確実に実施

することで、

安全の確保に

万 全 を 期 す

る。 

Ⅷ その他主

務省令で定め

る業務運営に

関する事項 

 

別紙４のとお

り 

１．施設・設

備に関する事

項 

 

 

 

（１）施設・

設備に関する

保守・管理の

長期的な計画

を策定し、当

該計画に基づ

く保守・管理

を行うととも

に、利用者が

安心・安全に

体験活動がで

きる環境の整

備及び自然災

害等への対応

の観点から、

必要な施設・

設備の改善等

を計画的に進

める。 

＜その他の指標＞ 

【施設・設備に関す

る事項】 

施設及び設備に関

する計画 

・施設及び設備に関

する計画は有るか。

有る場合は、当該計

画の進捗は順調か。 

・利用者の安全の確

保、バリアフリー対

策など、利用者本位

の施設整備が行わ

れているか。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2期中期目標期間（平成 23～27 年度）見込実績自己評価書 

P5-1～5-3（第 5章 1 1～2） 

＜自己評価書参照箇所＞ 

第２期中期目標期間（平成２

３～２７年度）見込実績自己

評価書 

P5-3（第 5章 1 3） 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

「施設整備５か年計画」

の見直しを行いつつ、本

部が各教育施設と連携

しながら計画的に各施

設の保守・管理等を実施

するとともに、基幹設備

の老朽化に伴う危険防

止対策を着実に進めた。 

また、東日本大震災や 

自然災害により被災し 

た各教育施設の災害復 

旧整備を実施した。屋 

内運動場等の天井落下 

防止対策、自動火災報 

知設備の改修、浮き桟 

橋の改修などの利用者 

の安全の確保に関する 

施設整備、階段昇降機 

の設置・改修、トイレ 

の洋式化、通路のバリ 

アフリー化など低年齢 

層の利用者や高齢者、 

身体障害者に配慮した 

施設整備を行った。 

これらのことから、当該 

項目は総合的に勘案し 

中期目標における所期 

の目標を達成している 

とみとめられるためＢ 

評定とした。 

 

 

＜今後の課題＞ 

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

１ 長期的視点に立った施設・整備の整備管理の実施 

 

１．施設・設備の整備状況 

中期目標期間における施設・設備の整備に当たっては、「施設整備 5 ヶ年計画」の見直しを行

いつつ、各教育施設の施設利用者の安心安全及び研修・宿泊施設等の環境改善を図るとともに、

身体障害者等への対応や利用者への安全対策を実施した。 

また、東日本大震災や自然災害により被災した各教育施設の災害復旧整備を実施した。実施に

当たっては、工事中における利用者の安全確保を優先した。 

 

（１）施設整備事業（施設整備費補助金）（表 5-1 参照） 

 

表 5-1 施設整備の状況                             

（１）施設整備事業（施設整備費補助金） 

 実    施    状    況 

平成 21 年度補正 

（平成 23 年度実施） 

2 事業計：  98,910 千円 

平成 23 年度当初 6 事業計：  36,725 千円 

平成 24 年度当初 5 事業計： 121,765 千円（オリセンの土地購入を含む） 

平成 25 年度当初 34 事業計： 198,306 千円（南蔵王野営場の借地（国有地）の一部返却に伴 

う既存建物撤去などの原状回復を含む） 

平成 25 年度補正 58 事業計：  303,467 千円 

（２）災害普及（施設整備補助金） 

平成 23 年度当初 3 事業計：  20,275 千円 

平成 23 年度補正 11 事業計：  57,675 千円 

平成 23 年度補正 

（平成 24 年度実施） 

7 事業計： 190,355 千円 

平成 24 年度当初 3 事業計：  78,235 千円 

平成 24 年度補正 2 事業計：   2,893 千円 

平成 23 年度補正 

（平成 25 年度実施） 

1 事業計：  43,615 千円 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

「施設整備 5ヶ年計画」に

基づき、利用者の安心安全の

ための施設整備を計画的に

実施することが出来たため

Ｂ評定とした。 

 

 

【施設・設備に関する事項】 

「施設整備 5か年計画」の

見直しを行いつつ、本部が各

教育施設と連携しながら計

画的に各施設の保守・管理等

を実施するとともに、基幹設

備の老朽化に伴う危険防止

対策を着実に進めた。 

 

また、東日本大震災や自然

災害により被災した各教育

施設の災害復旧整備を実施

した。 

 

屋内運動場等の天井落下

防止対策、自動火災報知設備

の改修、浮き桟橋の改修など

の利用者の安全の確保に関

する施設整備、階段昇降機の

設置・改修、トイレの洋式化、

通路のバリアフリー化など
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平成 24 年度補正 

（平成 25 年度実施） 

3 事業計：  25,281 千円 

平成 25 年度補正 

（平成 26 年度実施） 

7 事業計：  17,313 千円 

平成 26 年度補正 2 事業計：  4,473 千円 

（３）各所修繕（運営費交付金） 

平成 23 年度 計：  121,500 千円 

平成 24 年度 計：  437,026 千円 

平成 25 年度 計：  382,515 千円 

平成 26 年度 計：  334,146 千円 

 

低年齢の利用者や高齢者、身

体障害者に配慮した施設整

備を行った。 

 

 

＜課題と対応＞ 

今後は、引き続き利用者本

位の施設整備及び自然災害

への対応等、必要な施設・設

備の改善を計画的に進める。 

 

 

 

教育施設は設置５０年

を経過する施設もあり、

今後は、各教育施設の建

物・基幹整備の老朽化対

策として、長寿命化を主

眼とする改修を行うと

ともに、温室効果ガス

（ＣＯ２）の排出削減の

ために、省エネルギーが

見込まれる設備・備品等

の導入を重点的かつ計

画的に推進することが

急務である。避難場所と

しての機能を果たすこ

とも必要のため、早急に

必要とされる施設整備

を行うことが急務であ

る。 

 

 

＜WT 委員からの意見＞ 

特になし 

 （２）利用者

本位の快適な

生活･研修環

境の形成のた

めの施設整備

を進め、特に

幼児、高齢者、

障がい者等に

対してやさし

い 施 設 と す

る。 

 

（２）利用者

本位の快適な

生活・研修環

境の形成のた

めの施設整備

を進める。特

に幼児・高齢

者、身体障が

い者等が円滑

に施設及びサ

ービスを利用

できるよう、

関係法令等を

踏まえつつ、

計画的な施設

整 備 を 進 め

る。 

 

２．施設・設備の充実 

（１）利用者に配慮した施設整備の状況 

平成 23～26 年度においては、利用者の安心安全に配慮して、研修及び宿泊施設等の環境改善

を図るとともに法定点検等による指摘事項や老朽化に対する安全対策を行った。 

また、震災、台風等の災害復旧整備や非常用蓄電池や避雷器の設置等災害対策に係る安全対策

を実施した。 

 

（２）環境への配慮について 

① 環境報告書の作成・公表 

「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法

律（平成 16 年 6 月 2 日法律第 77 号）、同施行令」に基づき、独立行政法人国立青少年教育振興

機構環境委員会を開催し、環境配慮への方針、環境目標・計画、環境報告書の報告内容及び公表

方法について審議・検討を行い、「環境報告書」を毎年度 9月に公表した。 

 

② 温室効果ガス（CO2）排出量削減等の取組（表 5-2 参照） 

温室効果ガス（CO2）の排出の削減のため、LED 照明への更新や、適正照明の間引き等の省エ

ネルギーへの取組のほか環境教育事業活動を実施してきた。 
 

 

 

 

 

 

表 5-2 平成 23～26 年度温室効果ガス（CO2）排出量 

事 項 
温室効果ガス（CO2）排出量（t） 

(平成 19年度) (平成 22 年度) 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

電 気 7,954 8,307 7,768  9,264 9,818 10,463 

ガ ス 3,841 4,321 3,925 4,198 4,233 4,159 

重 油 7,904 6,952 6,148 6,030 6,106 5,838 

灯 油 1,075 1,076 1.130 995 1,006 1,059 

合 計 20,774 20,656 18,971 20,487 21,163 21,519 

 

③ ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄処分 

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処分の推進に関する特別措置法（平成 13年 6月 22 日法

律第 65 号）」に基づき、平成 23～26 年度において、計 10教育施設で保管されていた高濃度ポリ

塩化ビフェニル（PCB）を適切に廃棄処分した。 

 

（３）エネルギー使用状況について 

詳細は上記の参照箇所に

譲り、左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 
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「エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和 54 年 6 月 22 日法律第 49号）」に基づき、毎

年度の省エネルギーの取組状況について、文部科学省及び経済産業省に報告を行った。 

また、教育施設において同法に基づき策定した「管理標準」（エネルギーの合理的使用に関す

るマニュアル）によるボイラー、空調設備、受変電設備等の運転管理の実施、及び環境委員会に

て策定した環境計画による節電対策やクールビズ、ウォームビスの実施など、省エネルギーの取

組を引き続き実施した。 

エネルギーの使用状況については、機構ホームページで公表している環境報告書において、省

エネルギーの具体的取組として環境目標を設定し、環境負荷の低減に努めている。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

８－２ 人事に関する計画 
当該項目の 

重要度、難易度 

― 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 
 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

― ― ― ― ― ― ― ― ―  
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

 ２．人事に関

する計画 

 

業務のより

一層の効果

的・効率的実

施のため、人

員の適正か

つ柔軟な配

置、職員の専

門性を高め

る研修機会

の充実、新規

職員の計画

的な採用、人

事交流や任

期付任用、幹

部職員の公

募等の工夫

により多様

で優れた人

材を確保し、

育成する。 

また、職員の

能力向上を

図り、円滑な

業務遂行を

行うため、適

切な人事評

価制度を着

実に運用す

る。 

 

 

２．人事に関

する計画 

 

（１）方針 

①青少年をめ

ぐる諸課題に

総合的に対応

し、より一層、

その施策を効

果的かつ効率

的に推進する

ため、人員を

適正かつ柔軟

に配置する。

また、本部及

び施設ごとの

業務の質・量

に応じた定期

的な人員配置

の見直しを行

う。 

② 職 員 に 対

し、企画力、

指導力、接遇

サービスの向

上や施設の安

全管理などを

目的とした、

多様で体系的

な研修機会を

設け、計画的

な人材養成を

行う。 

③新規職員を

計画的に採用

す る と と も

＜その他の指標＞ 

【人事に関する計

画】 

人事に関する計画 

・人事に関する計画

は有るか。有る場合

は、当該計画の進捗

は順調か。 

・人事管理は適切に

行われているか。 

・職員研修が的確に

実施され、十分な成

果が得られている

か。 

・新規採用、人事交

流、任期付き任用の

活用など多様で優

れた人材を確保す

るための取組が行

われているか。 

・人事評価が適切に

運用されているか。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2期中期目標期間（平成 23～27 年度）見込実績自己評価書 

P5-4～5-7（第 5章 2 1） 

＜自己評価書参照箇所＞ 

第２期中期目標期間（平成２３～

２７年度）見込実績自己評価書 

P5-6（第 5章 2 2） 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

「人事に関する基本方

針」に基づき、適切な

人事管理、人員配置の

見直し等を行った。多

様な人材確保について

は、文部科学省関係機

関、地方公共団体、民

間団体と連携し、平成

２３～２６年度におい

て、計１，２１９人（受

入れ：１，２０５人、

出向：１４人）の人事

交流を行うとともに、

計６３人の新規職員を

採用した。本取組をよ

り一層推進するため、

平成２７年度は、機構

が実施する職員採用試

験と併せて国立大学法

人等職員採用試験も活

用した採用活動を行

う。 

職員研修については、 

本部主催の研修及び 

各教育施設が企画・実 

施する研修のほか、外 

部機関主催の研修へ 

の参加などにより、職 

員として備えるべき 

職務遂行能力や業務 

に必要な知識・技能の 

向上を図ることがで 

きている。 

人事評価については、 

＜評定に至った理由

＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

 

１．人事管理の実施状況 

人事管理については、「人事に関する基本方針」に基づき、職員の資質向上、優れた職員の確

保、主体的で意欲ある人材育成等を計画的に進めるとともに、職員の適性・能力・意欲等に相

応しい職務又は処遇となるよう、公平・公正で計画性のある人事を行った。 

 

【平成 27年 4月 1日現在常勤職員数･･･ 504 人】 

（参考：平成 22 年 4 月 1日現在 534 人）  

 

（１）多様で優れた人材の確保 

① 職員の新規採用（表 5-3 参照） 

公募による選考採用等により、平成 23～26 年度に計 63人の職員を採用した。 

 

 

 

 

 

表 5-3 職員の採用状況 

採用時期 採    用    者    数 

平成 23 年 4 月 20 人（機構本部 8 人、センター、岩手山、能登、中央、淡路、江田島 2

人、大洲、沖縄、日高、那須甲子、立山） 

平成 23 年 5 月 2 人（機構本部） 

平成 24 年 4 月 10 人（機構本部 3人、岩手山、磐梯 2人、能登、沖縄、山口徳地、室戸） 

平成 25 年 2 月 2 人（機構本部） 

平成 25 年 4 月 19 人（機構本部 6人、能登、乗鞍、大洲 2 人、日高 2人、那須甲子 3人、 

立山、若狭湾、吉備、諫早） 

平成 26 年 4 月 10 人（機構本部 5人、中央、那須甲子、信州高遠、立山、曽爾） 

計 63 人 

 

② 所長人事の多様化 

高い教養と教育的意識を有し、教育施設の運営責任者としての経営感覚に優れ、現下の喫緊

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

「人事に関する基本方針」に基

づき、適切な人事管理、人員配置

の見直し等を着実に行ったこと

から、Ｂ評定とした。 

 

 

【人事に関する計画】 

「人事に関する基本方針」に基

づき、適切な人事管理、人員配置

の見直し等を行った。 

 

多様な人材の確保については、

文部科学省関係機関、地方公共団

体、民間団体と連携し、平成 23

～26年度において計 1,219 人（受

入れ：1,205 人、出向：14 人）の

人事交流を行うとともに、計 63

人の新規職員を採用した。 

人員配置については、各教育施

設所長等からのヒアリングを踏

まえて、機構組織全体の中で必要

な見直しを行うとともに計画的

に人員削減を行った。 

 

職員研修については、本部主催

の研修及び各教育施設が企画・実

施する研修のほか、外部機関主催

の研修への参加などにより、職員

として備えるべき職務遂行能力
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に、関係機関、

民間団体との

間での広く計

画的な人事交

流の実施、任

期付任用の活

用や幹部職員

の公募等によ

り、多様で優

れた人材を確

保する。 

④人事評価制

度を適切に運

用し、その評

価結果を踏ま

えた処遇等へ

の 反 映 を 図

る。 

 

（２）人員に

関する指標 

 

常勤職員につ

いて、その職

員数の抑制を

図る。 

 

（参考） 

中期目標期間

中の人件費総

額見込み 

１８，９８３

百万円 

但し、上記の

額は「行政改

革 の 重 要 方

針」（平成１

７年１２月２

４ 日 閣 議 決

定）及び「簡

素で効率的な

政府を実現す

るための行政

改革の推進に

関する法律」

（平成１８年

法 律 第 ４ ７

号）において

削減対象とさ

れた人件費を

指す。 

の課題に対する的確な判断能力を有する者が所長として適当であることから、所長の人事につ

いては、多種・多様な人材を広く求めることとして、公募により民間団体等から任期付の採用

を行っている。 

 

③ 人事交流（表 5-4 参照） 

青少年教育機関として継続性を維持しつつ、効率的・効果的な法人運営を行うため、多様な

人材の確保及び人材の育成・活用が必要であることから、「人事に関する基本方針」に基づき、

文部科学省関係機関、地方公共団体、民間団体との間で連携の強化を図り、広く計画的な人事

交流を行った。 

 

表 5-4 他機関との人事交流の状況             （各年度 4月 1日現在） 

区      分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

人事交流の受入状況 
交流先機関数 85  82  80 78 

人事交流者数(人) 325  307 289 284 

人事交流の出向状況 
交流先機関数 1 1  2 3 

人事交流者数(人) 1  3  4 7 

 

（２）人員配置の見直し（表 5-5 参照） 

各職員の経歴、適性及び希望等や業務の専門性、困難さを把握して、組織全体として最も力

を発揮できる人員配置となるよう、各教育施設所長等からのヒアリングを行ったうえで人員配

置の見直しを行った。 

また、計画的な人員削減を推進するため策定した人員削減計画に基づき、平成 23～26 年度に

おいては、平成 22 年度に比べ合計で 24人の人員削減を行った（平成 17年度に比べ 125 人の人

員削減）。 

 

表 5-5 常勤職員数の状況                     （単位：人） 

事 項 (H17) H22 H23 H24 H25 H26 
合計 

(H22-H26) 
(H17-H26) 

削減数（対前年度比） － － 10 4 6 4 24 125 

常勤職員数 635 534 524 520 514 510 - - 

 

（３）職員研修の実施（表 5-6 参照） 

青少年をめぐる諸課題に総合的に対応するためには人材の育成が不可欠であり、職員の資質

向上・意識改革を図る必要があることから、効果的な研修を積極的に取り入れ、計画的に実施

するため、「人事に関する基本方針」に基づき、本部が主催する研修を行っているほか、各教育

施設が企画・実施する研修及び外部機関が主催する研修にも積極的に職員を参加させている。 

 

① 研修の体系化 

平成 25 年度に本部主催の研修及び他機関主催の研修を体系的に整理したとこ ろ、職位毎の

研修として、新規採用職員研修と新任所長研修の間の階層別研修の充実という課題がわかり、

平成 26 年度においては、新たに新任所長・次長研修、管理系係長研修、5年経験職員研修等を

実施した。 

    

② 研修の共同実施 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）に基づき、

効率的・効果的な業務運営のために、4 法人（国立特別支援教育総合研究所、国立女性教育会

館、教員研修センター、国立青少年教育振興機構）共同で職員研修を実施することとし、平成

26 年度には新規採用職員研修、ハラスメント防止研修、ビジネススキル研修及び独立行政法人

制度研修を実施するなど職員の資質の向上を図っている。 

 

表 5-6 主な研修の実施状況・参加状況一覧    

や業務に必要な知識・技能の向上

を図ることができた。 

 

人事評価については、人事評価

実施要綱に基づき実施するとと

もに、当該評価を勤勉手当及び昇

給に活用する等、適切な運用を行

った。 

評定に当たっては、上記取組を

着実に実施しており、中期計画に

おける所期の目標を達成してい

るとして、Ｂ評定とした。 

 

＜課題と対応＞ 

多様な人材の確保については、

本取組をより一層推進するため、

平成 27 年度は、機構が実施する

職員採用試験と併せて国立大学

法人等職員採用試験も活用した

採用活動を行う。 

当機構の職員配置については、

県や国立大学法人からの交流人

事で成り立っており、全常勤職員

の約 6割が人事交流者である。近

年、人事交流について消極的な機

関があり、厳しい状況であるが、

プロパー職員の養成は未だ発展

途上であり、円滑な業務運営のた

めには、今後も人事交流が不可欠

である。引き続き、関係機関に人

事交流を働きかけていく。 

 職員研修については、今後も必

要に応じて研修計画の見直しを

行い、青少年教育施設の職員とし

ての専門性の向上を図っていく。 

人事評価については、今後、評

価結果の人材育成への活用につ

いて検討を進めていく。 

 

人事評価実施要綱に 

基づき実施するとと 

もに、当該評価を勤勉 

手当及び昇給に活用 

するなど、適切な運用 

を行った。 

これらのことから、当

該項目は、総合的に勘

案し、中期目標におけ

る所期の目標を達成し

ていると認められるた

めＢ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

近年、人事交流につい

て消極的な機関があ

り、厳しい状況である

が、プロパー職員の養

成は未だ発達途上であ

り、円滑な業務運営の

ためには、今後も人事

交流が不可欠である。 

引き続き、職位配置に

ついては、関係機関へ

の人事交流の働きか

け、職員研修について

は、研修計画の見直し

を実施し、青少年教育

施設の職員としての専

門性の向上を図るとと

もに、職員の意識変容

（やる気を引き起こ

す）につながる研修の

実施が重要である。 

 

＜WT 委員からの意見

＞ 

職員の一人一人の能力

を把握し、適材適所と

なるような人員配置に

努めていただきたい。

また、人事交流で各教

育委員会から来ている

職員に対しては、体験

活動の重要性を理解し

ていただき、その後の

学校利用が増えるよう

な結果となるよう期待

する。 
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成                   果 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合計 

本部が主催した内部研修 

（機構全体を対象とした研修） 

実施件数 12 15  17 20 64 

参加者数（人） 196 303  420 400 1,319 

各教育施設が企画・実施した

内部研修 

実施件数 281 308  359 420 1,368 

参加者数（人） 3,509 3,788  4,258 4,857 16,412 

各教育施設が参加した外部

機関の研修 

実施件数 369 339  391 428 1,527 

参加者数（人） 591 614  689 707 2,601 

 

（４）人事評価の実施状況 

人事評価制度を適切に運用するため、「人事評価実施要綱」を平成 23 年度に策定し、平成 23

～24 年度における 2回の試行を経て、平成 25年 10 月から「能力評価」及び「業績評価」から

なる人事評価を本格実施している。 

人事評価の結果については、3月に行った中間評価の結果を 6月の勤勉手当、9月に行った期

末評価の結果を 12月の勤勉手当及び昇給に活用している（評価期間は 10月～翌年 9月まで）。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

８－３ 中期目標期間を超える債務負担 
当該項目の 

重要度、難易度 

― 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 
 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  ３．中期目標期間を

超える債務負担 

 

中期目標期間を超

える債務負担につ

いては、施設管理・

運営業務等を効率

的に実施するため

中期目標期間を超

える場合で、当該債

務負担行為の必要

性及び資金計画へ

の影響を勘案し、合

理的と判断される

ものについて行う。 

＜その他の指標＞ 

【中期目標期間を超え

る債務負担】 

中期目標期間を超える

債務負担 

・中期目標期間を超え

る債務負担は有るか。

有る場合は、その理由

は適切か。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2 期中期目標期間（平成 23～27 年度）

見込実績自己評価書 

P4-7（第 4章 8） 

＜自己評価書参照箇所＞ 

第 2 期中期目標期間（平成 23～27 年度）

見込実績自己評価書 

P4-7～4-8（第 4章 9） 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

中期目標期間を超える債務負担は、

東日本大震災発生に伴うもので、既

に債務負担は解消しており、問題な

いと確認し、Ｂ評定とした。 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

 

＜WT 委員からの意見＞ 

特になし 

 

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

 

８．債務負担・積立金の使途 

（１）中期目標期間を超える債務負担 

次のとおり、中期目標期間を超える債務

負担を有していたが、いずれも平成 23 年

度中に解消している。 

 

契約件名：国立オリンピック記念青少年総

合センター 熱源設備改修 

 契約金額：275,100,000 円 

 前期に計上した債務の金額 

     ：184,800,000 円 

 当期に計上した債務の金額 

     ： 90,300,000 円 

 理由：東日本大震災の影響のため 

 

 

契約件名：国立那須甲子青少年自然の家 

外壁・屋上防水等改修 

 契約金額：8,610,000 円 

 前期に計上した債務の金額：0円 

 当期に計上した債務の金額 

：8,610,000 円 

 理由：東日本大震災の影響のため 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

中期目標期間を超える債務負担は、東日

本大震災に伴うもので既に解消しており、

問題のある点は認められないことから、Ｂ

評定とした。 

 

 

【中期目標期間を超える債務負担】 

東日本大震災の影響により中期目標期

間を超える債務負担を有していたが、全て

平成 23 年度中に解消している。 

 

 

＜課題と対応＞ 

今後も中期計画に基づき、適切に対応す

る 

 

 

 

４．その他参考情報 

 

  

詳細は上記の参照箇所に

譲り、左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 中期目標期間評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

８－４ 積立金の使途 
当該項目の 

重要度、難易度 

― 関連する政策評価・

行政事業レビュー 

事前分析表（平成２７年度）２-３ 

行政事業レビューシート番号００７１、００７２ 
 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 達成目標 

前中期目標期

間最終年度値 
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 （参考情報） 

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

  ４．積立金の使途 

 

前中期目標期間の

最終年度における

積立金残高のうち、

文部科学大臣の承

認を受けた金額に

ついては、独立行政

法人国立青少年教

育振興機構法に定

める業務の財源に

充てる。 

＜その他の指標＞ 

【積立金の使途】 

積立金の使途 

・積立金の支出は有る

か。有る場合は、その

使途は中期計画と整合

しているか。 

＜実績報告書等参照箇所＞ 

第 2 期中期目標期間（平成 23～27 年度）

見込実績自己評価書 

P4-7（第 4章 8） 

＜自己評価書参照箇所＞ 

第 2 期中期目標期間（平成 23～27 年度）

見込実績自己評価書 

P4-7～4-8（第 4章 9） 

評定 Ｂ 評定  

＜評定に至った理由＞ 

積立金については、中期計画に基

づく業務の財源に充てており、問題

ないと確認し、Ｂ評定とした。 

 

＜今後の課題＞ 

特になし 

 

 

＜WT 委員からの意見＞ 

特になし 

＜評定に至った理由＞ 

 

 

 

 

＜今後の課題＞ 

 

 

 

＜その他事項＞ 

＜主要な業務実績＞ 

 

８．債務負担・積立金の使途 

（２）積立金の使途 

平成 23 年 6 月に文部科学大臣の承認を

受けた前中期目標期間繰越積立金のうち、

平成 25 年度末時点には、下記金額を計上

していた。 

 

平成 25 年度末前中期目標期間繰越積立金      

1,266,834 円 

 

（内訳）自己収入により取得した固定資産

の未償却残高相当額 

                       

1,266,834 円 

 

上記の前中期目標期間繰越積立金のうち、

平成 26 年度においては、下記金額を取崩

額として計上した。 

 

前中期目標期間繰越積立金取崩額         

102,880 円 

 

（内訳）自己収入により取得した固定資産

の減価償却相当額                      

102,880 円 

＜評定と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

積立金については、中期計画に基づく業

務の財源に充てており、問題のある点は認

められないことから、Ｂ評定とした。 

 

 

【積立金の使途】 

前中期目標期間繰越積立金は、自己収入

により取得した固定資産の未償却残高相

当額であり、平成 23 年 6 月に文部科学大

臣の承認を受けて計上している。 

 

 

＜課題と対応＞ 

今後も中期計画に基づく適切な予算執

行に取り組む。 

 

４．その他参考情報 

 

 

詳細は上記の参照箇所に

譲り、左記の「評価の視点」

に係る内容について重点

的に記載 


